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■ はじ めに 

Ⅰ 点検・ 評価の趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する 法律（ 昭和31年法律第162号） 第26条の規定に基づき 、 教

育委員会は、 毎年その権限に属する 事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を 行い、 その

結果に関する 報告書を議会に提出する と と も に、 公表し なければなら ないと さ れていま す。  

島根県教育委員会（ 以下「 県教育委員会」 と いう 。 ） では、 本県教育の基本理念や施策の方向性

を示し た「 し ま ね教育振興ビジョ ン 」 （ 令和７ 年３ 月策定。 以下「 教育ビ ジョ ン」 と いう 。 ） の取

組について、 島根県総合教育審議会の意見を 得て、 「 教育委員会の点検・ 評価」 を実施し 、 こ の報

告書にま と めま し た。  

【 参考】 地方教育行政の組織及び運営に関する 法律（ 昭和31年法律第162号） 〔 抜粋〕  

（ 教育に関する 事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）  

第26条 教育委員会は、 毎年、 その権限に属する 事務（ 前条第１ 項の規定によ り 教育長に委任さ

れた事務その他教育長の権限に属する 事務（ 同条第４ 項の規定によ り 事務局職員等に委任さ れ

た事務を 含む。 ） を含む。 ） の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、 その結果に

関する 報告書を作成し 、 こ れを議会に提出する と と も に、 公表し なければなら ない。  

２  教育委員会は、 前項の点検及び評価を 行う に当たっては、 教育に関し 学識経験を 有する 者の

知見の活用を 図る も のと する 。  

Ⅱ 点検・ 評価の構成 

１  特徴的な動き  

令和７ 年度の県教育委員会における 特徴的な動き を記載し ていま す。  

２  各施策の点検・ 評価項目 

点検・ 評価の対象項目を教育ビジョ ンの施策と し ､施策ごと に点検・ 評価を行っていま す。  

なお、 各項目には、 教育ビジョ ンの各施策における 〔 今後の方向性〕 を転載し ていま す。  

３  名称、 目的、 目指す状態 

各施策と 関連する 行政評価の主な事務事業など について記載し ていま す。  

４  成果、 課題、 方向性 

事務事業ごと の取組の成果、 課題、 今後の方向性を記載し ていま す。  

５  その他 

こ の報告書のほか、 別途、 議会に提出する 「 予算執行の実績並びに主要施策の成果」 のう ち該

当部分についても 、 点検・ 評価の結果に関する 報告書と みなすも のと し ま す。  
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Ⅲ 施策体系表 

教育ビジョ ンは具体的かつ実情に即し た「 基本目標」 を掲げ、 その基本目標を実現する ための具

体的施策を 記載し ており 、 こ の報告書における 点検・ 評価の対象と なる 施策はこ の具体的施策の項

目と し ていま す。  

項 目 施 策 名 

１  発達の段階に応じ た学力

の育成 

⑴ 基礎学力の育成 

⑵ 幼小連携・ 接続の推進 

⑶ 理数教育の充実 

⑷ Ｉ Ｃ Ｔ を活用し た教育の推進 

⑸ ふる さ と 教育や探究的な学びの推進 

⑹ 読書活動の推進 

⑺ 国際理解教育の推進 

⑻ キャ リ ア教育の推進 

⑼ 望ま し い生活習慣の確立、 心身の健康づく り と 体力の向上 

⑽ 人権教育の推進 

⑾ 道徳教育の推進 

２  教育上の配慮が必要な子

ども の学びへの支援 

⑴ イ ンク ルーシブ教育シス テムの推進 

⑵ 不登校児童生徒等への支援 

⑶ 学校と 福祉の連携の推進 

⑷ 日本語指導が必要な児童生徒等への支援 

⑸ 学び直し の体制の充実 

３  地域と の協働によ る 学び

の充実 

⑴ 地域と の連携・ 協働の推進 

⑵ 地域を担う 人づく り  

⑶ 社会教育における 学びの充実 

⑷ 家庭教育支援の推進 

⑸ 体験活動の充実 

４  教育の基盤と なる 環境の

整備と 充実 

⑴ 学びを支える 指導体制の充実 

⑵ 教職員の人材育成 

⑶ 働き 方改革の推進 

⑷ 学校危機管理体制の充実 

⑸ 学校施設の環境改善の推進 

⑹ 部活動の地域連携・ 地域移行 

⑺ 図書館サービ ス の充実 

⑻ 文化財の保存・ 継承と 活用 

⑼ 私立学校への支援 
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■ 点検・ 評価 

Ⅰ 令和７ 年度の県教育委員会委員の活動状況について 

１  教育委員会の制度 

⑴ 教育委員会の法的位置づけ 

・  法律の定める と こ ろによ り 、 執行機関と し て普通地方公共団体に置かねばなら ない委員会

と し て、 教育委員会があり ま す。 （ 他に選挙管理委員会、 人事委員会など ） （ 地方自治法第

180条の５ ）  

・  都道府県及び市町村に教育委員会を置く こ と と さ れていま す。 （ 地方教育行政の組織及び

運営に関する 法律第２ 条）  

・  教育委員会は、 学校その他の教育機関を管理し 、 学校の組織編制、 教育課程、 教科書その

他の教材の取扱及び教育職員の身分取扱に関する 事務を行い、 並びに社会教育その他教育、

学術及び文化に関する 事務を管理し 及びこ れを 執行する こ と と さ れていま す。 （ 地方自治法

第180条の８ ）  

⑵ 県教育委員会の組織構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 教育委員会の役割 

① 最高意思決定機関 

② 意思決定方法 

・  「 教育委員会会議」 で議決、 承認し ま す。  

③ 教育長 

・  任期３ 年 

・  人格が高潔で、 教育行政に関し 識見を 有する 者から ､知事が議会の同意を 得て任命し ま

す。  

・  教育委員会の会務を総理し 、 教育委員会を 代表し ま す。 （ 会議の主宰者、 具体的な事務

執行の責任者、 事務局の指揮監督者）  

④ 教育委員 

・  任期４ 年 

・  人格が高潔で、 教育、 学術及び文化に関し 識見を有する 者から 、 知事が議会の同意を得

て任命し ま す。  

・  委員には、 保護者である 者が含ま れる よ う にし なければなら ないと さ れていま す。  

教育委員会＝合議制の執行機関 

教育長 

事務局 

指揮監督 

知事 

同意 

議会 

委員 委員 委員 委員 委員 

任 

命 
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２  県教育委員会会議の開催状況 

県教育委員会では、 令和７ 年度に14回の教育委員会会議を開催し 、 議決事項54件、 承認事項６

件、 協議事項12件、 報告事項96件について審議を行いま し た。  

（ 件）  （ 人）  

回数 開催年月日 議決 承認 協議 報告 その他 計  傍聴者 

１  令和７ 年４ 月21日（ 月）  - - - ６  - ６   ６  

２  令和７ 年５ 月19日（ 月）  ３  - １  ４  - ８   ２  

３  令和７ 年６ 月２ 日（ 月）  ２  - - ３  - ５   ０  

４  令和７ 年７ 月22日（ 火）  ２  １  １  ８  - 12  ３  

５  令和７ 年８ 月20日（ 水）  ３  １  ２  ４  - 10  ２  

６  令和７ 年９ 月４ 日（ 木）  ６  - - ８  - 14  ５  

７  令和７ 年10月16日（ 木）  ３  １  １  10 - 15  ５  

８  令和７ 年11月20日（ 木）  ５  - ２  ９  - 16  １  

９  令和７ 年12月22日（ 月）  ７  １  １  ８  - 17  ２  

10 令和８ 年１ 月22日（ 木）  ３  １  - ５  - ９   １  

11 令和８ 年２ 月５ 日（ 木）  - - １  ４  - ５   １  

12 令和８ 年２ 月17日（ 火）  ３  １  ２  ６  - 12  ０  

13 令和８ 年３ 月10日（ 火）  ８  - １  ８  - 17  １  

14 令和８ 年３ 月26日（ 木）  ９  - - 13 - 22  ２  

 計 54 ６  12 96 - 168  31 

 

＜主な議事＞ 

議事 

内容 
内      容 

議決 令和８ 年度使用県立高等学校・ 特別支援学校高等部用教科用図書の採択の基本方針 

島根県立高等学校規程及び島根県立高等学校通信教育規程の一部改正 

令和８ 年度島根県公立学校教育職員人事異動方針等 

島根県指定文化財の指定 

教育職員免許法及び教育職員免許法施行法施行細則の一部改正 

県立学校の組織編制に関する 規則の一部改正 

江津地域における 新設校のス ク ール・ ミ ッ ショ ン 

島根県教職員働き 方改革プラ ン（ 県立学校の働き 方改革と 市町村教育委員会への取組）  

し ま ね特別支援教育魅力化ビジョ ン後期版 

承認 令和８ 年度定期人事異動方針（ 教育委員会事務局等職員及び県立学校事務職員等）  

協議 令和７ 年度教育委員会の点検・ 評価報告書 

報告 教員不足の状況と 対策 

石見銀山発見500年島根県記念事業 

教職員の働き 方改革の進捗状況 

令和７ 年度全国学力・ 学習状況調査の結果概要 

文化財（ 登録有形文化財） の登録 

県立図書館の改修等 

高校生の就職活動に関する 意識調査 

令和７ 年度江津地域における 新設校開校準備委員会の検討状況等 

協議事項： 教育行政に関する 重要な事案又は将来教育委員会会議において議決を要する 事案で

教育委員の協議を要する も の  
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３  教育現場等の視察 

教育現場等の実状を把握する こ と によ って、 教育課題への認識を深める と と も に、 教育委員会

会議における 審議に活かすため、 視察を行いま し た。  

視察年月日 視察先 

令和７ 年７ 月２ 日
（ 水）  

豊川小学校、 吉田小学校 

令和７ 年７ 月３ 日
（ 木）  

浜田高校、 浜田ろう 学校 

令和７ 年７ 月９ 日
（ 水）  

宍道高校 

４  その他の活動 

⑴ 各種会議への出席 

例年開催さ れている 全国都道府県教育委員会連合会総会など に出席し て、 教育行政に関する

情報収集に努める と と も に、 他の都道府県の教育委員と の意見交換を行いま し た。  

開催年月日 会議名 開催地 

令和７ 年７ 月15日（ 火）  
      16日（ 水）  

全国都道府県教育委員会連合会総会 青森県 

令和７ 年10月21日（ 火）  
      22日（ 水）  

中国五県教育委員会委員全員協議会 鳥取県 

令和８ 年１ 月15日（ 木）  都道府県・ 指定都市教育委員研究協議会 （ オンラ イ ン開催）  

令和８ 年１ 月26日（ 月）  
      27日（ 火）  

全国都道府県教育委員会連合会総会 東京都 

⑵ 市町村教育委員会委員と の意見交換 

令和７ 年度は、 し ま ね教育振興ビ ジョ ンや益田市教育ビジョ ンの内容、 地域における 教育行

政（ ふる さ と 教育等） について、 益田市教育委員会委員と の意見交換を行いま し た。  
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Ⅱ 令和７ 年度県教育委員会の特徴的な動き  

県教育委員会が行った令和７ 年度の取組、 事業において、 次に記載する 特徴的な動き があり ま し

た。  

① 発達の段階に応じ た学力の育成 

ビジョ ンの施策番号 １ －⑴ 基礎学力の育成 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

学校図書館やＩ Ｃ Ｔ 機器を活用し ながら 他者と 協働し て自分の考えを深める 協調学習を 推

進する こ と で、 授業の質の向上を目指す。  

児童生徒の基礎的な知識・ 技能の定着や活用力の伸長を図る ため、 市町村と 連携し 、 学力

の実態把握や授業の質の充実など、 学力育成の取組を推進する 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 各校提案・ 伴走型、 Ｓ Ｔ Ｅ Ａ Ｍ教育特化型事業 

各高校のグラ ンド デザイ ンを実現に向けた、 生徒の教科学力の向上及び教員の指導力向

上の取組を 支援し た。 ま た、 理科・ 数学など の自然科学に興味関心をも つ生徒の視野を 拡

大する と と も に、 生徒の資質・ 能力を 伸ばすための理数教育を充実し た。  

⑵ 学習指導要領・ 大学入試改革への対応（ 共通教科「 情報」 ）  

専科教員数が限ら れている 中で、 普通科の共通必修履修科目であり 、 大学入学共通テス

ト の受験科目に位置づけら れている 「 情報Ⅰ」 の指導を充実する ため、 「 情報Ⅰ」 授業支

援ツ ールの導入や非常勤講師の配置等によ り 指導体制等の支援を実施し た。  

⑶ 授業改善リ ーダーの育成 

協調学習等をテーマに授業改善研究を行う 「 授業力向上プロ ジェ ク ト 」 を 実施し 、 各校

よ り 31名の研究担当教員、 172名のサポート メ ンバー教員の参加があっ た。 研修会や研究

授業を通じ て教科や学校間を越えて研究協議をする こ と ができ た。  

⑷ 理数教育推進（ ス ーパーサイ エンス ハイ ス ク ール）  

益田高校、 出雲高校及び松江南高校で科学に対する 興味・ 関心を醸成し 、 科学的リ テラ

シーを備えた国際社会で活躍でき る 人材を 育成する ための教育プロ グラ ム の研究開発を 行

った。  

⑸ 夢実現進学チャ レ ンジセミ ナー 

島根大学医学部の協力を 得て、 医学に関する 講話や実習、 施設見学や医学英語講座を実

施し 、 高校１ 年生33名が参加し た。  

 

⑹ 学びの基盤に関する 調査【 令和７ 年度新規】  

 教科学力の基盤と なる と 考えら れる 「 言葉、 語彙」 「 数、 形、 量」 「 思考力、 推論力」

等における 、 小学校低学年段階の学習のつま ずき の要因を把握する ための「 学びの基盤に

関する 調査」 （ たつじ んテス ト ） を 実施し た。 実施校において「 つま ずき の要因を把握す

る 」 と いう 調査の意図が浸透し 、 つま ずき に対する 具体的な方策を考える 契機と なっ た。  

 

⑺ 小学校理数教科指導力向上プロ ジェ ク ト 【 令和７ 年度新規】  

全国学力・ 学習状況調査の結果から 見える 本県の課題を踏ま え、 授業プラ ン及び評価問

題を活用し 、 授業改善を 学校全体で進める と と も に、 教員の授業力向上と 児童の学力育成

を図る 「 小学校理数教科指導力向上プロ ジェ ク ト 」 を算数科で実施し た。 26名の授業改善

リ ーダーが作成し た授業プラ ン及び評価問題を発信し 、 活用を促し た。  



7 
 

② 幼小連携・ 接続の推進 

ビジョ ンの施策番号 １ －⑵ 幼小連携・ 接続の推進 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

⑴ 目的 

幼児期における 教育は、 生涯にわたる 人格形成の基礎を 培う 重要なも のであ る こ と か

ら 、 幼児教育施設を はじ め、 家庭、 地域等における 幼児教育の質の向上を 図る と と も に、

幼児教育において育ま れた資質・ 能力が小学校教育に円滑に接続でき る よ う 幼児教育施

設、 小学校、 家庭及び地域が一体と なって、 幼小連携・ 接続の取組を推進する 。  

⑵ 事業内容 

市町村主催の幼児教育の質の向上に関する 保育者等を対象と し た研修及び幼小連携・ 接

続に係る 幼小合同研修等、 市町村の架け橋期の教育推進に対する 支援を行う 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 幼児教育センタ ーの運営 

① 市町村の架け橋期の教育推進に係る 指導や助言 

・  幼児教育センタ ーに指導主事及び幼小連携・ 接続アド バイ ザー、 幼児教育コ ーディ

ネータ ーを配置 

【 令和７ 年度の派遣実績】  

幼小連携・ 接続に関する 指導・ 助言 68回 15市町村 

幼児教育の質の向上に関する 指導・ 助言 65回 18市町村 

 

② 保育者の資質向上を目的と し た集合型研修の実施 

・  オン ラ イ ン 研修等、 研修会場への参加が難し い参加者への配慮やオン デマン ド 研

修、 動画活用によ り 、 参加者増加 

・  幼児教育推進研修における 幼小連携・ 接続に係る 実践発表を中心と し た研修への小

学校関係者の参加が少ないため、 今後、 小学校への働き かけが課題 

区 分 Ｒ 元 Ｒ ２  Ｒ ３  Ｒ ４  Ｒ ５  Ｒ ６  Ｒ ７  

参加人数 595人 146人 214人 533人 923人 681人 825人 

③ 家庭教育支援 

・  ふる ま い推進員派遣によ る 「 子育て」 や「 こ ど も のつながり づく り 」 等の研修を 実

施。  

区 分 Ｒ ２  Ｒ ３  Ｒ ４  Ｒ ５  Ｒ ６  Ｒ ７  

派遣実績 ７ 回 17回 48回 33回 34回 33回 

  

⑵ 「 し ま ねの架け橋期の教育ガイ ド 」 の普及 

国や県が進めている 幼児教育の質の向上並びに幼小連携・ 接続についての理解と 実践が

県内で進むよ う 、 令和７ 年３ 月に策定し た「 し ま ねの架け橋期の教育ガイ ド 」 を 活用し 、

研修の機会等において周知を図った。  

 

 ⑶ 幼小連携・ 接続推進実践研究事業【 令和７ 年度新規】  

 架け橋期の教育が充実する よ う 、 ３ 年間の市町村委託事業（ １ 年目） と し て、 出雲市に

おいて推進校区を指定し て実践研究事業を実施し 、 架け橋期のカリ キュ ラ ムを作成する と

と も に、 「 教育指導員」 を配置し て、 １ 年生の集団作り をサポート し た。  
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③ Ｉ Ｃ Ｔ 教育の充実 

ビジョ ンの施策番号 １ －⑴ 基礎学力の育成 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

⑴ 目的 

グロ ーバル化や社会の情報化が急速に進展する 中で、 子ど も たちが情報や情報手段を 主

体的に選択し て活用し ていく ための基礎的な資質（ 情報活用能力） を 身に付け、 情報社会

に主体的に対応し ていく 力を 備える こ と が益々重要と なっ ている 。 子ど も たちの「 主体

的・ 対話的で深い学び」 を実現する ために、 Ｉ Ｃ Ｔ を効果的に活用し た教育を推進する 。  

⑵ 事業内容 

Ｉ Ｃ Ｔ 活用の基盤と なる 環境整備や教員のＩ Ｃ Ｔ ス キルを高める ための研修を一体的に

実施する 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 高等学校 

① 生徒一人一台端末導入支援事業 

・  端末購入補助事業の実施（ 端末購入費の１ ／３ 補助）  

・  分割購入を可能と する 奨学金の貸与 

・  低所得世帯向け貸出端末の貸与 

② Ｉ Ｃ Ｔ 活用の基盤と なる 環境整備 

・  一人一台端末を 活用し た教育活動の円滑な運営を支える ためのＤ Ｘ 推進運営支援セ

ンタ ーを設置し 、 ク ラ ウ ド 環境全般の運用管理を 委託する と と も に、 Ｉ Ｃ Ｔ 支援員を

巡回配置 

・  生徒一人一台端末の同時一斉使用を可能と する 大容量ネッ ト ワ ーク 環境（ ロ ーカル

ブレ イ ク アウ ト ） の整備 

③ Ｉ Ｃ Ｔ 活用を推進する ための研修等を実施 

・  Ｉ Ｃ Ｔ 活用推進リ ーダー教員研修 

・  Ｉ Ｃ Ｔ 基盤管理担当者研修 

・  各学校の実情に応じ た学校個別研修 

④ 各学校・ 課程・ 学科の垣根を超える 高等学校改革推進事業 

多様な学習ニーズに対応する ための遠隔授業を３ 校４ 科目で実施する と と も に、 配信

拠点センタ ーを宍道高校に設置する ための準備を実施 

⑤ 高等学校Ｄ Ｘ 加速化推進事業 

デジタ ル等成長分野を 支える 人材育成のため、 情報、 数学、 理科等の教育を 重視する

カリ キュ ラ ムの実施やＩ Ｃ Ｔ を 活用し た文理横断的、 探究的な学びを 強化する 学校にお

いて、 必要な校内環境整備を実施 

⑵ 特別支援学校 

① Ｉ Ｃ Ｔ 活用の基盤と なる 環境整備（ 教員一人一台整備）  

・  指導者用端末の整備 

② Ｉ Ｃ Ｔ 活用を推進する ための研修を実施 

・  Ｉ Ｃ Ｔ 担当者ス キルアッ プ研修・ 実践報告会（ 計３ 回）  

・  外部委託講師によ る 各学校巡回型のＩ Ｃ Ｔ 活用研修（ 各学校年間２ 回）  

③ 児童生徒一人一台端末整備事業 

・  小中学部児童生徒用端末整備 

④ 高等部Ｉ Ｃ Ｔ 環境整備事業 

・  高等部生徒用一人一台端末に係る 管理シス テム、 フ ィ ルタ リ ングアプリ 整備 
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⑶ 市町村支援 

① Ｉ Ｃ Ｔ 活用を推進する ための研修を実施 

・  教職員研修 

初任者研修等経験年数に応じ た研修・ 各教科等の研修・ 能力開発研修 

・  出前講座及び要請訪問 

学校や市町村の教科部会等を対象と し たＩ Ｃ Ｔ 活用に係る 研修 

② 児童生徒一人一台端末の共同調達に関する 会議体の運営及び調達経費の助成 

・  県教育委員会教育長及び市町村教育委員会教育長を 構成員と する 「 島根県Ｇ Ｉ Ｇ Ａ

ス ク ール構想推進協議会」 を計４ 回開催。 ま た、 同協議会に設置し ている 共同調達部

会（ 作業部会を含む。 ） を計19回開催し 、 共同調達する 端末仕様の検討など の調整等

を実施 

・  市町村が調達する 経費に充てる ため、 国の補助金を 財源と し て島根県公立学校情報

機器整備事業基金への積立てを 行う と と も に、 端末の更新を 行う 市町村に対し て、 同

基金を取り 崩し て更新費用の助成を実施 
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④ 高校魅力化の推進 

ビジョ ンの施策番号 １ －⑸ ふる さ と 教育や探究的な学びの推進 

３ －⑴ 地域と の連携・ 協働の推進 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

学習指導要領及び県立高校魅力化ビジョ ンに基づき 、 学校と 地域が協働し た人づく り を 推

進し 、 「 主体的・ 対話的で深い学び」 、 「 社会に開かれた教育課程の実現」 に取り 組む学校

や市町村等を 支援する 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 高校魅力化コ ンソ ーシアム運営支援事業 

教育的機能と 地方創生的機能を 持つ高校魅力化コ ンソ ーシアムに対し 、 運営マネージャ

ーの配置費や活動費を支援し 、 地域協働体制の整備、 関係機関と の調整など 、 コ ンソ ーシ

アムの円滑な運営に重要な役割を果たし た。  

⑵ 高校魅力化教育活動推進事業 

大学や地元企業等と 連携し た探究学習や進路学習、 県外生徒募集など 、 地域の特色に応

じ た高校と 地域社会と の協働によ る 取組を支援し 、 魅力ある 学校づく り を推進し た。  

⑶ 高大連携推進事業 

県内大学への進学を 希望する 生徒の進路実現や材料エネルギー学部を はじ めと する 島根

大学理系学部など 県内大学と の連携強化を図る ため、 高大連携推進員を県内大学のキャ ン

パス が存在する 松江、 出雲、 石見の各エリ アに計３ 名を 配置し 、 高校生に対し 大学の学び

に興味関心を 高める 講座や、 総合型・ 推薦型選抜への理解を 深める プロ グ ラ ム を 実施し

た。  

⑷ 探究によ る 人材育成支援事業 

すべての県立高校で取り 組んでいる 課題解決型学習の推進に向け、 各高校の探究学習推

進担当者に対し て、 研修会の実施や学校訪問等の伴走等によ り 、 各高校の取組を 支援し

た。 ま た、 １ 年間の探究学習の成果を 発表する 場を設け、 各高校間で学び合う 場を創出し

た。  

⑸ し ま ね留学推進事業 

島根で学ぶ生徒にと って、 多様な価値観と の出会いや、 視野の広がり 、 交流の拡大やコ

ミ ュ ニケ ーショ ン 力の向上を 図る ため、 オンラ イ ン 等によ る 県外から の生徒募集を 行っ

た。  

公立高校における 県外入学者数 

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ 元 Ｒ ２  Ｒ ３  Ｒ ４  Ｒ ５  Ｒ ６  Ｒ ７  

184人 184人 179人 195人 199人 230人 184人 215人 205人 214人 

⑹ 教育魅力化推進事業 

・  高校魅力化評価シス テム 

成果の見えにく い「 教育の魅力化」 について、 生徒、 教職員、 地域の大人たちに対し

て「 地域の学習環境」 「 生徒の成長」 など を 検証する アンケート を 行い、 結果を 詳細分

析し 、 施策のＰ Ｄ Ｃ Ａ に活用し た。  

・  高校地域協働体制運営研修 

高校魅力化コ ーディ ネータ ー等の育成や、 横の連携（ ネッ ト ワ ーク ） を 強化する た

め、 オンラ イ ンを 活用し た情報共有や研修会を開催し たこ と によ り 、 教育魅力化に携わ

る 人材の育成を図った。  
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⑤ 令和７ 年度全国高等学校総合体育大会（ 中国ブロ ッ ク イ ン タ ーハイ ）  

ビジョ ンの施策番号 １ －⑼望ま し い生活習慣の確立、 心身の健康づく り と 体力の向上 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

   令和７ 年度に県内で６ 種目（ 体操競技、 男子バレ ーボール、 レ ス リ ング、 フ ェ ンシング、

なぎなた、 カヌ ー） が開催さ れる 全国高等学校総合体育大会に向けて、 選手強化や開催準備

を着実に進め、 事業計画のと おり 本大会を開催する と と も に、 本大会を契機と し たス ポーツ

振興を図る 。  

  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 選手強化 

 県内で開催する ６ 種目の競技や、 それ以外の中国ブロ ッ ク 開催の競技強化について、 県

外遠征や強豪校を招いて合宿等を実施し 、 全国高校総体開催に向けての選手強化を図る こ

と ができ た。 入賞し た競技数は前年度の８ 競技から 10競技に増加し 、 特に、 地元開催の６

競技では３ 競技（ カヌ ー、 フ ェ ンシング、 なぎなた） で入賞する こ と ができ た。  

 島根県開催競技種目 

競技名 会場地 

体操（ 体操競技）  浜田市 

バレ ーボール（ 男子）  松江市 

レ ス リ ング 雲南市 

フェ ンシング 安来市 

なぎなた 出雲市 

カヌ ー 美郷町 

⑵ 開催準備 

  全国高校総体に向け、 県実行委員会において、 県高体連、 各競技団体、 会場地と なる 市

町と 連携し 、 開催準備のための調整や広報活動、 競技に必要な備品の整備を 行っ た。 ま

た、 会場地市町に対し 、 大会開催に要する 経費や選手等の計画輸送に要する 経費、 実行委

員会の運営費や広報活動等の開催準備に係る 経費の一部補助を行った。  

 
大会開催に向け、 会場地市町や競技団体等と 緊密に連携し 、 着実に準備を 進めたほか、 競技

に出場する 選手の活躍、 大会運営補助や広報・ PR、 おも てなし 活動等を 通じ た高校生の支援、

関係者の協力等によ り 、 本県における 全国高校総体を成功裡に終える こ と ができ た。  
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⑥ イ ンク ルーシブ教育シス テムの構築 

ビジョ ンの施策番号 ２ －⑴ イ ンク ルーシブ教育シス テムの推進 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

全ての学びの場で特別支援教育を充実さ せる こ と で、 障がいのある 子ど も の自立と 社会参

加を促進する と と も に、 地域を支える 人材を育成する 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 発達障がいの可能性のある 子ど も への支援事業 

・  小中学校等の教員への特別支援教育に関わる 教育相談や研修等支援を 行い、 地域にお

ける 特別支援教育の充実を図った。  

・  県立高校において、 自校通級４ 校、 ろう 学校２ 校の巡回によ る 難聴通級に加え、 ５ 圏

域で拠点校６ 校（ 松江北高校・ 出雲高校・ 浜田高校・ 益田高校・ 隠岐高校・ 隠岐島前高

校） の巡回によ る 指導によ り 、 県立高校において通級によ る 指導の充実を図った。  

・  ５ 圏域６ 校の拠点校が特別支援教育に係る 推進セン タ ー校と し て、 高校間のネッ ト ワ

ーク の構築や圏域の中学校と 連携を図った。  

⑵ 切れ目ない支援体制整備事業 

・  切れ目ない支援体制の構築のため、 教育・ 福祉・ 労働分野等の関係部局・ 関係機関に

よ る 県の連携協議会においては、 各市町村の取組の参考と なる 講義、 情報提供を 行っ

た。  

・  適切な就学支援につながる よ う 、 県教育支援委員会及び就学事務担当者会を 開催し 、

ニーズに応じ た情報共有や協議等を行った。  

⑶ 特別支援学校機能向上事業 

・  医療的ケア実施校においても 、 高度な医療的ケアに対応する ため、 一部の学校に非常

勤学校看護師の配置や非常用蓄電池の配備を行った。  

⑷ 特別支援学校と 地域の連携強化事業 

・  全ての特別支援学校が、 積極的な地域人材活用によ る 地域活動やス ポーツ 、 文化活動

を通じ て、 地域と 連携・ 協働し た教育活動の拡充に取り 組んだ。  

⑸ Ｌ Ｄ （ 学習障がい） のある 子ど も の多様な学び推進事業 

・  指定市町村のニーズに応じ て研修協力や学校訪問等、 全県に向けたオンデマンド 研修

を実施し 、 事業成果をま と めたリ ーフ レ ッ ト を作成し た。  
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⑦ 悩みの相談対応 

ビジョ ンの施策番号 ２ －⑵ 不登校児童生徒等への支援 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

全国的に生徒指導上の課題が複雑化、 多様化し ている なか、 いじ めや不登校など の未然防

止、 早期発見、 早期対応のため、 ス ク ールカウ ンセラ ー等を 配置する 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 心の相談事業 

松江・ 浜田の教育センタ ーに教育相談員を 配置し 、 電話や来所によ る 相談に対応し た。

ま た、 中学・ 高校生にと っ て気軽に相談し やすいＳ Ｎ Ｓ を 活用し た相談窓口を 設置し 、

土・ 日・ 休日の相談を含め、 児童生徒及び保護者のニーズに応じ た相談活動を行った。  

⑵ ス ク ールカウ ンセラ ー配置事業 

ス ク ールカウ ンセラ ー及びス ク ールカウ ンセラ ーに準ずる 者を 全ての公立学校に配置し

た。  

ま た、 ス ク ールカウ ンセラ ー「 時間外・ 長期休業中・ 休日等相談センタ ー」 を設置する

９ 市町にス ク ールカウ ンセラ ーを派遣し た。  

児童生徒、 保護者の相談にあ たっ たほか、 教員への助言・ 援助等によ り 不登校等の予

防・ 解決を図った。  

⑶ ス ク ールソ ーシャ ルワ ーカー活用事業 

児童生徒がおかれた様々な環境の問題に対処する ため、 ス ク ールソ ーシャ ルワ ーカーを

活用する 事業を 中核市である 松江市を 除く 全市町村に委託し た。 県立学校へは、 宍道高

校、 浜田高校定時制・ 通信制及び三刀屋高校掛合分校に配置し た。 その他の県立学校に対

し ては、 学校から の要請に応じ た派遣に加え、 巡回訪問を実施し 、 不登校等の生徒指導上

の課題や、 貧困を始めと する 就学上の課題の未然防止・ 早期発見・ 早期対応に努めた。 特

に学校と 家庭と 関係機関と の福祉的な調整役と し て連携を図った。  

⑷ 校内教育支援センタ ー支援員配置事業【 令和７ 年度新規】  

公立小中学校において、 校内教育支援センタ ーを 拠点と し て、 不登校から 学校復帰する

段階にある 児童生徒や不登校傾向のある 児童生徒に対し 、 学習支援を 行う と と も に、 ス ク

ールカウ ンセラ ー等の専門家と 連携し た相談支援を行う 「 校内教育支援センタ ー支援員」

を配置する 市町村の取組に対し て支援し た。  

⑸ 教育相談員配置事業 

定時制・ 通信制を 併置する 宍道高校及び浜田高校定時制・ 通信制並びに三刀屋高校掛合

分校に教育相談員を配置し 、 不登校や問題行動等の課題を抱える 生徒の相談に対応し た。  
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⑧ 教員不足への対応（ 教員の確保対策）  

ビジョ ンの施策番号 ４ －⑴ 学びを支える 指導体制の充実 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

深刻な教員不足に対応する ため、 即戦力及び若手の人材確保、 Ｕ タ ーン ・ Ｉ タ ーン の促

進、 教員志望者の裾野拡大並びに募集広報・ 教職の魅力発信の強化を総合的に進め、 教員の

確保に努める 。  

２  事業の実績及び効果 

⑴ 中堅層・ 即戦力の確保、 Ｕタ ーン・ Ｉ タ ーン促進 

① 30～40歳代の中堅層の不足等を 踏ま え、 即戦力と なる 人材を 早期に確保する ために、

５ 月上旬と 10月上旬に「 特別選考試験」 を実施し た。 正規教員と し て３ 年以上勤務し て

いる 者を対象と し て、 面接試験のみで選考し た。  

【 第１ 回試験： ５ 月】  

33人受験、 18人名簿登載（ Ｕタ ーン７ 人、 Ｉ タ ーン８ 人、 県内経験者３ 人）  

【 第２ 回試験： 10月】  

13人受験、 11人名簿登載（ Ｕタ ーン５ 人、 Ｉ タ ーン４ 人、 県内経験者２ 人）  

② 県外在住の教員経験者のＵタ ーン・ Ｉ タ ーンを 促進する ために、 ふる さ と 島根定住財

団主催のイ ベント 「 し ま ね移住フ ェ ア」 に相談ブース を開設し た。 ブース には28名の相

談があった。  

⑵ 若手教員の確保 

教員採用試験において、 教職の専門性に加え、 ふる さ と 島根への愛着と 誇り を持った優

秀な人材を採用する ため、 次の取組によ り 受験者確保に努めた。  

① 試験の前倒し 実施 

② 県内大学に在籍し 学長の推薦を受けた者を対象と する 「 島根創生特別枠」  

③ 一部の校種・ 教科において第１ 志望と 第２ 志望の両方で受験でき る 「 併願制度」  

④ 小学校・ 特別支援学校小学部の第２ 次試験において県外会場（ 大阪・ 東京） を設置 

⑶ 教員志望者の裾野拡大 

① 大学生への働き かけ 

県内大学１ ・ ２ 年生を 対象に、 入学後の早い段階から 学校現場での体験活動を 通し

て、 教員を 目指す意欲を 醸成し 、 教職に対する 理解を 深める ために、 県内公立学校で

「 学校職場体験（ ５ 日間） 」 を実施し た。 ま た、 教員養成に関する 連携協定を締結し た

Ｉ Ｐ Ｕ環太平洋大学の２ 年生が行う アウ ト リ ーチ教育実習を県内の小学校１ 校で、 ま た

広島文教大学の２ 年生を 対象と し た観察実習を 県内の小学校３ 校で受け入れる など 、 島

根の良さ と 教職の魅力を感じ ても ら う こ と で本県の教員志望者増加に努めた。  

② 高校生への働き かけ 

県内大学と 連携し て、 県内６ 校（ 出雲地域２ 校、 石見地域３ 校、 隠岐地域１ 校） でセ

ミ ナーを 開催し 、 教員志望の大学生が高校生に教職の魅力を 伝える 活動を 行っ た。 ま

た、 こ の６ 校を含む県内13校の希望者が島根大学教育学部を見学し たり 、 大学の附属学

校で授業見学を行ったり し た後に、 教員志望の大学生と 交流し た。 こ の取組によ り 、 教

員養成大学への進学者数が増加傾向にある ため、 今後も こ れら の学校を 中心に活動内容

の充実を図っ ていく 。  

⑷ 募集広報・ 教職の魅力発信強化 

教員採用情報提供サイ ト 「 し ま ねの先生ナビ」 のコ ンテンツ を 追加し 、 記載内容の充実

を 図っ た。 ま た、 教員募集の広告を 様々な媒体を 利用し て積極的に発信し た（ ｗ ｅ ｂ 広

告、 民間求人サイ ト 、 テレ ビ、 歩道橋横断幕など ） 。  
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⑨ 教職員の働き 方改革（ 地域人材を活用し た指導力等向上事業）  

ビジョ ンの施策番号 ４ －⑶ 働き 方改革の推進 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

教職員の働き 方改革プラ ン （ 平成31年３ 月策定。 以下「 改革プラ ン 」 と いう 。 ） に基づ

き 、 ①教育の質の向上、 ②教職員の心身の健康保持、 ③仕事と 生活の充実、 ④教職を目指す

人材の確保を 目的と し て、 教職員の働き 方改革の推進を図る 。  

改革プラ ンでは、 達成に向けた数値目標を設定し 、 令和元年度から 令和３ 年度ま でを重点

取組期間と 定め、 取組を 推進し た。 令和４ 年度に重点期間の取組の検証と 今後の方向性を取

り ま と め、 公表し 、 令和５ 年度から 市町村と の協働によ る 新規取組も 含めた各種事業を 推進

し た。  

【 数値目標】  

① 時間外勤務時間      月45時間以内、 年360時間以内 

② 年次有給休暇取得日数   全教職員年５ 日以上、 全校種平均13日以上 

③ ワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス  と れている と 感じ る 教職員の割合90％以上 

２  事業の実績及び効果 

⑴ 改革プラ ンにおける 数値目標の状況 

① 時間外勤務の状況（ 令和６ 年度）  

改革プラ ン策定前の状況から は全校種で改善し た。 月45時間以内の目標は全校種で達

成。 一方、 年360時間以内の目標は、 特別支援学校のみで達成し たが、 他は未達成。  

・  小学校    月32. 7時間（ 年392時間）  

・  中学校    月37. 4時間（ 年449時間）  

・  高等学校   月38. 9時間（ 年467時間）  

・  特別支援学校 月18. 1時間（ 年217時間）  

・  全校種平均  月33. 5時間（ 年402時間）  

② 年次有給休暇の取得状況（ 令和６ 年）  

取得日数は年々増加し ており 、 全校種平均13日以上の目標は達成。 一方、 年５ 日以上

取得し た教職員は92. 4％に留ま り 、 全教職員年５ 日以上取得の目標は未達成。  

・  取得日数13. 5日 

③ ワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス の意識の状況（ 令和７ 年度）  

教職員の休憩時間及び持ち帰り 仕事等の実態調査において、 と れている と 感じ る 教職

員の割合は、 67. 1％と なり 、 と れている と 感じ る 教職員の割合90％以上の目標は未達

成。  

⑵ 令和７ 年度の重点取組 

① 外部サポート 人材の配置 

ア ス ク ール・ サポート ・ ス タ ッ フ  

小学校、 中学校及び義務教育学校に教員の業務支援を 行う ス ク ール・ サポート ・ ス

タ ッ フ を配置する 市町村に対し て補助を行い、 教員が一層児童生徒への指導や教材研

究等に注力でき る 体制を整備し た。 （ 18市町214校）  

イ  県立学校アシス タ ント  

・  高等学校と 特別支援学校の全校に学校アシス タ ント を配置し 、 教員が抱える 事務

作業の軽減によ る 物理的・ 精神的負担の軽減と 生徒と 向き 合える 時間の一層の確保

を図った。  

( ア )  高等学校 

・  12学級以上の19校及び地域と 一体と なっ た教育活動の一層の促進が求めら れ

る 中山間地域・ 離島の小規模校１ 校： 各２ 名分 

・  12学級未満の16校： 各１ 名分 

・  定時制の２ 校： 各0. 5名分 
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( イ )  特別支援学校 

全12校： 各１ 名分 

・  教員の事務作業等に充てる 時間が１ 人あたり 月約204分削減さ れ、 教員の物理的

負担の軽減が図ら れた。  

・  配置校の教員を 対象と し たアンケート 調査において、 93％の教員が多忙感の解消

に役立ったと 答える など 、 教員の精神的負担の軽減が図ら れた。  

ウ  学習指導員 

・  感染症等対策に係る 休校のあっ た学校について、 学校再開後の授業で、 内容の定

着が不十分な生徒に対し てき め細かにフ ォ ロ ーができ る 学習指導員の配置を 希望す

る 市町村に対し て、 その配置に要する 経費の補助を行った。 （ ５ 市町36校）  

・  学習指導員が、 学習内容の定着が不十分な児童生徒への個別指導等を 行う こ と に

よ り 、 教員の負担軽減につながった。  

エ 副校長・ 教頭マネジメ ント 支援員 

・  小中学校における 教頭の厳し い勤務実態を踏ま え、 その学校マネジメ ント 等に係

る 業務を専門的に支援する ための人材を 配置。 希望する 市町村に対し て、 その配置

に要する 経費の補助を行った。 （ ２ 市２ 校）  

    ・  県立学校において依然と し て教頭の負担が深刻な状況を 踏ま え、 令和７ 年度か

ら 、 学校規模、 教頭数、 時間外勤務時間数から 対応が必要な学校に対し てマネジメ

ント 等に係る 業務を専門的に支援する ための人材を配置。 （ ４ 校）  

・  教頭の時間外勤務や業務の軽減、 負担感の軽減につながった。  

 

② リ ーダー養成の取組  

教職員の意識改革や業務改善を 図る ため、 専門講師によ る 研修を通じ て、 各学校の働

き 方改革の「 き っ かけ」 を 創出し た。 ま た、 各学校の自走し た取組への伴走支援と し

て、 学校及び管理職を対象に、 ワ ーク ショ ッ プ形式の参加型研修（ 働き 方改革伴走支援

研修） を 17回（ 小学校５ 校、 中学校５ 校、 県立学校３ 校、 管理職研修等４ 回） 実施し

た。  
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⑩ 江津地域における 新設校についての検討 

ビジョ ンの施策番号 ４ －⑸ 学校施設の環境改善の推進 

１  事業の目的及び事業内容の概要 

新設校開校準備委員会において、 新設校の学校運営の基本方針や施設及び設備等に関する

様々な検討を 実施する 。  

【 新設校開校準備委員会】  

・  目 的 新設校の開校準備に関する 業務を適切かつ能率的に処理する ために設置 

・  構成員 江津高校及び江津工業高校の学校長等並びに教育庁関係課長 

・  オブザーバー 江津市、 江津市教育委員会、 GO▶GOTSUコ ンソ ーシアム、 両校学校運営

協議会等 

・  設置期間 令和６ 年２ 月から 令和10年３ 月ま で 

（ Ⅰ期： Ｒ ６ ． ２ ～Ｒ ７ ． ３ 、 Ⅱ期： Ｒ ７ ． ４ ～Ｒ 10． ３ ）  

２  事業の実績及び効果 

新設校開校準備委員会では、 Ⅰ期において、 新設校の教育内容や施設整備の構想など の概

要について検討を行い、 検討結果を令和７ 年３ 月に「 Ⅰ期ま と め」 と し て、 整理し た。  

令和７ 年度は、 他の先進事例など の調査・ 研究を 行い、 教育課程や部活動の大ま かな方向

性を検討する と と も に、 単位制の導入及び新設校のス ク ール・ ミ ッ ショ ンを決定し た。 あわ

せて、 子ど も の意見を検討に反映する ため、 アンケート 調査を実施及び公表し た。  

⑴ Ⅰ期ま と めの概要（ Ⅰ期： Ｒ ６ ． ２ ～Ｒ ７ ． ３ ）  

① 設置場所   江津市江津町1477番地（ 江津工業高校所在地）  

② 新設校の開校 令和10年４ 月（ 令和９ 年度実施の入学者選抜よ り 募集開始）  

③ 新設校の設置 令和９ 年度中に設置（ 県議会への条例案提出） 予定 

④ 新設校のイ メ ージ・ 特色 

【 普通科系】  

・  「 普通科」 と 「 新し い普通科」 の学科を設置し 、 く く り 募集と する 。  

・  「 新し い普通科」 は、 地域と 連携し た探究的な活動を実践する 教科・ 科目を設置 

・  工業科の学びや、 工業科の生徒と の協働し た学びを行う 。  

・  県立大学と の連携の実績を基に、 さ ら に充実し た地域探究活動を実現する 。  

【 工業系】  

・  「 機械・ 電気系」 と 「 建築都市工学系」 の学科を設置し 、 く く り 募集と する 。  

・  機械・ 電気系の学科の中に機械コ ース 、 電気コ ース を設置 

・  建築都市工学系の学科では、 建築の学びに加え、 街づく り に必要な測量や設計な

どを学ぶ都市工学系の内容も 加える 。  

・  ポリ テク カレ ッ ジ島根と の連携や地元産業界等と の連携によ る 学びを行う 。  

⑤ 教育活動の特色 

【 部活動】  

・  統合前の両校の特色を引き 継ぎ、 男女ハンド ボール部、 水球部及びボート 部の強

化を進める 。  

・  石見神楽など 地域の伝統や文化を生かし た部活動や工業系の専門性を 生かし たモ

ノ づく り のでき る 部活動の設置を検討する 。  

【 円滑な統合に向けた教育活動】  

・  統合前に両校行事の合同開催、 部活動合同チームの結成、 合同練習などを行う 。  

・  こ れら の活動を円滑に行う ために必要な交通手段と し てバス を整備し た。  

⑵ Ⅱ期のス ケジュ ール（ Ⅱ期： Ｒ ７ ． ４ ～Ｒ 10． ３ ）  

主に教育の特色、 施設整備、 円滑な統合に向けた活動や校名・ 校歌・ 校章など について

検討、 整理を 行う 。  
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Ⅲ 点検・ 評価 

１  発達の段階に応じ た学力の育成 

⑴ 基礎学力の育成 

○ 「 第２ 期し ま ねの学力育成推進プラ ン 」 （ 令和７ 年３ 月策定） における 、 「 目指す授業

像」 に向けた取組によ り 、 児童生徒が「 でき た・ わかった・ やっ てみたい」 と 実感でき る 授

業を展開し ま す。  

○ 各教科等の学力の基盤になる と 考えら れる 「 言葉、 語彙」 「 数、 形、 量」 「 思考力、 推論

力」 等について、 小学校低学年段階から の学習のつま ずき の要因を把握し 、 児童生徒に対す

る 学習を 支援する と と も に、 「 全国学力・ 学習状況調査」 の課題を踏ま えた評価問題及び授

業プラ ンを作成し 、 展開し ま す。  

○ 児童生徒一人ひと り の理解度にあわせた学びの推進や主体的に学びに向かう 力を育成する

ため、 学習の場面や発達の段階に応じ たデジタ ル教材や学習アプリ 等、 一人一台端末を活用

し た学びを推進し ま す。  

○ 学校図書館を 活用し た授業や、 学校で学んだ知識及び技能を地域社会の課題解決に役立て

る 活動等を通じ 、 言語能力や情報活用能力、 問題発見・ 解決能力等を育成し ま す。  

○ 授業と 家庭学習を 結びつけた指導等によ り 、 児童生徒が自主的に学習計画を立て、 課題の

探究に取り 組むこ と ができ る 「 自立し た学びの力」 を育成し ま す。  

○ 学習習慣の定着を 図る ため、 放課後児童ク ラ ブにおいても 、 宿題や読書等に集中し て取り

組める 環境を 整備する 市町村を知事部局と 連携し て支援し ま す。  

○ 豊かな自然や歴史・ 文化、 伝統、 人と の関わり の中で本物に触れる 学びを通し て、 学びへ

の興味・ 関心を高め、 主体的に学びに向かう 意欲を醸成し ま す。  

○ 小学校、 中学校、 高等学校を 通じ て、 主体的に学習する 態度の育成や教科等横断的な学習

の推進に向け、 授業改善の取組を 引き 続き 行い、 各学校の好事例を共有する 機会を 設ける な

ど、 教員研修のよ り 一層の充実を図り ま す。  

名称 学力育成推進事業 所属 学校教育課 

目的 対象 
公立小・ 中学校及び県立高校の児

童・ 生徒 

目指す 

状態 

児童・ 生徒の基礎的な知識・ 技能の定

着や学びを生かす力の伸長を図る 。  

成果 

・ 令和７ 年度の高校魅力化アンケート によ れば、 質問項目「 情報を 、 勉強し たこ と と 関連

づけ て 理解で き る 」 と 回答し た 生徒の 割合は 、 全学年で 83. 1％（ Ｒ ６ : 82. 3%, Ｒ

５ : 81. 2%） 、 高３ 生に限る と 85. 9％（ Ｒ ６ : 84. 0%,  Ｒ ５ : 81. 8%) であっ た。 情報を 学習

内容と 関連づけて理解を深める 生徒の割合が高ま っている 。  

・ 令和７ 年度全国学力・ 学習状況調査によ れば、 質問項目「 授業では、 課題の解決に向け

て、 自分で考え、 自分から 取り 組んだ」 と 回答し た生徒の割合が小６ 調査時から 4. 7ポ

イ ン ト 増加し ており 、 同項目における 学校から の肯定的回答の割合も ８ 割と 高い水準を

保っ ている 。  

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 の実施概要報告によ れば、 子ど も たちの学びのつま ずき の

要因を把握する こ と に非常に有効なツ ールである こ と を 教員が実感し ており 、 調査結果

を具体的な支援につなげよ う と する 意識が高ま っ ている 。  

課題 

・ 高等学校においては、 各教科における 探究的な学びや自ら 問いを 立てる など の主体的な

取組や、 教科等横断的な学習等が各学校で広がっ ている が、 「 学びを 活かす力の育成」

に十分繋がっ ている と は言えない。  

・ 令和７ 年度全国学力・ 学習状況調査質問項目「 授業で学んだこ と を 、 次の学習や実生活

に結びつけて考えたり 、 生かし たり する こ と ができ る と 思う 」 の肯定的回答割合が減少

し ている 。 （ Ｒ ７ 児童: 79. 0％生徒: 73. 9％、 Ｒ ６ 児童: 81. 7％生徒: 79. 7％）  

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 から 把握し た児童生徒のつま ずき に対する 具体的な支援や

実践方法の具体事例が不足し ている 。  
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方向性 

・ 「 第２ 期し ま ねの学力育成推進プラ ン 」 及び「 令和７ 年度重点アク ショ ン 」 に基づき 、

子ど も たちが「 でき た・ わかっ た・ やっ てみたい」 を 実感でき る 授業づく り を 推進す

る 。  

・ 高等学校においては、 「 夢実現チャ レ ンジセミ ナー」 「 英語ディ ベート 大会」 等生徒個

人が希望し て参加する 研修や大会等への積極的な参加を 促し たり 、 海外留学への関心を

高めたり する こ と で、 学びを 社会に生かそう と する 「 学びに向かう 力・ 人間性等」 を涵

養する と と も に、 論理的な思考・ 表現する 力の育成を 図る 。  

・ 「 小学校理数教科指導力向上プロ ジェ ク ト 」 において、 全国学力・ 学習状況調査の結果

から 見える 本県の課題を 踏ま え、 授業プラ ン及び評価問題を活用し 、 授業改善を 学校全

体で進める と と も に、 教員の授業力向上と 児童の学力育成を図る 。  

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 の研修を 実施し 、 つま ずき に対する 具体的な支援方法、 学

校全体での取組事例についての情報共有を 行う 。  

⑵ 幼小連携・ 接続の推進 

○ 「 し ま ねの架け橋期の教育ガイ ド 」 （ 令和７ 年３ 月策定） に基づき 、 幼児教育施設及び小

学校、 地域、 保護者が一体と なった架け橋期の教育の充実を 図り ま す。  

○ 幼小合同会議や保育・ 授業研修会など を通し て、 幼児教育施設と 小学校が教育内容や指導

方法など の相互理解を 深める 取組によ り 、 小学校低学年段階の安定し た学級づく り を推進し

ま す。  

○ 架け橋期の教育のつながり を 意識し ながら 、 「 カリ キュ ラ ムコ ーディ ネータ ー」 や「 架け

橋アド バイ ザー」 など を活用し て幼小連携・ 接続に取り 組む市町村を支援し ま す。  

○ 幼児教育施設と 小学校と の協働によ り 架け橋期のカリ キュ ラ ムを編成でき る よ う 、 島根県

幼児教育センタ ーにおいて、 市町村が実施する 研修への支援や市町村幼児教育アド バイ ザー

等への指導・ 助言を行いま す。  

名称 幼児教育総合推進事業 所属 学校教育課 

目的 対象 
乳幼児、 児童、 保護者、 保育者、

小学校教職員、 市町村 

目指す 

状態 

県内の全ての幼児教育施設において質

の高い幼児教育を 提供する と と も に、

幼小連携・ 接続を推進する 。  

成果 

・ 集合型研修の参加人数が増える など 、 保育者の研修意欲が高ま る と と も に、 保育者と し

ての資質・ 能力が身についている と 答えた保育者の割合が増えてき ている 。  

・ 国の「 幼保小の架け橋プロ グラ ム」 の成果普及によ り 、 幼児教育の重要性や幼小連携・

接続について、 保育者、 市町村に意識の向上が見ら れる 。  

・ 各市町村の福祉部局と 教育委員会が連携し て研修を 実施し たり 、 幼小の現場の連携・ 接

続状況を 把握し たり し ており 、 幼児教育の推進体制整備が進みつつある 。  

課題 

・ 幼小連携に関わる 交流は多く の小学校区において実施さ れている が、 幼小の接続を 見通

し たカリ キュ ラ ムの編成・ 実施は十分には行われていない。  

・ 一部の市町村においては幼児教育推進体制が整っておら ず、 幼児教育施設や小学校に対

し て架け橋期の教育の指導・ 助言が十分には行われていない。  

方向性 

・ 研修等を 通し て、 国や県が推進する 幼児教育に対する 保育者の理解を深め、 幼児教育の

質の向上に努める 。  

・ 幼児教育センタ ー主催の研修への小学校教員の参加が増える よ う 働き かけを 行う 。  

・ 市町村教育委員会と 福祉部局の連携促進、 各種研修やカリ キュ ラ ム 開発会議等の充実に

向け、 各市町村へ助言を行う 。  

・ 幼小連携・ 接続の推進及び幼児教育の質の向上を図る ため、 幼小連携・ 接続アド バイ ザ

ー、 幼児教育コ ーディ ネータ ーを 中心に、 市町村の幼児教育担当課と の連携を深め、 市

町村担当者が幼児教育施設に対する 直接的な指導助言ができ る 体制づく り に協力する 。  

・ 市町村の幼児教育施設に対する 指導ス キルの向上に向け、 幼児教育アド バイ ザー対象の

研修や指導・ 助言を 実施する 。  
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名称 新規採用教員資質向上事業 所属 学校教育課 

目的 対象 新規採用幼稚園教員 
目指す 

状態 

教員と し て必要な実践的指導力と 資質

を身につける 。  

成果 

・ 園が研修年間指導計画を 作成し て、 組織的、 計画的に研修を 実施し た。  

・ 園内研修のために派遣する 研修指導員については、 新規採用幼稚園教諭が配置さ れた幼

稚園の園長と の連携が円滑に図ら れ、 新規採用幼稚園教諭に対し て、 適切な指導・ 助言

が行われた。  

・ 新規採用幼稚園教諭については、 園内研修を 通し て基本的な資質が育成さ れた。  

課題 

・ 新規採用者の自立に向けた幅広い実践的指導力の定着と いう 面では、 指導員の実施する

限ら れた研修のみでは十分と はいえない状況がある ため、 園の全教職員で効果的にＯ Ｊ

Ｔ に取り 組むこ と ができ る よ う 、 現場の意識改革が必要と なっ ている 。  

・ 研修指導員の人材が慢性的に不足し ている 。  

方向性 

・ 年２ 回の指導員研修の中で、 新規採用者育成の重点を 明確にし 、 限ら れた回数の研修を

よ り 効果的に実施でき る よ う にする 。  

・ キャ リ ア別の研修を 通し て、 管理職やミ ド ル世代の指導力向上を 図り 、 園の全教職員で

Ｏ Ｊ Ｔ が実施でき る よ う 、 長期的、 組織的な人材育成体制の構築を 促す。  

・ 計画的で安定的に研修指導員を 確保でき る よ う 、 新規幼稚園教諭を 採用する 市と の連携

を強化する 。  

⑶ 理数教育の充実 

○ 各教科等の学力の基盤と なる と 考えら れる 「 言葉、 語彙」 「 数、 形、 量」 「 思考力、 推論

力」 等における 、 小学校低学年段階から の学習のつま ずき の要因を把握し た児童生徒の学習

支援や、 「 全国学力・ 学習状況調査」 の課題を 踏ま えた評価問題及び授業プラ ンの作成等に

よ り 、 小学校における 理数教育の充実を支援し ま す。  

○ デジタ ル等、 成長分野を支える 人材育成のため、 県立高校において、 情報、 数学、 理科等

の教育を 重視する カリ キュ ラ ムの実施や、 Ｉ Ｃ Ｔ を活用し た文理横断的・ 探究的な学びを強

化し ま す。  

○ 理系人材の育成のため、 理数系・ デジタ ル分野への進学を目指す生徒の資質・ 能力の育成

に特化し た高校独自の取組やＤ Ｘ ハイ ス ク ール指定校の先駆的な取組を展開し ま す。  

○ 専門高校（ 専門科系総合学科高校を含む） への理数教員の配置によ り 、 生徒の理数系分野

への興味・ 関心や学びへ向かう 意欲の喚起、 進路の選択肢を 拡げる ための取組を 推進し ま

す。  

名称 理数教育の充実 所属 学校教育課 

目的 対象 
公立小・ 中学校及び県立高校の

児童・ 生徒 

目指す 

状態 

義務教育段階から 理数教科への興味関

心を 高め、 Ｉ Ｃ Ｔ 機器を 活用し な がら

理数系分野の学びへ向かう 意欲を 喚起

する こ と で、 進路選択の幅を拡げる  

成果 

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 の実施報告によ れば、 子ど も たちの学びのつま ずき の要因

を 把握する こ と に非常に有効なツ ールである こ と を教員が実感し ており 、 調査結果を具

体的な支援につなげよ う と する 意識が高ま っ ている 。  

・ 「 小学校理数教科指導力向上プロ ジェ ク ト 」 を 算数科で行い、 「 全国学力・ 学習状況調

査」 の課題を 踏ま えた授業プラ ン及び評価問題を 活用し 、 教員の授業力向上と 児童の学

力育成を 図っ た。  

・ 県立高校では、 Ｓ Ｔ Ｅ Ａ Ｍ教育特化型プロ ジェ ク ト と し て18校を 指定し 、 理数系人材の

育成を 支援する 環境を 整えた。 ま た、 ス ーパーサイ エンス ハイ ス ク ール指定校支援事

業や、 科学の甲子園支援事業等、 高校生から ト ッ プサイ エンティ ス ト を 育成する 取組の

支援を行った。  

・ 高等学校Ｄ Ｘ 加速化推進事業（ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ール） では、 指定さ れている 26校がＩ Ｃ Ｔ

環境を 活用し た文理横断的で探究的な学びの強化に取り 組み、 う ち24校が令和８ 年度ま

でに情報Ⅱ等の開設を 予定し ている 。  

・ 専門高校から 県内大学への進学者数が増加傾向にある 。  

課題 

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 から 把握し た児童生徒のつま ずき に対する 具体的な支援や

実践方法の具体事例が不足し ている 。  

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 の結果の活用や、 「 小学校理数教科指導力向上プロ ジェ ク
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ト 」 での授業プラ ンや評価問題の活用が一部の教員にと ど ま っ ており 、 学校全体での組

織的な取組にいかに広げる かが課題である 。  

・ 県立高校では、 探究的な学びを 推進する 環境は整いつつある が、 文理横断的な学びの推

進に関する 取組や成果が十分と 言えず、 理系進路を選択する 生徒の数は十分でない。  

・ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ールでは、 各学校と も にＩ Ｃ Ｔ 環境の整備は進んでいる が、 新たなカリ キ

ュ ラ ムの開発や、 Ｉ Ｃ Ｔ を 活用し た文理横断的で探究的な学びを 進める ための具体の授

業実践ま での落と し 込みが不十分。  

・ 教員欠員の影響から 、 予算を確保し ている 専門高校理数系教員加配の配置が出来ていな

い。  

方向性 

・ 「 学びの基盤に関する 調査」 実施校が調査結果から 計画し た支援の内容等を共有する Ｗ

ｅ ｂ シス テム を構築し 、 学校に共有する 。  

・ 「 小学校理数教科指導力向上プロ ジェ ク ト 」 における 授業改善リ ーダー教員によ る 授業

公開や、 評価問題を 活用し た授業プラ ンの実践等を広く 県内へ普及する 。  

・ 県立高校では、 Ｓ Ｔ Ｅ Ａ Ｍ教育特化型プロ ジェ ク ト や、 その他の各事業において取組が

効果的なも のと なる よ う 、 伴走支援を強化する 。  

・ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ールでは、 各学校の取組の横展開や情報共有を 進める ため、 定期的な担当

者会議を 開催し 、 事業進捗の把握や、 課題や事例の共有を 図る 。  

・ 専門高校理数系教員の配置が確実なも のと なる よ う に、 各校に配置する 教科等に関し て

検討を行う 。  
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⑷ Ｉ Ｃ Ｔ を活用し た教育の推進 

○ 子ど も たちの情報活用能力の育成に向けて、 一人一台端末の日常的な活用を 促すと と も

に、 授業や家庭学習での効果的な活用について好事例を収集し 、 展開し ま す。  

○ 児童生徒一人ひと り の理解度にあわせた学びの推進や主体的に学びに向かう 力を育成する

ため、 学習の場面や発達の段階に応じ てデジタ ル教材や学習アプリ 等によ る 学習を 行う な

ど、 一人一台端末の活用を推進し ま す。  

○ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ール指定校において、 デジタ ル技術を活かし た探究学習や、 「 情報Ⅱ」 科目

の開設によ る 高度な情報教育の展開、 専門高校における 情報教育の充実を図り ま す。  

○ 多様な学習ニーズに対応する ため、 遠隔授業を実施する 配信拠点センタ ーを構築し ま す。  

○ 授業や家庭学習における 一人一台端末の更なる 活用を 図る ため、 研修等を通じ て教職員の

Ｉ Ｃ Ｔ 活用ス キルの向上を図る と と も に、 授業改善に向けた取組を推進し ま す。  

名称 未来の創り 手育成事業（ 授業改善・ Ｉ Ｃ Ｔ ）  所属 
学校教育課 

教育連携推進課 

目的 対象 
児童生徒、 教職員（ 学校司書等

を含む）  

目指す 

状態 

子ど も た ち に 「 生き る 力」 を 育むた

め、 学校図書館やＩ Ｃ Ｔ 機器を 活用し

な がら 他者と 協働し て 自分の考え を 深

める 協調学習を 推進する こ と で、 授業

の質の向上を 目指す 

成果 

・ 高等学校教員を 対象と し た「 授業力向上プロ ジェ ク ト 」 において、 実践研究を 行う 推進

教員と し て20名を 指定し た。 各推進教員は、 研究授業を行う こ と を 通じ て実践研究の成

果を 校内外に広めた。  

・ 学校図書館を 活用し た実践研究（ 小中学校） においては、 公開授業やＨ Ｐ で研究成果を

普及する こ と ができ た。  

・ 各学校・ 課程・ 学科の垣根を 超える 高等学校改革推進事業では、 習熟度別など の学習ニ

ーズに対応する 遠隔授業を ３ 校４ 科目で実施する 体制を整備し た。  

・ 高等学校Ｄ Ｘ 加速化推進事業（ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ール） では、 指定さ れている 26校がＩ Ｃ Ｔ

環境を 活用し た文理横断的で探究的な学びの強化に取り 組み、 う ち24校が令和８ 年度ま

でに情報Ⅱ等の開設を 予定し ている 。  

課題 

・ 図書館活用の時間は、 教科等によ り 差があり 、 ま た、 学年が進むにつれ減少し ている 状

況がある 。 学校図書館やＩ Ｃ Ｔ 機器を活用し 、 児童生徒が他者と 関わり ながら 思考を 深

める 学習活動が一部にと ど ま っ ている 可能性がある 。  

・ 各教科等における 探究的な学びや、 総合的な探究の時間も 含めた教科等横断的な学習に

向けた取組は、 ま だ十分と は言えない。  

・ 遠隔授業では、 学校側のニーズに対し て、 非常勤講師を 含めた教員の配置が困難な状況

にある 。  

・ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ールでは、 各学校と も にＩ Ｃ Ｔ 環境の整備は進んでいる が、 新たなカリ キ

ュ ラ ムの開発やＩ Ｃ Ｔ を 活用し た文理横断的で探究的な学びを 進める ための具体の授業

実践ま での落と し 込みが不十分である 。  

方向性 

・ 一人ひと り の学びに寄り 添う 学校司書の配置や、 学校図書館を活用し た実践研究を 小中

高校で展開し 、 成果を 県内に普及する 。  

・ こ れま で行っ ていた学校図書館を 活用し た授業実践の普及を 一層図る と と も に、 一人一

台端末等Ｉ Ｃ Ｔ を 活用し た授業実践が進むよ う 、 学校図書館担当教員、 学びのサポータ

ー（ 学校司書） 研修で積極的に取り 上げる 。  

・ 遠隔授業では、 各学校の学習ニーズを 把握し 、 非常勤講師を 含む教員の配置調整を 授業

開始の半年以上前から 実施する 。  

・ Ｄ Ｘ ハイ ス ク ールでは、 各学校の取組の情報共有を 進める ため、 定期的に担当者会議を

開催し 、 事業の進捗を把握する と と も に、 課題や事例の共有を 図る 。 特に、 課題共有に

ついては、 導入し た機器がし っ かり と ねら いをも っ て授業で活用さ れ、 生徒の気づき を

促し 、 よ り 深い学びになる よ う な授業デザイ ンと する 視点で行う 。 ま た、 各学校内で事

務担当者と 事業担当者と がし っ かり と 情報共有する と と も に、 各学科主任や管理職にも

情報を共有し 、 チームと なって事業推進に当たる 環境をつく る 。  
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⑸ ふる さ と 教育や探究的な学びの推進 

○ ふる さ と 教育を通し て育ま れた地域に対する 愛着や誇り 、 貢献意欲など と 教科等の学びを

結びつける こ と によ って学習効果を高め、 子ど も たちの実行力を育成し ま す。  

○ 中学校区で運営する 、 ふる さ と 教育ネッ ト ワ ーク 会議によ り 、 学校と 地域の連携・ 協働体

制の充実を図り ま す。  

○ ふる さ と 教育の趣旨を踏ま えた教育活動と 各学校段階における 探究的な学びを 充実さ せる

ため、 研修等を 通じ て教職員の理解を 深める と と も に、 コ ーディ ネータ ー人材を 育成し ま

す。  

○ 高校において、 主幹教諭や探究学習推進担当者を中心と し た校内指導体制の充実を 図る と

と も に、 松江、 出雲、 石見エリ アに配置し た高大連携推進員など によ り 、 県内大学と の連携

によ る 学びや、 「 し ま ね探究フ ェ ス タ 」 の開催等、 課題解決に向けた行動や視野が拡がる 取

組を推進し ま す。  

名称 教育魅力化人づく り 推進事業 所属 教育連携推進課 

目的 対象 

県立高校や立地自治体等で構成す

る 高校魅力化コ ン ソ ーシアム 及び

高校魅力化協議会 

目指す 

状態 

・ 新たな学力観に基づく 教育活動の実

践や社会に開かれた教育課程の実現 

・ ふる さ と への貢献意欲を 抱き 、 探究

的な学びにも 粘り 強く 取り 組む意志

のある 若者の育成と 人の還流 

成果 

・ グラ ンド デザイ ンの実現に向けて、 全てのコ ンソ ーシアムで協働状況など ルーブリ ッ ク

を活用し ながら 評価し 、 改善策を検討する こ と ができ た。  

・ 放課後や休日の講座「 おし プロ 」 には78講座・ 432人、 進路探究ゼミ には基礎編459名、

応用編124人の高校生が参加者し た。  

・ 県外中学校から の入学生は、 近年200人程度を受け入れている 。 （ Ｒ ７ ： 214人）  

課題 

・ 各地域の実情に応じ て各高校の特色を 活かし たコ ンソ ーシアム の活動と し ていく 必要が

ある 。  

・ 学校と 地域の協働体制を 維持し 、 持続可能で安定し たコ ンソ ーシアム運営ができ る よ う

にし ていく 必要がある 。  

・ 県内大学の具体的な学部や学科を学ぶ講座等が実施でき ていない。 特に、 理系学部を 意

識でき る 講座が開設でき ていない。  

・ 地域留学の取組が全国的に拡がる 中で、 県外中学生が島根県の高校の魅力を理解し た上

で選択でき る よ う な広報活動ができ ていない。  

方向性 

・ コ ンソ ーシアムの実情に応じ た運営ができ る よ う 、 選択研修等や伴走支援を 行う 。  

・ 魅力化ビ ジョ ン推進本部において、 コ ンソ ーシアムの運営のあり 方について、 関係者の

意見を聞き ながら 検討し ていく 。  

・ 高大連携推進員の活動方針のも と 、 具体的な取組については戦略を も っ て実施し てい

く 。  

・ 進路探究ゼミ や理系を 含む多様な学部学科を 意識し た講座、 大学と 連携し た事業など を

通じ て、 県内大学進学者の増加を目指す。  

・ 県外中学校から 入学し た生徒に対し て県内高校に興味を も つき っ かけと なった広報媒体

や、 広報内容等についてのア ン ケ ート を 行い、 その結果を 今後の広報に活用する 。 ま

た、 県外中学生を 積極的に受入れている 高校や市町の取組状況を把握し 、 それを 踏ま え

た広報を 行う 。  

 

名称 教育魅力化人づく り 推進事業（ 探究学習）  所属 学校教育課 

目的 対象 

県立高校や立地自治体等で構成す

る 高校魅力化コ ン ソ ーシアム 及び

高校魅力化協議会 

目指す 

状態 

・ 新たな学力観に基づく 教育活動の実

践や社会に開かれた教育課程の実現 

・ ふる さ と への貢献意欲を 抱き 、 探究

的な学びにも 粘り 強く 取り 組む意志

のある 若者の育成と 人の還流 

成果 

・ 研修を充実さ せ、 各校に伴走し たこ と によ り 、 各校において探究学習のカリ キュ ラ ムや

教職員の指導方法、 指導体制の見直し が進んだ。  

・ し ま ね探究フ ェ ス タ を 島根大学で開催し たこ と によ り 、 探究学習に関する 学び合いの場

を創出する と と も に、 大学生の発表を 通し て、 生徒が学びの連続性を 実感する 機会を 提

供する こ と ができ た。  
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課題 

・ 探究学習への理解や、 その実践が広がっ ている 一方で、 教科学習や自己の在り 方・ 生き

方、 進路と のつながり を意識し た学校全体での取組は十分と は言えない。  

・ 探究学習の準備に係る 業務や休日勤務への対応を含め、 教職員の業務負担のさ ら なる 軽

減を 図る 必要がある 。  

方向性 

・ 探究学習推進担当者に対する 研修や学校訪問によ り 、 グラ ンド デザイ ンを 基盤と し た、

探究学習と 教科学習、 キャ リ ア教育と のつながり について理解を深め、 学校全体で推進

する 体制を強化する 。  

・ 管理職のリ ーダーシッ プのも と 、 校内の役割分担の明確化やコ ーディ ネータ ー等と の連

携を 進め、 教員の負担軽減と 持続可能な運営体制の構築を 図る 。  

 

名称 ふる さ と 教育推進事業 所属 社会教育課 

目的 対象 学校、 市町村 
目指す 

状態 

・ 学校・ 家庭・ 地域が一体と なっ て、

地域の教育資源を 活用し た教育活動を

展開し 、 児童生徒のふる さ と への愛着

や貢献意欲、 学習意欲の向上を 図る と

と も に、 自ら 課題を 見つけ学び考える

児童生徒を 育成する 。  

成果 

・ ふる さ と 教育推進事業では、 市町村が主体性を も っ て、 所管する 公立小中学校における

ふる さ と 教育を 推進でき る よ う に、 市町村と 連携し ながら 進めており 、 県の方向性を 踏

ま え、 市町村のねら いを付加する 形で小中9年間を 通し た取組と し て定着し ている 。  

・ 令和７ 年度に中学校区のふる さ と 教育全体計画を整理し 、 ネッ ト ワ ーク 会議を 開催し た

こ と によ り 、 学習内容の系統性や発展性、 ねら いの明確化に改善がみら れる 。  

課題 

・ 担当教員が、 地域ボラ ンティ アと の連絡調整や打合せを 行う ために十分な時間が確保で

き ない。  

・ コ ーディ ネータ ーの配置や、 活用が十分でない。  

方向性 

・ 中学校区で行われている ふる さ と 教育ネッ ト ワ ーク 会議等において、 ふる さ と 教育がよ

り 効果的に推進さ れる よ う 社会教育主事によ る 働き かけを 継続し て行う 。  

・ 派遣社会教育主事や、 東西社会教育研修センタ ーと 連携し 、 各市町村のコ ーディ ネータ

ーの配置や活用に向けた体制構築や、 研修によ る 質の向上を図る 。  
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⑹ 読書活動の推進 

○ 子ども たちの豊かな感性や表現力、 創造力や情操を育むため、 発達の段階に応じ た読書習

慣を身に付ける こ と ができ る よ う 、 乳幼児期から の本に親し む環境づく り を推進し ま す。  

○ こ れから の子ど も たちに求めら れる 言語能力、 情報活用能力、 問題発見・ 解決能力等を育

むため、 学校図書館を教科等横断的に授業で活用する と と も に、 Ｉ Ｃ Ｔ の活用を効果的に結

び付けた学校図書館活用教育を推進し ま す。  

○ 学校図書館活用教育の更なる 推進のため、 市町村及び学校における 研修の機会を 確保し ま

す。  

○ 障がいのある 子ど も や日本語能力に応じ た支援が必要な子ども など 、 多様な教育的ニーズ

のある 子ど も たちへの読書機会を確保する ため、 バリ アフリ ー資料の充実や多文化サービス

など についての職員の理解促進を図り ま す。  

名称 子ど も 読書活動推進事業（ 学校司書等配置）  所属 学校教育課 

目的 対象 
児童生徒、 教職員（ 学校司書等を

含む） 、 保護者 

目指す 

状態 

学校図書館の充実と 活性化を 図る こ と

によ る 、 豊かな心（ 感性・ 情緒） 、 思

考力・ 判断力・ 表現力等を 身に付けた

子ど も の育成を 図る 。  

成果 

・ 学校司書等の全校配置が継続さ れ、 各学校で学校司書等の勤務時間が長く なっ ている こ

と で、 「 人がいる 図書館」 の有効性が認知さ れている 。  

・ 学校図書館の環境が整備さ れ、 読書活動の充実がなさ れる こ と で、 「 読書センタ ー」 と

し て有効に機能し ている 。 ま た、 「 学習センタ ー」 や「 情報センタ ー」 と し ての学校図

書館活用の意識が高ま ってき ている 。  

課題 

・ 「 読書センタ ー」 と し ての機能を生かし 、 子ど も たちの読書活動を よ り 一層推進する 必

要がある 。  

・ 学校図書館を 「 学習センタ ー」 、 「 情報センタ ー」 と し て効果的に活用でき る よ う 、 Ｉ

Ｃ Ｔ 活用も 含めて全ての教職員の意識を 高めていく 必要がある 。  

・ 小・ 中学校では、 学びのサポータ ー（ 学校司書） 配置によ る 成果が大き い一方で、 配置

時間が足り ない、 人材が見つから ないと いっ た声があがっ ている 。  

方向性 

・ 市町村と 連携し 、 学校図書館を 活用し た教育の推進が図ら れる よ う 、 未来の創り 手育成

事業の「 学校図書館活用教育研究事業」 で得た成果を 県内に普及し ていく 。  

・ 児童生徒一人ひと り に寄り 添っ た学習支援を 行う 学校図書館と なる よ う 、 未来の創り 手

育成事業の「 学びのサポート 事業」 並びに「 県立高校図書館活用教育推進事業」 におい

て学校司書等の配置と 研修を継続し ていく 。  

 

名称 特別支援学校図書館教育推進事業 所属 特別支援教育課 

目的 対象 特別支援学校の幼児、 児童、 生徒 
目指す 

状態 

特別支援学校の図書館機能を 充実し 、

幼児、 児童、 生徒の学習活動や読書活

動の充実を 図る こ と で、 豊かな感性や

情緒を 育む。  

成果 

・ 計画的な蔵書整備によ り 蔵書数が増加し た。  

・ 一人一台端末と 書籍のベス ト ミ ッ ク ス な読書環境を整備し た。  

・ 教員と 学校司書と の連携によ り 、 学校図書館を 活用し た教育活動や授業実践が充実し

た。  

 

課題 

・ 蔵書数は増加し ている が、 電子書籍等、 児童生徒一人ひと り の教育的ニーズに応じ た蔵

書と する 必要がある 。  

・ 児童生徒の図書館活用への意識醸成が必要である 。  

・ 特別支援教育における 学校図書館を活用し た教育の充実が必要である 。  

方向性 

・ 授業内容や幼児児童生徒の実態に応じ た蔵書の整備を 図る 。  

・ 研修によ り 、 学校司書と 司書教諭等の専門性を 向上さ せ、 その連携によ り 授業実践の充

実を 図る 。  

・ 特別支援学校での学校図書館教育の専門性を 向上さ せる 継続的な取組の充実を 図る 。  

・ 学校図書館担当者を 対象と し た研修会において、 幼児児童生徒への貸出数が減少傾向に

ある 現状と 、 読書活動充実につながる 取組事例について共有する 。  
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名称 子ど も 読書活動推進事業 所属 社会教育課 

目的 対象 未就学児、 児童生徒 
目指す 

状態 

子ど も 読書活動を 推進する こ と によ

り 、 子ど も たちが言葉を 学び、 感性や

表現力、 想像力など 豊かな心を も ち、

人生を よ り 深く 生き る 力を 身に つけ

る 。  

成果 

・ 「 第５ 次子ど も 読書活動推進計画」 について、 「 島根県子ど も 読書活動推進会議」 を 開

催し 、 計画の進捗管理を 行っ た。 委員から 意見のあっ た発達段階に応じ た選書について

の研修会を 実施し 、 推進計画基本目標（ ①こ ど も と 本をつなぐ 活動の充実を 図る ②子ど

も の読書を 支える 人を育てる ③全ての子ど も に読書を 保障する 環境を 整える ） の推進に

つながっ た。  

課題 

・ 家庭や図書館で全く 読書をし ない児童生徒が一定の割合で存在し 、 その割合は増える 傾

向にある 。  

・ 県内市町村の子ど も 読書活動推進計画の策定率が目標値に達し ていない。  

方向性 

・ 「 親子読書」 勉強会を開催し 、 親子読書の意識啓発を 図る 。  

・ 子ど も 読書活動推進計画が未策定の市町の状況を 把握し 、 策定の働き かけを 行う 。  

・ 子ど も 読書活動推進に係る 市町村の取組状況についてのヒ アリ ングによ り 状況や課題を

把握する と 共に、 好事例を 拡げていく 取組を 通し て県内の子ど も 読書活動を 推進し てい

く 。  

⑺ 国際理解教育の推進 

○ 外国語指導助手（ Ａ Ｌ Ｔ ） や国際交流員の活用、 地域に住む外国人と の交流等によ り 、 子

ども たちが国際的な視野をも つこ と ができ る 学習を推進し ま す。  

○ 高校において、 短期を含めた国外から の生徒の留学や、 帰国・ 外国人生徒の受入体制の充

実を図る と と も に、 海外先進校への教員の短期派遣や国内の先駆的な事例研究を通し て、 海

外大学等への進学促進を見据えた教員の指導力向上を図り ま す。  

○ 教科学習や「 総合的な学習の時間」 等において、 子ど も たちが持続可能な社会づく り に関

わる 課題を見出し 、 その解決に向けた環境、 経済、 社会、 文化等の各側面から 総合的に取り

組む活動を推進し ま す。  

○ 我が国の国土や歴史に対する 愛情、 他国や他国の文化を 尊重する こ と の大切さ についての

意識を深め、 国際的な視野に立って課題を解決し よ う と する 意欲を育成し ま す。  

○ 知事部局や関係機関と 連携し ながら 、 教科学習や学級活動等における 竹島に関する 学習の

充実を図り 、 本県の課題を主権者と し て考え、 解決を図る 力を育む教育を推進し ま す。  

名称 外国語指導助手招致事業 所属 学校教育課 

目的 対象 県立学校 
目指す 

状態 

県立学校へ外国語指導助手を 派遣し 、

国際理解教育に資する と と も に、 英語

教育の改善・ 充実を 図る 。  

成果 

・ 外国語指導助手（ Ａ Ｌ Ｔ ） 18名を 招致し 、 すべての県立学校において外国人指導助手を

活用し た授業を行い、 英語でコ ミ ュ ニケーショ ン を取る 機会を 提供し た。  

・ 外国語指導助手の指導力等向上研修を 行う こ と で、 外国語教育についての理解を一層深

め、 指導技術の向上につながっ た。  

課題 

・ 現在の招致人数では、 島根県の地理的条件から 外国語指導助手が配属校から 訪問校へ移

動する 距離が長く 、 ま た１ 人で多く の学校を 掛け持ちし ている 状況があり 、 外国語指導

助手への負担と なっ ている 。  

・ 教員欠員がある 中で、 Ａ Ｌ Ｔ 担当教員等の業務負担が増し ている 。  

方向性 

・ 英語のコ ミ ュ ニケーショ ン能力を 育てる ための、 外国語指導助手と 英語科教員が協働し

た効果的な指導技術を 向上さ せる 。  

・ 外国語指導助手の活用を 一層進める こ と で英語教育の改善を 進める と と も に、 児童生徒

が様々な文化を尊重し よ う と する 態度の育成を継続する 。  

・ 外国語指導助手配置の在り 方を含め、 教職員の業務負担軽減策を 検討する 。  
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名称 英語コ ミ ュ ニケーショ ン推進事業 所属 学校教育課 

目的 対象 英語科教員 
目指す 

状態 

学習指導要領が目指す英語力を 児童生

徒に付け さ せる た め に必要な 指導力

を、 教員が身に付ける 。  

成果 

・ 同一地域内の小学校、 中学校、 高等学校で指定し た研究協力校３ 校で公開授業及び研修

会を 実施し た。 ３ 校種の連続性と 系統性を 持った学習指導のあり 方について研究・ 検証

を行い、 成果を 公開する こ と で、 指導の指針や課題について、 校種を 超えて共有する こ

と ができ 、 指導力向上を図る こ と ができ た。  

課題 

・ 教員が、 児童生徒の英語力向上に向けた指導の質を高めていく こ と が必要である 。  

・ 小学校、 中学校、 高等学校の連携が見ら れる 地域も ある が、 全県的にはま だ十分ではな

い。  

方向性 

・ 学習指導要領で求めら れる 英語力を 身に付ける ため、 研修や公開授業など によ り 授業改

善に引き 続き 努める 。  

・ 英語教育における 小学校、 中学校、 高等学校の連続性と 系統性が高めら れる よ う 、 CAN-

DOリ ス ト の作成等・ 情報交換等、 カ リ キ ュ ラ ム の連携を 強める ための取組に力を 入れ

る 。  

⑻ キャ リ ア教育の推進 

○ 就学前から 高校ま での発達の段階に応じ 、 各学校等において、 教育活動全体を 通し た系統

的なキャ リ ア教育を推進し ま す。  

○ 教科学習と 地域資源を活用し た探究的な学びなど を結び付け、 地域づく り に参画する 学習

等を通じ て、 子ど も たちが自分ら し い在り 方や生き 方を考える 教育を推進し ま す。  

○ 学校全体でキャ リ ア教育の質の向上に取り 組むこ と ができ る よ う 、 教員の経験年数に応じ

た研修において、 キャ リ ア教育について学ぶ機会を設ける と と も に、 好事例の展開を図り ま

す。  

名称 キャ リ ア教育の推進 所属 学校教育課 

目的 対象 幼児児童生徒、 教職員等 
目指す 

状態 

就学前から 高等学校ま での各段階にお

いて、 一人ひと り の社会的・ 職業的自

立に向け、 必要な基盤と なる 能力や態

度が育ま れる 。  

成果 

・ 教職経験年数に応じ た研修（ オン デマンド 研修） を 通し て、 児童生徒が自ら の学びを

振り 返り 、 将来を 見通し ながら ラ イ フ プラ ン を考える こ と の重要性や、 「 キャ リ ア・

パス ポート 」 の効果的な活用についての理解が広がり 、 各学校のキャ リ ア教育の推進に

資する こ と ができ た。  

・ 職場体験、 イ ンタ ーンシッ プ、 地域課題解決型学習等の取組の活発化によ り 、 多く の生

徒が地域や社会と 関わる 機会が増え、 自身のラ イ フ プラ ン について多面的に考える 意識

が高ま っ た。  

・ 全ての小学校、 中学校、 高等学校、 特別支援学校等で「 キャ リ ア・ パス ポート 」 が実施

さ れ、 児童生徒が自ら の変容や成長を振り 返り 、 将来や生き 方を 考える 機会と なっ た。  

 

課題 

・ 校種間の接続を意識し た目標の共有や指導の連携が十分ではなく 、 系統的なキャ リ

ア教育の推進に課題がある 。  

・ 「 キャ リ ア・ パス ポート 」 について、 学校で作成や記録は行われている が、 校種間

での引継ぎや対話的な活用、 次の学びや行動に繋げる 工夫は十分と は言えない 
・ キャ リ ア教育が児童生徒の資質・ 能力や意識の変容にど のよ う な効果を も たら し ている

かについて、 検証を 進める 必要がある 。  

方向性 

・ 研修において「 キャ リ ア教育ハンド ブッ ク 」 を 活用し 、 「 キャ リ ア・ パス ポート 」 の効

果的な活用を 通し てキャ リ ア教育の充実を 図る 。  

・ 各教科等の学びと 社会と のつながり を 実感でき る よ う 、 教科等と の学習と の関連付けや

事前・ 事後学習の充実を 図り 、 「 学ぶこ と と 生き ていく こ と 」 のつながり について考え

を深める 学習活動を 推進する 。  

・ 地域資源を活用し た小学校、 中学校等における 「 ふる さ と 教育」 等と 、 高等学校におけ

る 「 探究的な学び」 等の目標を 踏ま え、 校種間の接続を 意識し た取組を 強化する こ と

で、 キャ リ ア教育の系統性を高める 。  
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⑼ 望ま し い生活習慣の確立、 心身の健康づく り と 体力の向上 

○ 学校、 家庭、 地域が一体と なって、 子ど も たちに健康に関する 知識や健康的な生活を実践

し ていく 力を 育成する と と も に、 「 学校保健計画策定の手引～し ま ねっ 子元気プラ ン ～」

（ 令和７ 年３ 月改訂） に基づき 、 各学校の学校保健計画の策定や学校保健活動の取組を支援

し ま す。  

○ ス マート フ ォ ンやタ ブレ ッ ト 等、 メ ディ アと の接触によ る 健康への被害や睡眠の重要性に

ついて、 学校だよ り など で啓発する と と も に、 保護者も 参加する 行事やメ ディ ア教室等を通

じ て、 子ど も や保護者の理解を深める 取組を推進し ま す。  

○ 「 食の学習ノ ート 」 の活用など によ り 、 子ど も たちに食に関する 正し い知識や食習慣を 身

に付けさ せる と と も に、 地場産物を活用し た給食を教材と する など 、 栄養教諭を中心と し た

食育を推進し ま す。  

○ 体力・ 運動能力の向上は、 健全な体の発達だけでなく 心の発達や学びの意欲の向上にも つ

ながる こ と から 、 幼児期の遊びや学校における 運動・ 競技など を 通じ て、 発達の段階に応じ

た体力づく り を推進し ま す。  

名称 健康教育推進事業 所属 保健体育課 

目的 対象 公立学校の教職員 
目指す 

状態 

児童生徒の心や体調の変化の早期発見、

早期支援の推進 

成果 

・ 令和７ 年度から 令和11年度を期間と する 「 学校保健計画策定の手引～し ま ねっ 子元気プ

ラ ン ～」 において、 心の健康問題へ対応する 校内委員会（ 組織） 会議を定例化（ 例： 月

１ 回等） し て開催し ている 学校の割合を 新規目標と し て設定し 、 各学校への周知によ

り 、 早い段階から 組織的に対応でき る 体制づく り の促進を 図っ た。  

 

課題 
・ 心の健康問題へ対応する 校内委員会（ 組織） 会議の定例（ 例： 月１ 回等） 開催率が、 中

学校では９ 割近いも のの、 それ以外の校種では５ ～６ 割程度と なっ ている 。  

方向性 

・ 手引において、 「 心の健康問題への対応」 に掲げている 今後の方針や目標を、 養護教諭

研修や健康教育実践講座など の様々な機会で説明し 、 周知・ 啓発を 図る 。  

・ 「 健康相談事業（ 電話・ 面談） 」 、 「 専門家・ 専門医によ る 指導事業（ 健康課題解

決） 」 の活用を促し 、 教職員の心の健康問題に関する 意識の向上を 図る 。  

 

名称 児童生徒の健康管理実施事業 所属 保健体育課 

目的 対象 県立学校の児童生徒 
目指す 

状態 

病気の予防、 早期発見、 早期治療がで

き る 体制整備 

成果 

・ 心電図検査の二次検診の受診率がＲ ６ の91. 9％から Ｒ ７ の92. 5％に向上し た。  

・ 心電図検査実施後、 各校から 提出さ れる 報告書をも と に、 各校へ複数回受診状況を 確認

する こ と で受診率の向上につながっ ている 。  

・ 教職員の麻し ん抗体検査を継続し て実施し ている こ と から 、 各学校で実施や申し 込みに

ついて周知さ れてき ている 。  

課題 
・ 心電図検査での有所見の児童生徒の二次検査受診率が100％になっ ていない。  

・ 教職員の麻し ん抗体検査が未実施の該当教職員がいる 。  

方向性 

・ 養護教諭研修等を 通し 、 学校全体で健康管理の重要性について認識を共有し 、 組織的に

事後指導にあたる よ う 周知徹底を 図る 。 さ ら に、 健康診断の前に児童生徒、 保護者に対

し 、 健康診断の意義や目的、 有所見時の望ま し い保健行動について理解が得ら れる よ

う 、 学校から 丁寧な説明を する よ う 周知徹底を図る 。  

・ 有所見がある 場合の精密検査を 医療機関で受診し ない理由を各学校に聞き 取り 、 受診に

つながる よ う に働き かける 。  

・ 麻し ん抗体検査について、 麻し んの危険性について養護教諭研修や施策説明会等で理解

を深め、 未受検者の抗体価検査を管理職等を 通じ て働き かける 。  
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名称 子ど も の健康づく り 事業 所属 保健体育課 

目的 対象 
幼児、 児童、 生徒、 保護者、 地域

住民 

目指す 

状態 

・ 適度な運動、 十分な睡眠、 バラ ン ス

のよ い食事など の望ま し い生活習慣

を身に付ける 。  

・ 医師や専門家によ る 指導、 講演事業

等を 通し 、 子ど も の健康課題の解決

をする 体制を 構築する 。  

成果 

・ 令和７ 年度は、 専門家・ 専門医によ る 指導事業【 メ ディ ア】 を 通じ て、 延べ７ ３ 件の専

門家・ 専門医の派遣を実施し た。 内訳と し ては、 小学校へは36件、 幼保へは20件、 中学

校へは15件、 小中学校合同研修へは２ 件の派遣を 行い、 特に小学校においては多く の学

校でメ ディ ア接触に関する 児童の健康課題への意識啓発と 、 学校全体での取組定着に向

けた基盤が築かれた。  

課題 

・ 子ど も たちのメ ディ ア接触は低年齢化が進み、 高い水準で推移し ている 。 その長時間化

に伴う 睡眠時間や学習時間の減少、 ま たそれに起因する 生活習慣の乱れが課題と し て継

続し ている 。  

・ 平日の学習時間以外のス ク リ ーンタ イ ムが長時間と なる 傾向にあり 、 こ れが睡眠時間を

はじ めと し た休養の質の低下や生活リ ズムの形成に影響を 及ぼし ている 。  

方向性 

メ ディ ア接触と 健康については、 家庭でのルールづく り やメ ディ アと の上手な付き 合い方

についての啓発を よ り 一層進めていく 。  

・ 睡眠と メ ディ アに関する 指導を 発達段階に応じ て行う こ と で、 「 適正な睡眠時間の確

保」 を目指す。  

・ 専門家や専門医など の外部指導者の活用によ り 、 望ま し い生活習慣の確立と イ ンタ ーネ

ッ ト の適切な使用に関する 具体的なルールづく り の必要性を啓発する 。  

・ 文部科学省委託事業「 いいけん 島根県 早寝早起き 朝ごはん」 フ ォ ーラ ム2026を 開催

し 、 主に乳幼児から 小学校低学年の保護者、 教育関係者等を 対象と し た望ま し い生活習

慣の確立に向けた普及啓発活動を強化する 。  

 

名称 食育推進事業 所属 保健体育課 

目的 対象 
児童生徒、 教職員、 市町村教育委

員会、 調理員 

目指す 

状態 

・ 食に関する 知識と 食を 選択する 力を

習得し 、 心身の健康を 考えた食生活

を実践でき る よ う にする 。  

・ 栄養教諭、 学校栄養職員の資質向上

を図る 。  

・ 衛生管理、 栄養管理、 地場産物活用

に対する 知識を 高め、 安全、 安心な

給食を提供する 。  

成果 

・ 栄養教諭、 学校栄養職員対象の研修会において、 食の学習ノ ート 活用推進について意識

を高める ため、 啓発を 行っ た。  

・ 「 高校生『 みそ汁コ ン テス ト 』 」 の参加人数が増え、 高校生の食への興味関心を 高める

機会と なった。  

課題 
・ 栄養教諭の配置状況によ り 、 食に関する 指導の取組に差がある 。  

・ 組織と し ての体制づく り や役割が明確でない調理場がある 。  

方向性 

・ 学校保健計画策定の手引を も と に、 県内の児童生徒の抱える 健康課題のひと つに挙げら

れている 朝食欠食について、 指導の充実を 図る よ う 周知する 。  

・ 調理場運営について、 市町村教育委員会に体制整備を 求める 。  

・ 高校生の朝食摂取率の改善や高等学校における 食育の推進を 目的と し た「 高校生『 みそ

汁コ ンテス ト 』 」 を 引き 続き 開催し ていく 。  
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名称 子ど も の体力向上支援事業 所属 保健体育課 

目的 対象 幼児・ 児童・ 生徒 
目指す 

状態 

・ 運動の楽し さ を 体験し 、 運動が好き

になる 。  

・ 基礎的な体力・ 運動能力の向上を 図

り 、 生涯にわたっ て運動に親し む資

質や能力を身に付ける 。  

成果 

・ 指導主事によ る 学校訪問、 大学教員等派遣事業、 「 し ま ねっ子！元気アッ プレ ポート 」

（ 報告書） の活用、 未就学児の体力向上推進事業など を通し て、 体育授業の充実や体力

向上のための取組が着実に定着し てき ている 。  

・ 幼稚園・ 保育所の教員や保育士を対象と し た合同の実技研修会の実施によ り 、 幼児期に

必要と さ れる 運動の基礎的感覚・ 基本動作を 定着さ せる こ と の必要性について、 幼保の

担当者が共通理解を 図る こ と ができ 、 今後の系統性を 持っ た指導の基礎づく り の一助と

なっ た。  

・ 「 全国体力・ 運動能力、 運動習慣等調査」 の結果よ り 、 本県は体力合計点が５ 年連続で

全国平均値よ り 高値を 示し ている 。 小学男子及び中学女子ではやや回復傾向が見ら れ、

特に男子ではコ ロ ナ禍前の水準に戻っ た。 ま た、 ５ ０ ｍ走は小男５ 位、 中男２ 位、 中女

４ 位、 ソ フ ト ボール投げは小男３ 位と いう 全国上位の結果と なっ た。  

課題 

・ 体力数値のピ ーク であっ たS61年の記録に及ばない状況が続いている 。 （ 社会環境・ 生

活環境の変化が影響）  

・ 特に小学校における 運動離れや小高女子における 運動習慣の二極化によ る 体力や運動能

力の低下が進んでいる 。  

・ 体育の授業力向上や運動遊びを 学ぶための教員の研修機会が減少し てき ている 。  

・ 運動が得意な子ど も でも 、 幼少期に様々な遊び、 動き を 経験し ていないため、 特定の動

作や運動が身に付いていない。 （ 特に、 筋力・ 筋持久力・ 柔軟性に課題あり ）  

方向性 

・ 県全体の体力向上のため、 授業等における 直接的な取組に加えて、 学校教育活動全体で

運動への親し みが育つ取組を紹介し たり 、 共生の視点を踏ま えた体育学習の在り 方につ

いて指導助言し たり する など 、 運動に対する 肯定的な意識を 高める 多様な働き かけを 行

う 。  

・ 教員の指導力を 向上さ せる ための研修の内容充実を 図る 。  

・ 12年間を 通し て系統的な指導や取組を 行う こ と ができ る よ う に、 各校種で身に付けさ せ

たい力を明確にし て、 実態に応じ て重点課題を 設けて継続し た取組を行う こ と ができ る

よ う に助言や支援を 行う 。  

・ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルに基づいた体力向上の取組の工夫改善が進むよ う 学校全体で共通理解

を図る よ う 働き かける 。  

・ 幼児期から 、 多様な運動経験を 重ねていく こ と の重要性を研修会等で継続し て伝える 。  

・ 学校と 家庭が連携し 、 家族ででき る 易し い運動を紹介する 等の働き かけを する 。  

 

名称 体育・ 競技ス ポーツ 大会支援事業 所属 保健体育課 

目的 対象 中学生・ 高校生 
目指す 

状態 

中学校体育連盟・ 高等学校体育連盟が

主催する 事業を 支援する こ と で円滑な

運営を 図り 、 中学生・ 高校生の大会へ

の参加、 活躍を 促進する 。  

成果 

・ 島根県中学校体育連盟・ 島根県高等学校体育連盟が主催する 県総合体育大会や、 県内で

行われる 中国大会について、 運営費の補助を 行う こ と によ り 、 大会の円滑な運営を支援

し た。  

課題 
・ 県高校総体への参加選手は増加し ている が、 県中学校総体への参加選手が減少し てい

る 。  

方向性 

・ 中学校体育連盟及び高等学校体育連盟が主催する 、 県総合体育大会や本県で開催さ れる

中国大会への参加を 促し 、 円滑な大会運営のために、 引き 続き 運営費支援を 継続し てい

く 。  

  



31 
 

名称 令和７ 年度全国高等学校総合体育大会開催事業 所属 保健体育課 

目的 対象 高校生 
目指す 

状態 

今年度に中国ブロ ッ ク で開催さ れる 全

国高校総体にむけて、 高校生の競技力

向上を 支援し 、 高校生の大会での活躍

を促進する 。  

成果 

・ 年間を通じ た定期的なサポート を受ける こ と が可能と なり 、 競技力向上につながる 様々

な要因（ ト レ ーニング方法、 食事、 コ ンディ ショ ニング等） に対する 選手の意識の高ま

り がみら れた。  

・ 入賞し た競技数が前年度の８ 競技から 10競技に増加し 、 特に、 地元開催の６ 競技では３

競技（ カヌ ー、 フ ェ ンシン グ、 なぎなた） で入賞する こ と ができ た。  

課題 
・ 入賞数が32種目から 26種目に減少し た。  

・ 個人種目に比べて団体種目の入賞数は少ない。  

方向性 

・ 本事業は、 R7年度の地元開催を も っ て終了する が、 こ のレ ガシーを 生かし 、 国ス ポ強化

事業等も 活用し ながら 、 今後も 引き 続き 競技力向上に向けて、 未普及競技の競技者確保

など 高校生の活躍を 促進し ていく 。  

 

名称 学校体育指導力向上事業 所属 保健体育課 

目的 対象 小中高教員 
目指す 

状態 

子ど も が「 楽し い」 と 感じ ら れる 体育

授業の実践・ 普及のため、 大学教授等

の専門性の高い講師を 派遣する 研修に

よ り 教員の指導力向上を 図る 。  

成果 

・ 実技研修に参加し た教員から 、 実技演習等を 通し て教材に対する 理解を 深め、 自分の授

業に生かせる 指導法を 学んだ等の評価を 多く 得た。  

・ 体育授業における Ｉ Ｃ Ｔ の活用や運動が苦手な児童生徒への支援について等、 学習指導

要領の改訂の要点と さ れている 確認事項について、 改めて学校現場に伝え続けている こ

と で、 指導改善が図ら れつつある 。  

・ 体育の授業が楽し いと 感じ ている 中学生の割合は、 Ｒ ６ 年度の88. 7％から Ｒ ７ 年度の

90. 7％へ増加し ており 、 ど のよ う な時に体育の授業を 「 楽し い」 と 感じ る のかの分析を

行い、 子ど も が多様な楽し さ を 感じ ら れる 授業づく り を推進し た効果が現れつつある 。  

課題 

・ 意識調査によ る と 、 授業を「 楽し い」 「 やや楽し い」 と 感じ ている 子ど も の割合は、 中

学校男女は全国平均よ り 高く なっ ている が、 特に小学校女子では、 １ ％以上の低下がみ

ら れた。 ま た、 「 楽し い」 と 感じ ている 子ど も だけで比較する と 、 小学校男女は全国平

均よ り も 低く なっ ている 。  

・ 学習指導要領の改訂の趣旨及び要点について、 教員の周知がいま だ十分と はいえない。  

方向性 

・ 児童生徒の体育授業への愛好的な取組が、 運動への楽し さ に繋がる こ と から 、 「 楽し

い」 と 感じ る 体育授業づく り の支援と なる 教員研修に努める 。  

・ 学習指導要領の趣旨を 踏ま えた授業の充実を さ ら に推進し ていく 必要がある 。 R7年度か

ら 実施し ている 県内の全小中学校の学校訪問を 引き 続き 行い、 体育科の指導の充実や体

力向上の取組の改善を図る 。 高等学校については昨年度に引き 続き 、 授業改善研修を 行

い周知を 図っ ていく ｡ 

⑽ 人権教育の推進 

○ 自分の人権と と も に他者の人権を守る ための行動力の育成をめざし て、 研修や学校訪問等

を通じ て教職員の理解を深める と と も に、 自他の人権を尊重する ロ ールモデルと し ての教職

員の姿を 子ど も たちに示すこ と など によ り 、 日常的に高い人権意識が浸透し た教育環境づく

り を推進し ま す。  

○ すべての教育活動において、 こ ど も 基本法の理念を踏ま えた具体的な実践を積み重ねる こ

と で、 子ど も たち一人ひと り に権利の主体と し ての自覚を 促すと と も に、 自他の生命と 尊厳

を守る 積極的な態度や行動力を育む人権教育を推進し ま す。  

○ 身近なこ と から 、 歴史的・ 国際的な人権侵害、 デジタ ル社会における 新たな形の差別に至

る ま で、 様々な人権課題と その解決について、 子ど も たちが学び、 考え、 日常生活に活用す

る こ と で、 幸福な共生社会をつく り だすための行動につながる 人権教育と 人権学習を推進し

ま す。   
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名称 人権教育行政推進事業 所属 人権同和教育課 

目的 対象 県、 市町村、 団体、 学校関係機関 
目指す 

状態 

関係行政機関と の意見交換を 通じ て県

の方針等が十分に周知さ れ、 市町村に

おける 人権教育の取組が進めら れてい

る 。  

成果 

・ 各種研修会や説明会等において、 各教育事務所、 市町村教育委員会の担当者に対し 、 県

の方針や事業について説明する と と も に人権教育指導資料やリ ーフ レ ッ ト など の具体的

な活用事例を 紹介し た。 その結果、 「 実際に教職員へ周知を図る 際の参考にでき た」 と

いう 意見が寄せら れ指導資料等の活用促進につながっ た。  

課題 

・ 「 学校・ 福祉連携の手引～気づく ・ つなぐ ・ 支える ～」 （ 令和６ 年３ 月発行） について

は、 学校現場での活用が約50％にと ど ま り 、 学校と 福祉と の連携やス ク ールソ ーシャ ル

ワ ーカーの活用が十分に進んでいない状況がう かがえた。  

方向性 

・ 関係行政機関と の意見交換や各種研修会・ 説明会等を 通じ て、 県の方針や人権教育指導

資料等の活用方法について継続的な周知を図り 、 市町村における 人権教育の推進につな

げていく 。  

・ 「 学校・ 福祉連携の手引」 の活用や実践事例の共有を 進める こ と で、 ス ク ールソ ーシャ

ルワ ーカー（ Ｓ Ｓ Ｗ） の役割や活用方法について理解を 深め、 学校と 福祉と の連携体制

の充実や、 学校現場における SSWの効果的な活用につなげていく 。  

 

名称 人権教育研究事業 所属 人権同和教育課 

目的 対象 教職員等、 幼児児童生徒 
目指す 

状態 

人権教育に関する 実践的な研究成果が

広く 共有・ 活用さ れ、 各学校における

人権教育の実践や指導方法の改善・ 充

実につながっ ている 。  

成果 

・ 人権教育に関わる 研究指定校やモデル園に対し て、 研究推進における 相談や助言を 継続

的に行う こ と で、 相談し やすい関係性を 構築する こ と ができ た。 そのこ と によ り 訪問指

導の依頼が増加し 、 実践的な研究の充実や指導方法の改善につながった。  

課題 
・ 研究指定校や実践モデル校、 モデル園の研究成果や実践事例について、 他の学校や幼児

教育施設への普及（ 横展開） が十分に進んでいない。  

方向性 

・ 各学校の教職員が都合に応じ て視聴・ 活用でき る よ う 、 研究指定校、 実践モデル校及び

モデル園の研究実践（ 研究発表会等） を オンデマンド 動画と し て配信する 。  

・ 各学校における 人権教育推進の中心的役割を 担う 人権教育主任等を 対象と し た研修にお

いて研究指定校の実践発表を実施する 。  

・ 管理職研修において研究指定校、 実践モデル校及びモデル園の研究成果や実践事例取組

を紹介し 、 自校（ 園） における 人権教育の推進に活かすよ う 促す。  

 

名称 人権教育推進事業 所属 人権同和教育課 

目的 対象 
教職員、 教育関係者、 行政機関職

員、 地域住民 

目指す 

状態 

人権についての理解と 認識が深ま り 、

子ど も が安心し て学ぶこ と ができ る 学

校・ 学級づく り や、 地域ぐ る みの人権

教育が推進さ れている 。  

成果 

・ 県同和教育推進協議会連合会各支部担当者と 意見交換し ながら 研修会を 企画し たこ と

で、 各ブロ ッ ク の実態やニーズを反映し た研修内容と する こ と ができ た。  

・ 出前講座・ 要請訪問では、 各学校のニーズに応じ て様々な人権課題を 取り 上げる など 内

容を 工夫し たこ と で、 参加者から 高い評価を 得る と と も に、 人権についての理解と 認識

を深める 機会の充実につながっ た。  

課題 
・ 社会人権教育において、 参加者の固定化が見ら れ、 「 人権」 に関する 研修への参加者数

に減少傾向が見ら れる 。  

方向性 

・ 関係者と の意見交換会を 通し て把握し た地域の実態やニーズに応じ て研修会や要請訪問

を実施する 。 ま た、 社会人権教育における 参加者の固定化や参加者数の減少に対応する

ため、 研修内容（ テーマ、 参加型など ） や実施方法（ 時期、 時間、 オンラ イ ン など ） を

工夫する 。  
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⑾ 道徳教育の推進 

○ 小学校、 中学校での「 特別の教科 道徳」 の計画的、 発展的な実施や、 高等学校における

道徳教育推進教師を中心と し た学校教育全体を通じ た道徳教育を推進し ま す。  

○ よ り よ い社会の形成に主体的に参画する 意識が高ま る よ う 、 家庭や地域と の連携によ る ボ

ラ ンティ ア活動や、 自然体験など の体験活動を 通し て「 し ま ねのふる ま い」 の推進に取り 組

みま す。  

○ ふる ま いの定着に向け、 「 ふる ま い推進員」 の派遣によ り 幼児教育施設・ 小学校における

幼児児童、 保護者や保育者等への研修を支援し ま す。  

名称 「 特別の教科 道徳」 の授業力向上 所属 学校教育課 

目的 対象 小学校、 中学校教員 
目指す 

状態 

県内全て の小学校､中学校で道徳科に

おける 「 考え議論する 道徳」 が展開さ

れる  

成果 
・ 研修を通し て、 小中学校の担当教員に授業づく り の講義と 演習を 実施し 、 道徳科におけ

る 「 考え議論する 道徳」 のポイ ント について伝える こ と ができ た。  

課題 

・ 学習指導要領を も と にし た道徳的諸価値についての理解を深める 必要がある 。  

・ 今後は、 道徳の授業力向上を 目的に行っ てき た研修を 、 学校の教育活動全体での道徳教

育の質の向上にも つながる よ う 推進し ていく 必要がある 。  

方向性 

・ 引き 続き 授業力向上に向けた教員研修を 実施し ていく と と も に、 道徳教育に係る 校内研

修の質の向上や、 学校の教育活動全体での道徳教育の推進について、 学校訪問等の機会

を通じ て研修内容を 充実さ せていく 。  

 

名称 「 し ま ねのふる ま い」 の向上・ 定着 所属 学校教育課 

目的 対象 

乳幼児・ 児童（ １ ・ ２ 年生） 、 そ

の保護者及び乳幼児・ 児童（ １ ・

２ 年生） に関わる 地域住民 

目指す 

状態 

幼児期の終わ り ま で に育っ て ほ し い

姿、 と り わけ島根県が大切にし てき た

「 ふる ま い」 につながる 「 健康な心と

体」 「 自立心」 「 道徳性・ 規範意識の

芽生え」 「 社会生活と の関わり 」 等の

育成に努める 。  

成果 

・ ふる ま い推進員の派遣を 通じ て、 保育所、 幼稚園、 認定こ ど も 園及び小学校の保護者並

びに地域の方々に対し 、 子ど も たちの「 ふる ま い」 の定着に向けたアド バイ ス 及び相談

への対応を行う こ と ができ た。  

課題 

・ 幼児期から 小学校低学年の時期は、 基本的な生活習慣やルール等の定着のために非常に

重要な時期であ る ため、 その保護者や子ど も たちに関わる 地域の人に対し 、 引き 続き

「 し ま ねのふる ま い」 を啓発し ていく 必要がある 。  

方向性 

・ ふる ま い定着の基盤と なる 幼児期から 小学校低学年時に重点的に取り 組む。  

・ 小学校中学年以上、 中学校及び高等学校教育においても ふる ま い定着を 意識し た教育活

動が展開さ れる よ う 、 研修を活用する など し て引き 続き 啓発し ていく 。  
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２  教育上の配慮が必要な子ど も の学びへの支援 

⑴ イ ンク ルーシブ教育シス テムの推進 

○ 特別な支援が必要な子ど も たちが、 「 多様な学びの場」 で適切な指導と 必要な支援を受け

て、 その個性と 能力を 最大限に伸ばし 、 自立し 社会参加でき る よ う 、 市町村や関係機関と 連

携し た教育を 推進し ま す。  

○ すべての教職員等が、 特別支援教育に対する 理解を深める こ と ができ る よ う 、 専門的、 体

系的な研修を実施する と と も に、 各学校における 特別支援教育コ ーディ ネータ ーを 中心と し

て校内体制の充実を図り ま す。  

○ 特別支援教育のセンタ ー的機能を担う 特別支援学校の担当教員や教育事務所の特別支援教

育支援専任教員によ り 、 幼児教育施設や小中学校、 高校への巡回相談など 、 必要な助言・ 指

導を行いま す。  

○ 小中学校の通常の学級における 学びにく さ のある 児童生徒一人ひと り の教育的ニーズに応

じ た学びを実現する ため、 市町村教育委員会や各学校のⅬⅮ（ 学習障がい） のある 児童生徒

への指導・ 支援に関する 研修や助言指導を実施し ま す。  

○ 子ど も たち一人ひと り の教育的ニーズ、 障がいの状態や特性に応じ た適切な指導を 行う た

め、 非常勤講師の配置等によ り 支援体制の充実を図り ま す。  

○ 早期から の支援を よ り 充実さ せる ため、 市町村、 医療、 保健、 福祉など の関係機関が連携

し た相談支援体制づく り を地域の実情に応じ て進める と と も に、 保護者や支援者に対し て相

談窓口の周知を図り ま す。  

○ 子ど も の成長記録や指導内容等に関する 情報を、 関係機関が共有し 、 支援を引き 継ぐ こ と

ができ る よ う 、 個別の教育支援計画の更なる 活用を図り ま す。  

○ 特別支援学校において、 体験的な学習や遠隔授業など にＩ Ｃ Ｔ を活用し 、 障がいの状態や

特性に応じ た効果的な学習を推進し ま す。  

○ 特別支援学校高等部において、 合同学習等によ り 生徒の就業に向けた意欲や職業ス キルの

向上を図る と と も に、 企業等と の連携によ り 生徒の希望や適性に応じ た進路先の確保や就職

後の定着のための支援を行いま す。  

○ 特別支援学校と 地域の学校等と の交流や、 特別支援学校の子ど も たちの地域活動やス ポー

ツ 文化活動など への参加を通し て、 障がいのない子ど も たちや地域に対し 、 障がいや障がい

児・ 者への理解促進を図り ま す。  

○ 令和12年に開催を 予定し ている 全国障害者ス ポーツ 大会が、 特別支援学校の子ど も たちの

ス ポーツ に対する 興味・ 関心の高ま り や、 ス ポーツ を通じ た地域と のつながり 、 社会への参

加・ 貢献意欲につながる よ う 、 ス ポーツに親し む機会を確保し ま す。  

名称 
特別な支援のための非常勤講師配置事業（ にこ にこ サポート

事業）  
所属 学校企画課 

目的 対象 

・ 小学校及び義務教育学校の前期

課程の通常の学級に在籍する 自

閉症、 アス ペルガー症候群その

他の広汎性発達障がい、 学習障

がい、 注意欠陥多動性障がい等

発達障がいのある 児童 

・ 小中学校の多人数の特別支援学

級 

目指す 

状態 

一人ひと り の教育的ニーズを 把握し 、

その持てる 力を 高め、 生活や学習上の

困難を 克服し 安心し て学校生活を 送れ

る よ う にする 。  

成果 

・ Ｔ Ｔ によ る 学習では、 該当児童に合っ た声かけや助言を 行う こ と で学習への意欲が向上

し た。 ま た、 児童に合っ た教材を 活用する こ と で、 わから ない課題にも 取り 組むこ と が

でき た。 該当児童だけでなく 、 同じ 学級の中にいる わから なく て困っ ている 児童に支援

する こ と で、 「 わから ない」 と いう こ と が言いやすく なり 、 学級全体の学習意欲が高ま

った。  

・ 非常勤講師が、 実態に応じ て指導の形態を 工夫する こ と で、 学習内容の理解が促さ れた

り 、 集団での学習に自信を も っ て参加し たり する こ と ができ た。  

・ 一人ひと り の特性に応じ た指導支援について、 特別支援教育コ ーディ ネータ ーを中心に

複数で検討する こ と で、 特別支援教育への理解が進み、 個に応じ た指導支援についての

授業改善が図ら れ、 個々の教育的ニーズに合った支援を行う こ と ができ た。  
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課題 

・ 特別な支援を必要と する 児童生徒への適切な対応が十分にでき ていない状況がある 。  

・ 校内指導体制を 十分に確立でき ていないと こ ろも ある 。  

・ 具体の支援策は多種多様であり 、 非常勤講師には、 特別支援教育や教科指導に関する 高

い専門性が求めら れている 。  

・ 通常の学級における 効果的な指導や教育的配慮、 合理的配慮の実施など 授業担当の資質

向上が必要である 。  

方向性 

・ ヒ アリ ン グ等を 通し て各学校の状況や実態を 十分に把握し 、 県全体のバラ ンス を考慮し

ながら 、 よ り 効果的な非常勤講師の配置を 行う 。  

・ 指導計画に担任と の連携を図る ための方策を 具体的に記し 、 計画的に実施でき る よ う に

する 。  

・ 管理職や特別支援教育コ ーディ ネータ ー、 非常勤講師に対し て、 事業趣旨の理解や専門

性を 高める よ う な研修を実施する 。  

・ 上記の方向性で取り 組んでいく ために、 学校企画課、 特別支援教育課及び県教育センタ

ー等が情報共有等を 図る 。  

 

名称 イ ン ク ルーシブ教育シス テム構築事業 所属 特別支援教育課 

目的 対象 
特別な支援を 必要と する 幼児児童

生徒 

目指す 

状態 

・ 一人ひと り の教育的ニーズに応じ た

適切な指導と 支援を 受けら れる 学び

の場がある こ と  

・ 在学中から 卒業後も 地域の中で力強

く 自分ら し く 生き ていく 力を育てる  

成果 

・ 特別支援学校セン タ ー的機能によ る 小中学校等への巡回相談や研修を 、 3, 387件実施し

た。  

・ 高校での通級によ る 指導において、 23校71名に実施し た。  

・ 特別支援学校の医療的ケアが必要な児童生徒のための非常勤学校看護師を 配置し 、 安 

全・ 安心な教育環境を 整備し た。  

・ 特別支援学校と 地域と の連携・ 協働し た取組が推進さ れ、 各校が特色ある 取組を実施し

た。  

・ Ｌ Ｄ のある 子ど も の多様な学び推進事業において、 指定自治体のニーズに応じ たＬ Ｄ 支

援体制づく り の推進のために助言・ 協力し た。  

課題 

・ 通常の学級に在籍する 「 学習障がい（ Ｌ Ｄ ） 」 （ 疑いを 含む） のある 児童生徒への実態

把握及び個に応じ た指導・ 支援が十分ではない。  

・ 多様性の包摂や障がいの社会モデルの考え方の理解が十分ではなく 、 授業改善への意欲

が乏し い。  

・ 高等学校において、 特別な支援の必要な生徒への適切な指導、 必要な支援が十分でない

状況がある 。  

・ 地域と の活動が、 限定的・ 固定的であっ たり 、 発展性に乏し かっ たり し た場合に、 十分

に生徒の力が育っ ていない。  

方向性 

・ 小中学校等で学習障がいのある 児童生徒を 支援する 教員や、 特別支援学校センタ ー的機

能担当者の専門性向上に向けた取組を 推進する 。 （ 研修内容の充実、 相談機能充実及び

人材育成に係る 教材的経費の増額）  

・ 市町村の主体的・ 持続的取組を 促進する ための伴走支援や、 市町村同士や大学など を つ

なぐ 仕組みづく り を 充実さ せる 。  

・ 合理的配慮アド バイ ザーの学校訪問や、 圏域別特別支援教育コ ーディ ネータ ー会での個

別の教育支援計画の作成と 活用に関する 研修会を 実施する 。  

・ 各校で地域と の取組が充実する よ う 、 担当者会において情報共有や課題の協議等を 行う

と と も に、 生徒たちが学習の成果を 発表し 、 学び合える 場のよ り よ い環境を 整え、 その

よ う な機会を 継続し て設定する 。  
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名称 特別支援学校職業教育・ 就業支援事業 所属 特別支援教育課 

目的 対象 
就労を 希望する 高等部（ 専攻科を

含む） の生徒 

目指す 

状態 

生徒の障がいの実態や希望に応じ た一

般就労の実現を 図る  

成果 

・ 生徒の職業教育の充実のため実施し た「 ワ ク 探フ ェ ス タ ( 企業ガイ ダンス ) 」 では、 特別

支援学校生徒・ 教員151名が参加し た。  

・ ま た、 各応援企業・ 団体向けに、 現場実習等の様子がわかる 進路だよ り を 発行し た。  

・ 特別支援学校の職業教育の充実と 、 雇用企業や協力企業の増加に資する こ と を 目的と

し 、 島根県立特別支援学校の職業教育や就業に対し て、 顕著な協力、 貢献が見ら れる 企

業の知事表彰を 実施し 、 県内に事業所を 置く ７ 社を表彰し た。  

・ 知的障がい特別支援学校の「 企業によ る 学校見学会」 を 実施し た。 各事業所よ り 、 137

名の参加があっ た。  

・ 高等部卒業生の一般就労率は、 引き 続き 30％以上を キープでき ており 、 昨年度は33％で

あっ た。  

課題 

・ 生徒の実態にも 変化があり 、 職業についての興味・ 関心が十分に引き 出せておら ず、 就

労に向けた意欲の高ま り が十分でない。  

・ 「 特別支援学校応援企業・ 団体」 登録事業では、 応援登録企業と 各特別支援学校と の連

携が十分ではない。  

・ 「 島根県立特別支援学校応援協力企業知事表彰」 では、 各特別支援学校から の意向が反

映し にく い学校も ある 。  

方向性 

・ 「 ワ ク Ｗｏ ｒ ｋ ！フ ェ ス ティ バル」 では、 職業体験ができ る コ ーナーを 設ける など の工

夫を する 。  

・ 「 ス キルアッ プ研修」 の実施によ り 、 高等部生徒の就労意識の向上を はかる 。  

・ 応援協力企業と の連携を 促すために、 応援企業向けにアンケート 調査を 行い、 ニーズに

応じ た支援を 検討する 。  

・ 職業能力開発員から 応援協力企業への働き かけを 十分に行う 。  

・ 障がい者雇用を 考えている 企業に対し て、 障がい者の働き 方や仕事内容の具体的な提案

を行う と 同時に、 農業分野など 、 新し い職種の開拓を すすめる 。  

・ 「 島根県立特別支援学校応援協力企業知事表彰」 における 規定について検討する 。  

 

名称 特別支援学校普通教室Ｉ Ｃ Ｔ 環境整備事業 所属 特別支援教育課 

目的 対象 特別支援学校の幼児児童生徒 
目指す 

状態 

Ｉ Ｃ Ｔ 環境を 整備し 、 Ｉ Ｃ Ｔ 活用を 推

進する こ と で、 授業の質の向上と 幼児

児童生徒の理解を 深め、 主体的な学び

を実現する 。  

成果 

・ 高等部一人一台端末を 前年に引き 続き 年度当初の４ 月に導入、 高等部は３ 学年と も 一人

一台端末の状況になっ ている 。  

・ Ｉ Ｃ Ｔ 担当者会でＩ Ｃ Ｔ 活用研修と 先進的な活用の実践紹介を 実施し た。  

・ 各校２ 回ずつ各校の課題やニーズに沿っ た外部講師によ る 巡回型研修を実施し た。  

課題 

・ 小学部・ 中学部・ 高等部の児童生徒と 教職員が一人一台端末の状況になり 、 授業での活

用が徐々に進んでき ている が、 ま だ十分ではない。  

・ Ｉ Ｃ Ｔ の活用は進んでき ている も のの、 教職員全員が授業への活用ができ る 状況になっ

ていない。  

・ 教職員がＩ Ｃ Ｔ を 授業で使っ てみる 段階から 、 Ｉ Ｃ Ｔ を 使って児童生徒の学習課題を 解

決する 段階へシフ ト し てき ている 。  

方向性 

・ Ｉ Ｃ Ｔ 活用能力を 高める ための担当者研修、 各校巡回型研修を 実施する 。  

・ 特別支援学校のＩ Ｃ Ｔ 活用事例の収集と 共有を 図る 。  

・ 産官学での連携協定によ る 遠隔授業の実施等を 通し て、 Ｉ Ｃ Ｔ 活用の専門性の向上を 図

る 。  
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⑵ 不登校児童生徒等への支援 

○ 専門家の効果的な活用などによ る 組織的な支援体制の充実を図る と と も に、 相談し やすい

環境を充実さ せる こ と によ り 、 子ど も や家庭の状況に応じ たき め細かな支援につなげま す。  

○ 生徒指導や教育相談担当の教職員に対し て、 子ど も たちの不登校の背景に人間関係の悩み

が隠れている 可能性がある など の視点を も つこ と の大切さ を伝える ため、 県教育委員会や各

学校が実施する 研修の充実を図り ま す。  

○ 学校の空き 教室や図書室など を活用し た不登校児童生徒の校内での居場所の提供や支援員

の配置に取り 組む市町村を支援し ま す。  

○ 不登校児童生徒の社会的自立への支援を行う 公的機関である 教育支援センタ ーについて、

設置する 市町村に対する 支援を行う と と も に、 設置が難し い市町村の独自の取組に対する 支

援を行いま す。  

○ 子ど も たちの多様な学びの場の選択肢のひと つである フ リ ース ク ールなど 、 民間機関と の

連携によ り 、 多様な学習活動の実情を把握する など 、 学校や児童生徒への情報提供を行いま

す。  

○ 中学校在学中に長期にわたっ て欠席し た生徒等を対象に、 一般入学者選抜及び第２ 次募集

において、 個人調査報告書を選抜の資料と し て用いない選抜方式を全日制・ 定時制課程のす

べての学科において導入し ま す。  

○ 高校において、 安定し て登校する こ と が難し い生徒の学びの保障のため、 宍道高校を拠点

と し て、 各学校が行う 通信教育の支援を行いま す。  

名称 不登校対策推進事業 所属 学校教育課 

目的 対象 
公立小・ 中・ 高校及び県立学校の

不登校（ 不登校傾向） 児童生徒 

目指す 

状態 

対人関係に安心感を 持て、 集団生活に

慣れ、 学校復帰を 含め社会的自立を 目

指す 

成果 

・ 教育支援センタ ー運営事業連絡会を 開催し たり 、 各センタ ーを 訪問し たり する 中で、 通

所者に対する 自立支援に向けた取組の中で成果を あげている 事例や、 直面し ている 課題

について情報交換を 行っ た。 こ の情報共有が互いの連携や運営の改善に反映さ れ、 通所

者への支援が進んだ。  

課題 

・ いわゆる 「 教育機会確保法」 の主旨の浸透など によ り 、 学校を 欠席する こ と への抵抗感

が低下し ている こ と も あり 、 不登校児童生徒数は増加傾向にある 。  

・ 不登校児童生徒のう ち、 学校内・ 外で専門的な支援を 受けていない割合が増加傾向にあ

る 。  

・ 不登校の要因や背景が多様化・ 複雑化し ている ため、 各学校や教育支援センタ ーにおい

て個々の状況に応じ たき め細かな支援が必要である 。  

方向性 

・ 分かる 授業、 居場所づく り ・ 絆づく り を 意識し た日々の学校生活の充実によ り 、 魅力あ

る 学校づく り を推進し ていく 。  

・ 発達支持的生徒指導の推進を 図る ため、 「 生徒指導の4つの視点から 考える 子ど も の自

己実現支援講座」 を 開催する 。  

・ 教育支援センタ ーにおいて、 通所者への支援が進むよ う 、 好事例の紹介や助言と いっ た

運営面での支援を さ ら に充実さ せる 。  

・ 不登校児童生徒個々に応じ た多様な支援につなげら れる よ う 、 市町村教育委員会やフ リ

ース ク ール等をはじ めと し た民間団体と の意見交換を 行い、 連携を 図っ ていく 。  

 

名称 生徒指導体制充実強化事業 所属 学校教育課 

目的 対象 県内公立学校児童生徒 
目指す 

状態 

生徒指導上の諸課題への積極的な取組

を 行う こ と で、 問題行動の発生を 防止

する 。  

成果 

・ 県教育委員会が主催する 研修や各校での校内研修の積極的な実施を 通し て、 いじ めの積

極的な認知の必要性について周知を 行っ た結果、 学校においていじ めの認知が進み、 組

織的ないじ めの未然防止・ 早期発見・ 早期対応の取組につながっ ている 。  

・ 公立小・ 中学校では、 アン ケ ート Ｑ Ｕ の実施によ り 学級集団の客観的な状況把握がで

き 、 教員の指導・ 支援の改善につながっ ている 。  
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課題 

・ 問題行動の内容が多様化し ている 。 （ 性事案の増加）  

・ 高校では、 いじ めの問題や問題行動等の背景、 不登校や中途退学の背景が多様化し てお

り 、 生徒指導に苦慮し ている 学校が多い。  

方向性 

・ 教員の負担を 減ら し 、 児童生徒にき め細かな対応を 行う ために、 心理や福祉など の専門

家の活用など を一層進めていく 。  

・ 発達支持的生徒指導、 課題予防的生徒指導を 進める ために、 生徒指導に関する 研修等に

外部の専門家を 講師に招く など し 、 教職員の人材育成を図る と 同時に外部と の連携を 図

り 、 多様な問題行動にも 対応でき る 組織的な支援につなげる 。  

・ 「 し ま ね子ど も 絆づく り サミ ッ ト 」 を 開催し 、 いじ め防止への児童生徒によ る 主体的な

取組を県内の学校へ周知・ 啓発し ていく 。  

・ 情報モラ ルと 情報リ テラ シーの向上を 図る ため、 教育連携推進課及び島根県教育センタ

ーと 連携し 、 教職員・ 児童生徒を 対象と し た研修等の教材や、 講師等の情報を周知し て

いく 。  

 

名称 悩みの相談事業 所属 学校教育課 

目的 対象 児童生徒、 保護者及び教員 
目指す 

状態 

悩み、 心配事等の心の問題の負担を 軽

減する 。  

成果 

・ 県内全ての公立学校へス ク ールカウ ンセラ ーを 配置し 、 教育相談体制の充実を 図っ てい

る 。 ス ク ールカウ ンセラ ーの活用は定着化し てき ており 、 特に教員へのコ ン サルテーシ

ョ ン が増加し 、 効果的な活用につながっ ている 。  

・ ス ク ールカウ ンセラ ーと の相談を希望し ている 児童生徒やその保護者に対し て、 時間外

や長期休業中、 休日等でも 相談ができ る よ う 、 相談センタ ーを 設置する 市町村に支援を

し た。  

・ 直接カウ ンセラ ーと 会っ て相談する こ と に抵抗がある 保護者や、 学校に出向く 時間がつ

く り にく い保護者を 対象と し て、 学校に行き づら い子ど も たちの保護者向けカウ ンセリ

ングダイ ヤル「 親“ そっと ” ダイ ヤル」 を 開設し た。  

・ Ｓ Ｎ Ｓ 相談窓口の設置によ り 、 相談窓口の選択肢が広がり 、 相談者の多様なニーズへの

対応につながっている 。  

課題 

・ ス ク ールカウ ンセラ ーについては、 配置や時間設定に対する 学校のニーズに十分に添え

ていないケース がある 。  

・ 不登校児童生徒で、 学校内・ 外の機関等での専門的な相談・ 支援につながっていない者

が存在する 。  

方向性 

・ 島根大学や職能団体と 連携し て、 ス ク ールカウ ンセラ ーの人材確保に取り 組む。  

・ ス ク ールカウ ンセラ ーの活動記録について、 デジタ ルデータ 化し て蓄積・ 分析を行う 。

その結果を連絡協議会等で共有する こ と によ って、 よ り 効果的な活用を 推進する 。  

・ 休日等に学校外でス ク ールカウ ンセラ ーに相談でき る 相談窓口や、 電話・ Ｓ Ｎ Ｓ など 複

数の相談窓口を設け、 相談体制の充実を 図る 。  

 

名称 「 こ こ ろ・ 発達」 教育相談事業 所属 学校教育課 

目的 対象 
児童生徒及び保護者、 教職員( コ

ンサルテーショ ン)  

目指す 

状態 

児童生徒及び保護者が、 臨床心理士に

よ る 教育相談や医療機関と 連携し た支

援を 通し て心の負担を 軽減し 、 諸課題

の解決をめざす。  

成果 
・ 県立こ こ ろの医療センタ ーと 定期的な情報交換や研修等の連携を 図っており 、 定期的に

来所相談する 保護者も 多い。  

課題 

・ 島根県内の不登校児童生徒数は年々増加し ており 、 教育相談において不登校に関する 内

容が多く を 占めている こ と から 相談の需要はある と 考えら れる が、 「 こ こ ろ ・ 発達教育

相談室」 の相談件数は昨年度に比べて減少し た。  

・ コ ン サルテーショ ン （ 教職員と の相談） の件数が少なく 、 学校と の連携が不十分であ

る 。  
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方向性 

・ 市町村が運営する 相談窓口、 島根県教育セン タ ー等を 通し た教育相談窓口の周知を 行

う 。 ま た、 教育相談についての理解を 広げる ために、 学校対象の説明会や研修を 通し

て、 学校、 保護者への周知を図る 。  

・ 児童生徒や保護者の相談ニーズに応じ ら れる よ う 、 市町村教育委員会や出雲市周辺の教

育支援センタ ー、 学校と の連携を強化する 。  

・ 「 こ こ ろ ・ 発達教育相談室」 と 島根県教育センタ ー・ 島根県教育センタ ー浜田教育セン

タ ー、 双方の強みを 生かし た相談の連携を 含めた在り 方について検討する 。  

 

名称 
学びの場を 支える 非常勤講師配置事業（ 学びいき いき サポー

ト 事業）  
所属 学校企画課 

目的 対象 

自学教室等での個別指導の充実を

図る こ と が必要な中学校及び義務

教育学校の後期課程 

目指す 

状態 

自学教室の運営の充実を 図る こ と や校

内の生徒指導体制の充実を 図る こ と で

不登校の未然防止や解消を 目指す。  

成果 

・ 学級に入り にく い生徒を 中心に対応する 体制を 構築し 、 多目的室等で自主学習する だけ

でなく 、 個別の学習支援を 行っ た。 生徒はでき る ・ わかる を 実感する こ と で自信につな

がり 、 それが欠席の減少につながる ケース も あっ た。  

・ 学習支援だけでなく 、 心理的な支えを 築く こ と につながっ ており 、 生徒が安定し た学校

生活を過ごすための重要な存在と なっている 。  

・ 生徒と の会話や気になる 言動について毎日支援記録を 記入する こ と で、 関係する 教職員

間での情報共有に役立てる こ と ができ た。  

・ 継続し てこ の事業に配置さ れる 非常勤講師が多く 、 切れ目のない指導が行われる と と も

に情報共有も よ り 密に行われている 。  

課題 

・ 非常勤講師は勤務時間の関係で、 生徒指導に関わる ケース 会議や学級担任と の情報交換

会議等に参加し にく い状況がある 。 そのため、 それら の会議時に非常勤講師の保有する

情報が効果的に提供さ れないこ と も ある 。  

 

方向性 

・ 学校訪問指導等の機会を 捉え、 各校に対し て本事業の非常勤講師の役割を 踏ま えた生徒

指導体制の構築や具体的な実践について指導を行う 。  

 

⑶ 学校と 福祉の連携の推進 

○ 島根県社会福祉士会等と の連携によ る 教職員研修や学校への巡回訪問によ り 、 教職員の社

会福祉に対する 理解を 深める と と も に、 学校と 社会福祉の関係機関をつなぐ ス ク ールソ ーシ

ャ ルワ ーカーの更なる 活用を図り ま す。  

○ 教職員の気づき が早期の連携につながり 、 効果的な支援が速やかに実現でき る よ う 、 「 学

校・ 福祉連携のための手引」 （ 令和６ 年３ 月策定） など を 活用する と と も に、 「 気づく ・ つ

なぐ ・ 支える 」 ためのス ク ールソ ーシャ ルワ ーカーや学校・ 福祉連携推進教員を含めた校内

の組織体制の充実を図り ま す。  

○ 教職員が子ど も たちの困難さ に速やかに気づく こ と ができ る よ う 、 ま た、 子ど も たちが自

ら の困難さ を大人に相談し たり 助けを求めたり でき る よ う 、 日常的に子ど も が意見を表す権

利を尊重し 、 子ど も の最善の利益を保障する 教育環境を実現する ために、 研修等を 通じ てこ

ども 基本法の理解と 実践を推進し ま す。  

○ 地域における 子ど も の居場所の選択肢を増やすため、 教育と 社会福祉の両面から 支援が必

要な子ども たちを対象に学習支援を行う 市町村の取組を支援し ま す。  

名称 高等学校奨学事業 所属 学校企画課 

目的 対象 高等学校等に在籍する 生徒 
目指す 

状態 

奨学金を 貸与する こ と によ り 、 修学

の機会均等を 図る 。  

成果 ・ 貸与基準を 満たし た申請者全員に対し て奨学金を 貸与し 、 生徒の修学支援に寄与し た。  

課題 ・ 返還金の滞納が発生し ている 。  

方向性 

・ 専門的知見を 有する 債権回収会社等への委託や法的手段によ る 対応等を 継続的に実施す

る 。  

・ 生活困窮者に対し て、 経済状況に応じ た返還計画によ り 返還を 進める 。  
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名称 高等学校修学奨励費（ 定時制・ 通信制）  所属 学校企画課 

目的 対象 
県立高等学校の定時制課程及び通

信制課程に在学する 勤労青少年 

目指す 

状態 

経済的負担を 軽減する こ と によ り 修学

を促進し 教育の機会均等を 保障する  

成果 ・ 有識生徒の経済的負担を 軽減する こ と で、 青少年の修学の促進に成果があっ た。  

課題 ・ 事業は適正に実施でき ており 、 支障と なっている 点はない。  

方向性 
・ 定時制課程及び通信制課程に在学する 有識生徒の修学を 促進し 、 教育の機会均等を 保障

する ため、 引き 続き 事業を 実施し ていく 。  

 

名称 特別支援教育就学奨励事業費 所属 特別支援教育課 

目的 対象 
特別支援学校に在籍する 幼児、 児

童及び生徒の保護者等 

目指す 

状態 

教育の機会均等の趣旨に則り 、 障がい

のあ る 幼児、 児童及び生徒の保護者等

の経済負担を 軽減する  

成果 
・ 就学奨励費の支給によ り 、 特別支援学校の幼児、 児童及び生徒の保護者等の経済的負担

を軽減し た。  

課題 
・ 特別支援学校において、 就学奨励費の支給に係る 事務処理が膨大かつ煩雑である ため、

職員の負担と なっ ている 。  

方向性 

・ 学校や保護者等の手続き の簡略化・ 効率化の観点から 、 支給管理方法の見直し や定額的

な支給について国や他都道府県の動向を 注視し ながら 検討し ていく 。  

・ 事務担当者の負担軽減のために専用のソ フ ト ウ エアを 導入し 、 事務の適正実施を図る 。  

 

名称 進路保障推進事業 所属 人権同和教育課 

目的 対象 
幼児児童生徒、 教職員、 教育関係

者、 行政機関職員 

目指す 

状態 

様々な支援を 必要と する 児童生徒の実

態を 把握し 、 児童生徒や保護者の願い

を も と に、 課題に対する 具体的な取組

を 進める こ と で進路保障の充実につな

げる 。  

成果 
・ 県立学校でのス ク ールソ ーシャ ルワ ーカー（ Ｓ Ｓ Ｗ） 巡回訪問等によ り 生徒が抱える 課

題の解決や状況の改善につながった割合が向上し た。  

課題 

・ ス ク ールソ ーシャ ルワ ーカ ーの役割や活用方法に関する 理解が一部の教職員にと ど ま

り 、 Ｓ Ｓ Ｗの活用が十分でない学校が見ら れる 。  

・ 「 学習支援事業（ 子ど も の居場所創出等支援事業） 」 の活用が一部の市町村に限ら れて

おり 、 様々な支援を 必要と する 児童生徒への支援の充実に向けて、 事業の活用促進を 図

る 必要がある 。  

方向性 

・ 県立学校における ス ク ールソ ーシャ ルワ ーカー（ Ｓ Ｓ Ｗ） の活用を 一層促進する ため、

Ｓ Ｓ Ｗの初回学校訪問に学校・ 福祉連携推進教員が同行し 、 Ｓ Ｓ Ｗの役割と 活用方法に

ついて説明を 行う 。 あわせて、 管理職や窓口と なる 担当教員等に対し て各種説明会等を

通じ て周知を 図る 。  

・ 「 学習支援事業（ 子ど も の居場所創出等支援事業） 」 については、 活用し ている 市町村

の取組や成果を 共有する と と も に、 市町村のニーズを 踏ま えた活用し やすい実施方法を

検討し 、 事業の活用促進を 図る 。  

⑷ 日本語指導が必要な児童生徒等への支援 

○ 日本語指導が必要な児童生徒に対する 教育の充実を図る ため、 日本語指導員等の配置や初

期集中指導教室の設置等、 市町村が行う 日本語指導や体制整備等を支援し ま す。  

○ 幼児期については、 支援事例など を情報収集、 展開する こ と など によ り 、 子ど も たち一人

ひと り に応じ た支援を行いま す。  

○ 小学校、 中学校における 日本語指導の一層の充実のため、 子ど も たち一人ひと り の状況に

応じ た「 特別の教育課程」 を編成する 市町村を支援し ま す。  

○ 県立学校において、 高校入学者選抜における 特別措置を 実施する と と も に、 日本語でのコ

ミ ュ ニケーショ ンが困難な保護者に対し 文書翻訳や通訳等によ り 支援し ま す。  

○ 宍道高校において、 日本語指導を担当する 教員等の配置によ り 、 日本語指導が必要な生徒

への教育と 、 卒業後の進路実現に向けた支援の充実を図り ま す。   
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名称 帰国・ 外国人児童生徒等教育の推進支援事業 所属 学校教育課 

目的 対象 

帰国・ 外国人児童生徒等（ 日本国

籍であ っ ても 日本語指導を 必要と

する 児童生徒を含む）  

目指す 

状態 

対象の児童生徒等が日本の社会で自立

でき る よ う 、 公立学校への受入れから

卒業後の進路ま で一貫し た指導・ 支援

体制が十分に整備さ れた状態 

成果 

・ 県内には帰国・ 外国人児童生徒等が多く 在籍し ており 、 出雲市は特に多い。 そこ で、 国

の「 帰国・ 外国人児童生徒等に対する き め細かな支援事業」 を 活用し 、 H28から 出雲市

等に補助を し ている 。 出雲市においては、 初期集中指導教室や拠点校を設置し 、 継続的

に外国人児童生徒が日本の社会で自立でき る よ う 支援をし ている 。  

・ 日本語指導が必要な児童生徒への指導技術の向上等を 目的と し た研修会を 年２ 回実施し

た。  

・ 日本語指導が必要な高等学校進学希望者に対し 、 公立高等学校入学者選抜制度において

特別措置を行った。  

課題 

・ 該当児童生徒が多く 在籍する 自治体については、 受入れ体制等が構築さ れている が、 該

当児童生徒が点在する 自治体については、 受入れ体制等が整っ ておら ず整備が必要であ

る 。  

方向性 

・ 上記の国補助事業の国庫補助金について、 文部科学省に対し て、 継続し て増額の要望を

行う 。 県で実施する 研修において、 在籍校担当者のみなら ず、 受入れ自治体の教育委員

会担当者を対象と し 、 受入れ体制等の構築を 図る 。  

⑸ 学び直し の体制の充実 

○ 生徒の興味・ 関心や能力、 適性など 、 一人ひと り の成長の過程に寄り 添う と と も に、 多様

な学習形態へのニーズに対応し たき め細かな学びを推進し 、 社会での自立に必要と なる 一般

的教養や専門的な知識及び技能を身に付けた、 地域や社会の担い手を育成し ま す。  

○ 宍道高校において、 学び直し に寄与する 基礎的な科目の一層の充実や、 学びに向かう 意欲

を喚起する 魅力ある 教育内容、 日々の教育相談や将来を見通し た進路指導など 、 多様な教育

機会を提供し ま す。  

○ 宍道高校定時制課程午前部において、 少人数指導や日本語指導など 、 き め細かな指導や支

援を行う ために必要な体制や環境を整備し ま す。  

名称 高等学校の定時制・ 通信制課程等における 学び直し  所属 
学校企画課 

学校教育課 

目的 対象 既卒者、 不登校生徒 
目指す 

状態 

学びを あき ら めず、 学びに向かう 生徒

等の受入の充実と 指導・ 支援体制が整

備さ れた状態 

成果 

・ 定時制・ 通信制課程を 設置し ている 高等学校において、 学び直し を 目的と し た生徒を 受

け入れている 。  

・ 義務教育段階の学習内容の定着や、 学び直し 等を 図る ための学校設定科目（ 「 国語入

門」 「 数学入門」 「 英語入門」 など ） や、 生徒の興味や関心ま たは必要性を 踏ま えた学

校設定教科「 総合」 及びその学校設定科目（ 「 社会生活基礎」 「 カ ウ ン セリ ン グ心理

学」 「 も のづく り 」 など ） を開講し ている 。  

・ 少人数指導やＩ Ｃ Ｔ 端末の活用等によ り 、 個別最適な学びを目指し た授業を工夫し てい

る 。  

課題 

・ 入っ た生徒の卒業ま での支援（ カリ キュ ラ ム編成や単位修得など ） が十分にでき ていな

い。  

・ 生徒数の増加によ り 、 多様な教育的ニーズを 持った生徒個々への指導・ 支援が十分に行

き 届かない。  

方向性 

・ 日々の教育相談や将来を 見通し た進路指導など 多様なニーズに即し た教育機会を提供す

る 。  

・ 中学生等への学校見学・ 授業見学の機会を 通じ て、 学び直し の場と し ての定時制・ 通信

制課程について周知を 図る 。  
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３  地域と の協働によ る 学びの充実  

⑴ 地域と の連携・ 協働の推進 

○ 学校運営協議会で議論さ れた、 目指す子ど も の姿や地域の姿が地域学校協働活動で具現化

さ れる よ う 、 地域総がかり で子ども の成長を支える 活動を支援し ま す。  

○ 学校と 地域を つなぐ コ ーディ ネート 機能の充実を図る ため、 コ ーディ ネータ ー等の更なる

人材育成に向けた研修などを市町村等と 連携し て実施し ま す。  

○ 高校魅力化コ ンソ ーシアムの活動が、 各高校や地域の特色を活かし た生徒の学びの充実や

地域の活性化につながる よ う 、 伴走等を 通じ て支援する と と も に、 高校生と 教職員を対象と

し た高校魅力化アンケート の有効活用によ り 、 学校運営の基本方針である グラ ンド デザイ ン

の実現を図り ま す。  

名称 結集！し ま ねの子育て協働プロ ジェ ク ト 事業 所属 社会教育課 

目的 対象 学校、 地域住民 
目指す 

状態 

学校・ 家庭・ 地域の連携・ 協力を 推進

する 各事業が有機的に連携する 仕組み

を 作る こ と によ り 、 地域全体で子ど も

を育む気運のよ り 一層の醸成を 図る 。  

成果 

・ 各市町村において、 多く の地域住民の参画を 得て、 地域学校協働活動が実施さ れてい

る 。  

・ 地域学校協働活動を 円滑かつ効果的に実施する ために、 地域学校協働活動推進員等のコ

ーディ ネータ ー役を 担う 方を対象と する 研修を、 東部・ 西部の社会教育研修セン タ ーと

も 連携し て実施し た。 コ ーディ ネータ ーと し て大切にし たいこ と や、 実践について学ぶ

機会を設定し た。  

課題 

・ 本事業に関わる 地域住民が固定化・ 高齢化し ており 、 事業が広がり にく い状況がある 。  

・ リ ーフ レ ッ ト の配布を 通し て、 本事業の広報に努めている が、 市町村によ っ ては、 地域

と 学校が連携・ 協働する 仕組みづく り や、 事業間の一体的推進が十分でない地域があ

る 。  

方向性 

・ 多様な地域住民が参画する ための仕組みづく り について、 好事例を 情報提供し たり 、 本

事業の積極的な広報を 行っ たり する など 、 多く の地域住民が本事業に参画でき る よ う

に、 市町村に情報提供を行う 。  

・ 各市町村の本事業担当者に対し て、 「 結集！コ ーディ ネータ ー・ 担当者研修」 等の場に

おいて、 事業の目的や他の市町村の好事例を 知る 機会を設ける と と も に、 学校・ 家庭・

地域に関わる 方を はじ め行政の関係者や一般県民など にリ ーフ レ ッ ト を 配布し 、 県全体

への周知を行う 。  

 

名称 教育魅力化人づく り 推進事業 所属 教育連携推進課 

Ｐ 23に記載のと おり  

 

名称 教育魅力化人づく り 推進事業（ 探究学習）  所属 学校教育課 

Ｐ 23に記載のと おり  
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⑵ 地域を担う 人づく り  

○ 「 し ま ね社会教育師認証制度」 「 し ま ね社会教育サポータ ー登録制度」 （ 令和６ 年11月創

設） によ る ネッ ト ワ ーク の構築や学びの場の創出など によ り 地域のリ ーダーと なる 人づく り

を推進し ま す。  

○ 公民館等が実施する 、 子ども や若者が主体的に地域活動に参画し 、 地域と つながり 続ける

こ と ができ る 取組を支援し ま す。  

○ 人づく り の拠点と なる 公民館等の機能強化や活動の充実を支援し ま す。  

○ ふる さ と 教育等を 通し て、 地域に対する 愛着や誇り 、 貢献意欲を育むと と も に、 教科等の

学びを深め、 子ど も たちの実行力を育成し ま す。  

○ 高校では、 大学や企業と 連携し た探究的な学びや、 将来を見据えたキャ リ ア教育を 行う こ

と によ り 、 地域や産業界を支える 人材育成を推進し ま す。 特に、 専門高校（ 専門科系総合学

科高校を 含む） においては、 地域のニーズに応じ た即戦力と なる 人材の育成にも 取り 組みま

す。  

名称 教育魅力化人づく り 推進事業 所属 教育連携推進課 

Ｐ 23に記載のと おり  

 

名称 教育魅力化人づく り 推進事業（ 探究学習）  所属 学校教育課 

Ｐ 23に記載のと おり  

 

名称 社会教育士養成・ 育成事業 所属 社会教育課 

目的 対象 

・ 教員  ・ 県市町村職員 

・ 社会教育関係者 

・ 地域づく り 関係者 

目指す 

状態 

社会教育に関わる 知見やス キルを 有し

ている 社会教育主事（ 士） を 養成・ 育

成し 、 資質向上を図る 。  

成果 

・ 島根大学（ 高等教育機関） と 連携し 、 様々な地域・ 職域から 希望者が受講でき る 体制を

整えた。  

・ 県及び市町村職員、 社会教育施設職員、 コ ーディ ネータ ー、 民間事業者等、 多様な分野

において継続的な社会教育士の育成が進んだ。  

・ 県内社会教育主事・ 士を 対象と し た研修会を 開催し 、 社会教育主事・ 士の資質・ 能力を

向上する こ と ができ た。  

・ 「 し ま ねの人づく り 大交流会」 では、 県内全体の社会教育人材が一堂に会し 、 講演や事

例発表等を通じ て、 学びと 交流を深めた。  

課題 

・ 多様な分野で受講希望者は一定程度いる が、 教員籍の社会教育主事講習希望者は減少し

ている 。  

・ 研修機会や「 し ま ね社会教育認証・ 登録制度」 を活用し て、 社会教育人材を中心と し た

ネッ ト ワ ーク 化は進んでき ている が、 社会教育主事や有資格者が中心で、 多様な分野の

人材への広がり は限定的である 。  

方向性 

・ 学校・ 家庭・ 地域の連携・ 協働を推進する 上での社会教育主事の有用性を 施策説明会等

の機会に周知する 。  

・ 社会教育主事・ 有資格者を通じ たネッ ト ワ ーク や各種研修の機会を 活用し 、 受講者の掘

り 起こ し に努める 。  

・ こ れま で以上に多様な社会教育人材等のネッ ト ワ ーク 化を 図る ために、 「 し ま ねの人づ

く り 大交流会」 を 、 形態を 工夫し ながら 継続開催する と と も に、 各種研修を 活用し て

「 し ま ね社会教育人材認証・ 登録制度」 を 積極的に広報する 。  

 

⑶ 社会教育における 学びの充実 

○ 社会教育士の活動内容や成果についての理解促進を図る ため、 高等教育機関等と 連携し た

情報発信を行う と と も に、 社会教育士の知識・ 技術の向上に努め、 地域課題解決に取り 組む

社会教育士等の養成・ 育成を図り ま す。  

○ 「 し ま ね社会教育師認証制度」 「 し ま ね社会教育サポータ ー登録制度」 （ 令和６ 年11月創

設） によ り 、 社会教育人材の育成を推進する と と も に、 ネッ ト ワ ーク の充実を図り ま す。  

○ 社会教育研修センタ ー等において、 地域における 住民の学びや実践活動を支援する 指導者

を育成する と と も に、 社会教育の振興や生涯学習の推進を 図る 市町村等への支援や、 情報提

供や相談対応等の取組を推進し ま す。  
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○ 地域づく り を 担う 人づく り の基盤と なる 市町村等の社会教育基盤強化を図る ため、 社会教

育に関わる 人材のス キルアッ プに取り 組む市町村等を支援する と と も に、 取組の成果等を展

開し ま す。  

○ 様々な人権課題に対し て、 関係機関と 連携し ながら 、 幅広い年代に対する 学習機会の充実

を図り ま す。  

○ 児童生徒の文化・ 芸術活動に対する 顕彰制度等によ り 、 青少年の文化活動の推進を 図る と

と も に、 文化庁や文化団体と 連携し て、 児童生徒に多様かつ優れた文化芸術に親し む機会を

提供し ま す。  

名称 社会教育総合推進事業 所属 社会教育課 

目的 対象 
・ 県、 市町村 

・ 県民（ 被表彰者）  

目指す 

状態 

・ 生涯学習社会の構築を めざ し 、 社会

教育行政及び生涯学習振興行政を 推

進する ための体制を 構築する  

・ 表彰によ り 、 意欲を 高める と と も

に、 活動の裾野を 広げる  

成果 

・ 社会教育委員の会議の年２ 回開催を 継続し 、 今日的な課題をと ら えたテーマを 設定し て

充実し た意見交換につながった。  

・ 優良少年団体の被表彰団体数は、 前年と 同数であった。  

課題 

・ 県社会教育委員の会での意見や協議内容を 、 市町村社会教育担当課や市町村社会教育委

員に十分に共有でき ていない。  

・ 優良少年団体表彰の被推薦団体数が伸び悩んでいる 。  

方向性 

・ 県社会教育委員の会で出た意見や協議内容を 、 県社会教育委員連絡協議会において情報

提供する と と も に、 議事録等を 活用し 、 各市町村社会教育担当課に伝わる よ う 努める 。

ま た、 各地区の事務局長や担当者に本協議会の理事会に参加を 要請し 、 と も に協議し な

がら 取組の改善を 図る 。  

・ 本表彰の意義を 推薦団体へ向けて、 改めて、 定期的に周知する こ と で、 被推薦団体の掘

り 起し を 図る 。 ま た、 各市町村の派遣社会教育主事等と 連携を 深め、 県内各地の少年団

体の活動状況把握に努める 。  

 

名称 社会教育士養成・ 育成事業 所属 社会教育課 

Ｐ 43に記載のと おり  

 

名称 社会教育研修センタ ー事業 所属 社会教育課 

目的 対象 
社会教育関係者（ 担当者・ 指導者

等）  

目指す 

状態 

・ 地域課題解決や学校・ 家庭・ 地域の

連携・ 協働の推進に向けた専門的ス

キルを習得さ せる 。  

・ 知識や技術の深化及び資質、 実践力

によ る 社会教育の推進。  

成果 

・ 各研修・ 講座のアンケート 結果の分析と 検証を 実施する と と も に、 「 生涯学習推進施設

運営委員会」 における 意見を 参考に、 研修内容の見直し や関係者への情報提供の迅速化

に引き 続き 取り 組んだ。  

・ ま た、 各研修・ 講座の受講生が集い、 それぞれの実践を 紹介し 合う こ と を 通し て、 社会

教育人材の更なる ス キルアッ プ、 ネッ ト ワ ーク 構築を 進めていく ため、 交流の場（ 受講

生同窓会） を 設定し た。  

・ その他、 オンラ イ ンを活用し た離島対応や市町村の実態に応じ た支援を行っ た。  

課題 

・ 市町村ごと の研修参加状況に、 ばら つき がある 。  

・ よ り 短時間、 短期間で効率よ く 学びたいと いう ニーズが高ま っ ており 、 シリ ーズ講座を

敬遠する 傾向も ある 。  

方向性 

・ 市町村の社会教育所管課に対し て、 引き 続き 研修や社会教育関係者間の交流の重要性を

訴えていく 。 ま た、 次年度の研修計画を でき る だけ早く 市町村を通じ て広く 周知し 、 そ

れぞれの所属の次年度研修計画へ計画的に位置づけても ら える よ う 、 積極的な働き かけ

を行う 。  

・ 各研修・ 講座のアンケート 結果の分析と 検証を も と に、 研修内容の見直し や実施形態等

について検討する 。 ま た、 オンラ イ ンを 活用し た学びの場の提供も 引き 続き 実施し てい

く 。  
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⑷ 家庭教育支援の推進 

○ 幼児教育施設、 小学校、 中学校、 高等学校、 特別支援学校やＰ Ｔ Ａ 等と 連携し た「 親学プ

ロ グラ ム」 、 「 親学プロ グラ ム２ 」 の活用によ り 、 子育てに関する 学習機会の場と し てだけ

でなく 、 保護者の学びの場やつながり づく り の場の充実を図り ま す。  

○ 市町村や社会教育施設と 連携し ながら 、 親子での参加型行事やボラ ンティ ア活動、 体験活

動等のプロ グラ ムを展開し ま す。  

○ 「 親学プロ グラ ム」 を進行する 親学フ ァ シリ テータ ーや、 保護者に関わる 活動に参加し て

き た地域住民が「 親学プロ グラ ム 」 にと ど ま ら ず、 新たな家庭教育支援の取組に向かう こ と

ができ る よ う 、 市町村の取組に対し て支援する と と も に好事例を展開し ま す。  

名称 家庭教育の支援体制整備事業 所属 社会教育課 

目的 対象 県民（ Ｐ Ｔ Ａ 会員等）  
目指す 

状態 

Ｐ Ｔ Ａ 連合会同士の情報共有や合同研

修を 通し て、 学校・ 家庭・ 地域社会が

一体と なっ て「 地域の子ど も を 地域で

育てる 」 機運の一層の醸成を 図り 、 家

庭教育の支援体制を 構築する 。  

成果 

・ 連絡協議会において、 各Ｐ Ｔ Ａ 連合会の活動状況や課題など について、 意見交換を 行う

こ と で連携強化に努めた。  

・ 合同研修会について、 前年度の連絡協議会や会員等から の意見を 参考に、 ニーズに合っ

た講師やテーマを 選定し て実施し た。  

・ 合同研修会では、 新たに参加者同士でＰ Ｔ Ａ 活動の工夫や想いについて情報交換する 場

を設定する こ と で、 新たな視点や実践のヒ ント を 得る 機会と なっ た。  

課題 

・ 合同研修会の参加者の多く が各学校のＰ Ｔ Ａ 役員の参加に留ま っ ており 、 一般会員の保

護者の参加者が少ない傾向にある 。  

・ 一般会員が参加し たく なる 研修テーマの設定や講師の選定が十分に行えていない。  

方向性 

・ 連絡協議会での意見交換や参加者アンケート を も と に、 一般会員にも 興味をも っても ら

える よ う なテーマの設定を 行う と と も に、 各Ｐ Ｔ Ａ 連合会と 連携し て、 研修会の周知や

広報を強化し ていく 。  

⑸ 体験活動の充実 

○ 県立青少年の家や県立少年自然の家において、 幼児期から 発達の段階に応じ た多様な自然

体験活動や集団宿泊体験の充実を 図り 、 実施方法や周知を 工夫する と と も に、 国立三瓶青少

年交流の家の利用を促進し 、 すべての子ど も たちが体験活動を経験する 機会を確保し ま す。  

○ 子ど も たちにと っ て身近な場所で体験活動ができ る よ う 、 公民館や関係団体等に対し 、 活

動の場の創出や好事例の横展開への支援、 体験プロ グラ ム 作成等に関する 指導助言等を行い

ま す。  
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名称 青少年の家事業 所属 社会教育課 

目的 対象 県民（ 施設利用者）  
目指す 

状態 

青少年の心身の健全な育成と 県民の教

養と 文化の向上を図る 。  

成果 

・ 改修工事のため、 秋のサンレ イ ク フ ェ ス ティ バルを 艇庫周辺で実施する など 工夫し 、 お

おむね目標ど おり の利用者数と なっ た。   

・ 改修工事期間に実施し たア ウ ト リ ーチ型支援事業では、 当初の予想を 大き く 上回る

1, 828名の利用があっ た。  

課題 
・ 利用者数は減少傾向であり 、 目標達成のために、 今後は学校行事以外の利用者を増やし

ていく 必要がある 。  

方向性 

・ 学校の宿泊研修に加え、 企業や、 ス ポーツ 、 音楽、 文化活動等を 行う 団体を積極的に受

け入れる 。  

・ 指定管理者と も 連携し 、 研修受け入れに必要なス タ ッ フ の確保を 進める 。  

・ 令和７ 年度のアウ ト リ ーチ型「 出前講座」 の利用者を 、 青少年の家での施設利用に繋げ

ていく 。  

・ 既存の「 地域の体験活動支援事業」 についても 、 「 みんなでチャ レ ンジ！し ま ねを 創る

人づく り 支援事業」 （ 体験活動型） と も 合わせ、 更なる 活用団体増に向けて積極的な広

報を 行っ ていく 。  

・ 研修を通し た体験活動における 支援の質の向上、 新プロ グラ ム の活用と 更なる 充実を 図

る と と も に、 丁寧な対応を 心がけ、 利用促進につなげる 。  

・ Ｈ Ｐ やSＳ Ｎ Ｓ （ LI NE） を 活用し て、 プロ グ ラ ム や主催事業等の案内を 積極的に発信す

る 。  

 

名称 少年自然の家事業 所属 社会教育課 

目的 対象 県民（ 施設利用者）  
目指す 

状態 

青少年の心身の健全な育成と 県民の教

養と 文化の向上を図る 。  

成果 

・ 入所団体の代表者と ねら いの共有を 行い、 それぞれの団体の実態に応じ た指導・ 支援を

行う よ う 努めた。 ま た、 ねら い達成のための研修計画の検討、 日程の再調整や研修内容

の変更等、 丁寧な対応を 心がけた。 その結果、 引率者アン ケート では、 「 研修における

ねら いの達成」 について、 97％の肯定的回答を 得た。 さ ら に、 職員の対応については、

100％が「 満足」 と 回答し ていた。  

・ 令和7年度は「 開所50周年記念オープン デー」 を 開催し 、 広く 県民に施設開放を し た。

県政情報番組「 し ま ね家の回覧板」 やラ ジオ、 I nst agr am、 LI NEの活用等、 広報活動の

推進によ り 、 651名の来所があっ た。 ま た、 年10回の開放デー「 わく わく 外遊びデー」

にも 多く の来所があり 、 体験活動の普及及び当所の利用促進に一定の成果があった。  

課題 

・ 「 開所50周年記念オープンデー」 の開催や広報の充実の成果によ り 、 入所者数は令和６

年度に比べて1, 343名増加し た。 団体数も 276団体から 284団体と 、 8団体増加し た。 一方

で、 幼稚園・ 保育所の入所者数、 中学校、 個人（ 家族） の入所者数、 入所団体数は減少

傾向にある 。  

方向性 

・ 入所団体のねら いが達成でき る よ う 、 相談やニーズを 捉えた対応を 続ける と と も に、 充

実感・ 達成感を味わえる よ う 、 支援方法や活動内容の改善を図る 。  

・ 幼稚園・ 保育所等、 就学前の子ど も たちの体験活動推進に向け、 園長会への訪問や市内

保育所へのアンケート 等を 実施し てニーズを 捉え、 プロ グラ ムの見直し や充実を図る 。  

・ 他機関と も 連携し ながら 、 効果的な広報を続けていく 。  

・ 冬季は季節柄入所者数が比較的少ないため、 アウ ト リ ーチ型プロ グラ ムを 積極的に実施

し 、 県内のよ り 多く の子ど も たち（ 未就学児、 不登校傾向・ 障がいのある 子ど も たちを

含む） の体験活動を 推進し ていく 。  

 

名称 青少年文化活動推進事業 所属 社会教育課 

目的 対象 児童・ 生徒 
目指す 

状態 

「 豊かな心」 を 育むと と も に、 次代の

文化活動の担い手を 育成する 。  

成果 ・ 青少年芸術文化表彰及び児童生徒学芸顕彰の被表彰団体（ 個人） 件数は、 減少し た。  

課題 ・ 青少年芸術文化表彰及び児童生徒学芸顕彰への推薦件数が少ない。  

方向性 
・ よ り 多く の児童・ 生徒・ 指導者を表彰・ 顕彰する ために、 引き 続き 推薦に該当する 大会

や成績・ 賞位の点検を 行い、 市町村への情報提供を行う 。  
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４  教育の基盤と なる 環境の整備と 充実 

⑴ 学びを支える 指導体制の充実 

○  高校生を 対象に教職の魅力を 伝える 「 教員志望セミ ナー」 の開催や、 大学１ 、 ２ 年生を

対象と し た学校体験・ 実習の実施、 県外の大学と の連携、 「 し ま ねの先生ナビ」 を 活用し た

教員の魅力発信等によ り 、 教員志望者の裾野拡大の取組を推進し ま す。  

○ 教員採用試験の実施時期の早期化や年度途中での特別選考試験の実施等、 教員確保に向け

た直接的な取組と 、 働き 方改革及び若手教員へのサポート 強化等をあわせて推進し ま す。  

○ 教員が子ど も たち一人ひと り の状況を 丁寧に把握し 、 組織的にき め細かな指導が実現でき

る よ う 、 少人数学級編制を実施する と と も に、 非常勤講師やサポート 人材を配置し ま す。  

○ ス ク ールカウ ンセラ ーやス ク ールソ ーシャ ルワ ーカーなど の専門家の効果的な活用によ

り 、 組織的な支援体制の充実を図り ま す。  

名称 小学校、 中学校少人数学級編制 所属 学校企画課 

目的 対象 

31人以上学級の小学校１ 年生 

33人以上学級の小学校２ 年生 

36人以上学級の中学校１ 年生 

39人以上学級の中学校２ ・ ３ 年生 

目指す 

状態 

個に応じ たき め細かな指導によ り 、 基

礎・ 基本の確実な定着や、 個性を 生か

す教育の充実を 図る 。  

成果 

【 少人数学級編制】  

対象： 小学校１ ・ ２ 年生、 中学校１ ～３ 年生 

・ 児童生徒の交友関係が把握し やすく なり 、 児童同士、 生徒同士の人間関係づく り に役立

てる こ と ができ た。  

・ 学習面で個に応じ た支援が行いやすく 、 基礎・ 基本の習得も 進み学習意欲の向上を 図る

こ と ができ た。  

・ 日常の声かけの機会や教育相談で一人ひと り と 話す時間が増え、 児童生徒の話し たい気

持ちに応える こ と ができ 、 心の安定を図る こ と ができ た。  

・ 保護者への対応や連携がと り やすく 、 配慮を 要する 児童生徒に必要な支援をする こ と が

でき た。  

【 少人数学級編制代替支援事業】 ( 常勤・ 非常勤講師配置)  

対象： 小学校１ ・ ２ 年生、 中学校１ 年生 

・ 児童生徒一人ひと り の動き に目が行き 届き やすく 、 積極的な生徒指導を 進める こ と によ

り 児童生徒間のト ラ ブルの深刻化を 防ぐ こ と ができ た。  

・ 児童生徒一人ひと り の理解の程度や習熟の度合いに応じ た繰り 返し の指導によ り 、 基

礎・ 基本と なる 学力の定着を図る こ と ができ た。  

課題 

・ き め細かな指導を 行う ためには事前の準備が必要不可欠であり 、 その準備のために時間

を要する こ と が課題である 。  

・ 一人ひと り に応じ たき め細かな学習指導について、 少人数だから こ そでき ている 細かな

見取り や指導について、 多人数であっ ても でき る よ う にポイ ント を 絞って検証する 必要

がある 。  

方向性 

・ 少人数学級編制基準の見直し 実施に伴い、 令和３ 年度よ り ス ク ールサポート 事業は廃止

し 、 後継的事業と し て、 小学校１ ・ ２ 年生及び中学校１ 年生において少人数学級編制を

実施し ない場合に常勤又は非常勤講師を 配置する 少人数学級編制代替支援事業を 実施し

た。 令和４ 年度に中学校２ 年生の生徒人数基準の見直し を 行っ ている 。 令和８ 年度よ

り 、 中学１ 年生から 学年進行で35人学級が実施さ れる 。 令和８ 年度は、 中学校１ 年生に

係る 少人数学級編制は行わないこ と と する 。  

・ 今後、 学校現場の実情に応じ て柔軟な教員配置が行えたか効果検証を行う と と も に、 課

題解決対応のための教員加配の効果的な配置を行い、 事業改善につなげる 。  

 

名称 「 し ま ね教育の日」 推進事務 所属 教育庁総務課 

目的 対象 県民 
目指す 

状態 

本県教育の諸課題解決に向け、 県民一

体で取り 組む機運醸成が図ら れた状態 

成果 
・ 市町村等に対し て、 「 し ま ねの教育の日」 にちなんだ活動促進の働き かけを 行ったこ と

によ り 、 参加者数は、 前年度並みの参加者を 確保し た。  

課題 
・ 市町村、 各教育関係機関等の「 し ま ね教育の日」 にちなんだ活動への意識に濃淡があ

る 。  
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方向性 
・ 市町村、 各教育関係機関等が「 し ま ね教育の日」 にちなんだ活動の趣旨を 理解し 、 活動

を積極的に進めても ら う よ う に働き かけを 行う 。  

 

名称 中学校ク ラ ス サポート 事業 所属 学校企画課 

目的 対象 大規模中学校1年生 
目指す 

状態 

環境が大き く 変化する 中学校第１ 学年

で の生活・ 学習面を き め 細か く 支援

し 、 中学校１ 年生が充実し た学校生活

を送れる よ う にする 。  

成果 

・ Ｃ Ｓ Ｔ が学習の遅れがちな生徒へ個別の支援、 指導を行う こ と ができ 、 生徒の学習意欲

が高ま る こ と で基礎・ 基本の定着につながっ た。  

・ Ｃ Ｓ Ｔ と 学級担任と の情報交換を 通じ て、 いじ めや問題行動、 学校への不適応を未然に

防ぐ こ と ができ た。  

・ 生徒間の問題を 早期に発見し 、 素早い支援に結び付ける こ と ができ た。  

・ 支援方法や内容、 教科等について学年部等と 事前に打ち合わせを 行い、 余裕を も っ て支

援にあたる こ と ができ る 体制ができ た。  

課題 

・ Ｃ Ｓ Ｔ の見立てや支援の状況について学年部等で共通理解を 図ろう と 努めている が、 じ

っく り 話す時間や相談する 時間を十分に確保でき ていない状況がある 。  

・ 時間割の都合上、 支援が必要な学級が重なる こ と があり 、 継続し た学習支援を 行う こ と

が難し い場面があっ た。  

方向性 

・ Ｃ Ｓ Ｔ の勤務時間が限ら れている ため、 学年部等と 対話を し ながら 支援の方向性を 考え

ていく 時間が十分に確保でき ていない学校も ある こ と から 、 情報共有や指導の方向性の

共通理解の時間を 確保する よ う 働き かける 。 ま た、 各学校でＣ Ｓ Ｔ を 学校組織に中に位

置づけら れ組織的な支援体制が構築さ れている かを 、 学校訪問等を と おし て引き 続き 確

認、 指導を行う 。  

 

名称 進路希望実現のための講師配置事業 所属 学校企画課 

目的 対象 

・ 専門高校及び就職者の多い普通

科高校の合計22校 

・ 進学者の多い普通科高校14校 

 

目指す 

状態 

・ 進路指導担当者の授業時間数を 軽減

し 、 進路指導、 特に 就職指導の 充

実・ 強化を図る 。  

・ 生徒へのき め細かい指導、 教員の授

業力の向上を 図り 、 生徒の進路希望

実現に向けた支援の強化を 図る 。  

成果 

・ 進路指導代替講師を 配置し 進路指導主事等の授業時数が軽減さ れたこ と で、 事業所と 面

談を 行う ための時間を確保する こ と ができ 、 進路指導主事等の企業訪問回数が前年と 比

較し て１ 校当たり の平均で約５ 回増加し た。 ま た、 企業と の接触が増えたこ と によ り 就

職希望生徒と 企業と のミ ス マッ チの予防が図ら れる など 、 就職希望者への指導の充実が

図ら れた。  

・ 教科指導充実講師が配置さ れ、 少人数指導や習熟度別指導等個々の生徒の学力の向上に

資する き め細かい指導と と も に、 大学入試に対応する ための個々の生徒指導の充実が図

ら れた。  

課題 

・ き め細かい進路指導を 行う ために必要な、 教職員が生徒一人ひと り に対応する 時間は未

だに不足し ている 。  

・ 生徒がよ り よ い進路選択・ 進路実現を 行う ために必要な事業所等の情報共有や、 大学入

試改革に対応し た進路指導の研究はま だ十分進めら れていない。  

方向性 
・ 必要な時間分の非常勤講師を 人員や時数など 柔軟に対応し て配置する 。  

・ 県西部の学校に適切な非常勤講師の配置を行う 。  
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⑵ 教職員の人材育成 

○ 全ての教職員に対し 、 「 島根県公立学校教育職員人材育成基本方針」 （ 令和６ 年４ 月改

定） や「 島根県公立小・ 中・ 義務教育学校事務職員人材育成基本方針」 （ 令和６ 年２ 月改

定） の周知を図る と と も に、 キャ リ アス テージごと に育成すべき 姿を示し た育成指標をも と

に、 採用段階から 系統的かつ一貫性のある 人材育成を推進し ま す。  

○ 教職員が探究心を も って学び続け、 子ど も たちの主体的な学びを支援する 指導力や様々な

教育課題に対応でき る 専門性を高める こ と ができ る よ う 、 教職員研修の内容や研修方法の工

夫・ 改善を図り ま す。  

○ 採用時から ミ ド ルリ ーダー、 主幹教諭、 副校長・ 教頭、 校長ま で、 教職員に段階的に実施

する 学校マネジメ ント 研修の一層の充実を図り ま す。  

○ 「 学校管理職等育成プロ グラ ム」 （ 令和６ 年３ 月改定） を踏ま えた、 学校マネジメ ント を

中心と し た研修の実施によ り 、 管理職等の育成を推進し ま す。  

名称 専門的知識習得事業 所属 学校企画課 

目的 対象 教育職員 
目指す 

状態 

よ り 高い専門的な知識を 身につける こ

と によ り 、 資質及び指導力の向上を 図

る 。  

成果 

・ 大学院派遣については、 オリ エン テーショ ン実施によ る 本事業の目的の周知行った。  

・ 大学院派遣を 通し た専門的知識の習得が、 ミ ド ルリ ーダーの育成につながった。 ま た、

院生によ る 成果報告会や情報交換会等を 通し て、 県教委と 大学が情報交換を 行い、 現職

教員の継続的な派遣つながった。  

・ 現職教員派遣を 通し た専門的知識の習得が、 管理職等の育成につながっ た。 ま た、 指導

主事によ る 研修講座参観後の振り 返り や情報交換会を 通し て、 県教委と 大学が成果等を

共有する こ と で、 主幹教諭の継続的な派遣につながっ た。  

・ 認定講習については、 定員数を 大幅に増やし て応募し やすい環境づく り に努めた結果、

講者数は微増し た。  

課題 

・ 大学院派遣及び現職教員派遣について、 地域・ 校種によ っ ては研修希望が出にく い傾向

がある 。  

・ 認定講習については、 講習科目によ っ て受講割合にかなり の開き が見ら れ、 全体と し て

は伸び悩んでいる 。  

方向性 

・ 大学院派遣及び現職教員派遣について、 大学と 連携し て研究主題の明確化やプロ グラ ム

等の充実、 日程の工夫を行う 。 今後、 派遣する 年齢や時期について検討する 。  

・ 認定講習については、 指導大学である 島根大学や特別支援教育課、 各講師など と 受講割

合を 引き 上げら れる よ う な開設科目や定員数、 開催日程の検討（ 夏季休暇期間や土日で

の開催） 及び調整を 進めていく 。  

 

名称 教職員研修事業 所属 学校教育課 

目的 対象 
公立小・ 中・ 義務教育学校及び県

立学校の教職員 

目指す 

状態 

・ 教職員が主体的に研修を 受講する 意

欲を も つと と も に、 教職員と し ての

資質能力が向上する 。  

・ 校内研修やＯ Ｊ Ｔ が活性化する 。  

成果 

・ 令和７ 年度に大幅な見直し を 行った６ 年目研修について、 受講者や学校の負担が減り 、

６ 年目選択研修で主体的に研修を 選んで受講する 機会と なっ たと 、 概ね肯定的な反応が

得ら れた。  

・ 小中義務教育学校の学校訪問について、 日程調整を し ながら 、 希望する 学校訪問のほと

んど すべてを 実施でき ている 。  

・ 出前講座について、 令和７ 年度ま では教育センタ ーが開講する 講座は第２ 希望ができ な

かっ たが、 令和８ 年度から は希望でき る よ う に変更し 、 ニーズに応えら れる よ う 改善し

た。  

課題 

・ 学校現場の教職員の多忙感から 、 学校を 空ける こ と に抵抗があ り 、 研修に出かける 意

識・ 意欲が高ま ら ない。  

・ 出前講座は、 学校が希望する 期日が一定の時期に集中し がちであり 、 学校の希望の日程

に実施でき ないこ と も ある 。  
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方向性 

・ 学校現場における 問題の解消や、 学校・ 教職員のニーズに応じ た研修の企画・ 実施及び

改善を行う 。  

・ 集合、 オンラ イ ン、 オンデマンド 、 ハイ ブリ ッ ト 等、 状況に応じ た研修形態の創意工夫

を行う 。  

・ 出前講座の２ 次募集を 実施し 、 下期において学校の希望にあわせて出前講座ができ る よ

う 調整を 図る 。  

・ 研修内容に対する 方法の適正化を図る 。 知識伝達を 中心と し た研修はオン デマンド 、 対

話を 中心と し た研修は集合等、 研修内容に即し た実施方法を検討する 。  

・ 市町村教育委員会担当者や学校の管理職に対し て、 研修受講奨励の働き かけを 行う 。  

 

名称 教育センタ ー調査研究事業 所属 学校教育課 

目的 対象 
公立小・ 中学校及び義務教育学

校、 県立学校の教職員 

目指す 

状態 

本県教育の課題や実態に即応する 開発

的かつ実証的・ 実践的な調査・ 研究を

行う こ と によ り 、 その成果が学校教育

の場で 生かさ れる よ う に する と と も

に、 指導主事等の力量形成を図る 。  

成果 

・ 令和７ 年度教育研究発表会を 島根県教育センタ ー、 島根県教育セン タ ー浜田教育センタ

ー共催でラ イ ブ・ アーカイ ブ配信によ り 実施。  

・ 目標値350回に対し 、 実績値512回の状況。  

課題 
・ 学校現場にいる 教職員に教育研究発表会への参加（ 視聴） に係る 情報提供や、 申込期間

の配慮等が十分でない可能性がある 。  

方向性 

・ 令和８ 年度教育研究発表会を 、 引き 続き 、 島根県教育センタ ー、 島根県教育センタ ー浜

田教育センタ ー共催のラ イ ブ・ アーカイ ブ配信形式で実施する 。  

・ 中心的な視聴者と なる 教職員が視聴の機会を 確保でき る よ う 、 申込期間や配信期間を 延

長する 。  

・ 各種研修会において宣伝等の案内チラ シ配布以外に効果的な周知を行う 。  
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⑶ 働き 方改革の推進 

○ 個々の学校の実態を き め細かに把握する と と も に、 教員にし かでき ない業務、 教員でなく

ても でき る 業務の精査など 、 学校が担う 業務の適正化や平準化の取組を 推進する こ と によ

り 、 教職員が子ど も たちと 向き 合う 時間を確保し ま す。  

○ 県立高校においては、 入学者選抜における イ ンタ ーネッ ト を活用し た出願シス テムの導入

やデジタ ル採点シス テムの活用など によ り 、 教職員の負担軽減を図り ま す。  

○ 部活動における 地域人材や、 教頭マネジメ ン ト 支援員など 、 外部サポート 人材の更なる 活

用に取り 組むと と も に、 年次有給休暇や男性の育児休業等の取得促進など 多様な働き 方を検

討・ 推進し ま す。  

○ 学校及び教員が担う 業務の３ 分類、 「 基本的には学校以外が担う べき 業務」 「 学校の業務

だが、 必ずし も 教師が担う 必要のない業務」 「 教師の業務だが、 負担軽減が可能な業務」 や

「 共同メ ッ セージ」 の内容を広く 県民に広報、 啓発する こ と で、 保護者や地域に理解と 協力

を求めていき ま す。  

名称 地域人材を活用し た指導力等向上事業 所属 学校企画課 

目的 対象 
公立小・ 中・ 義務教育学校及び県

立学校の教職員 

目指す 

状態 

教員が担う 業務のう ち、 事務作業等を

行う 会計年度任用職員等を 配置する こ

と によ り 、 教職員の負担軽減を 図る と

と も に、 よ り 児童生徒への指導や教材

研究等に注力でき る 体制を 整備し 教育

の質の向上を 図る 。  

成果 

・ 各市町村に対し てス ク ール・ サポート ・ ス タ ッ フ の配置を 働き かけたこ と によ り 、 令和

５ 年度11市町村、 令和６ 年度17市町村、 令和７ 年度から は18市町村で配置さ れた。  

・ 各市町村に対し て教頭マネジメ ン ト 支援員の配置を 働き かけ、 令和６ 年度２ 市町村２

校、 令和７ 年度から は２ 市町村３ 校で配置さ れている 。 ま た、 県立学校では令和７ 年度

から ４ 校に配置し ている 。  

・ 校内コ ンサルタ ント 養成業務委託について、 令和５ 年度20校、 令和６ 年度７ 校、 令和７

年度は13校での実施に加え、 新たに管理職研修等で４ 回開催し た。 令和８ 年度について

は、 管理職研修における 回数を 増やし ていく 。  

課題 

・ ス ク ール・ サポート ・ ス タ ッ フ の任用に際し 、 一部の学校で採用不調（ 任用条件や人材

不足等） と なる 事例や、 補助対象外経費（ 社会保険料や交通費等） について、 市町村負

担が必要と なる こ と から 、 希望する 学校へ配置でき ない事例がある 。  

・ 教頭マネジメ ン ト 支援員の任用に際し 、 非常勤講師等の配置と 競合する など 、 人材不足

を原因と し 、 配置が進みにく い状況にある 。  

方向性 

・ ス ク ール・ サポート ・ ス タ ッ フ の任用に際し て、 １ 人を 複数校へ配置する こ と や拠点校

方式など 他県の好事例を 紹介する ほか、 外部委託と ス ク ール・ サポート ・ ス タ ッ フ の役

割分担を 促すこ と で必要な学校へ必要な時間数を 配置でき る よ う 取り 組む。  

・ 教頭マネジメ ント 支援員の配置に際し ては、 好事例の横展開を 強化する 。  
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⑷ 学校危機管理体制の充実 

○ 様々な危機管理事案が発生する こ と を 想定し て「 学校危機管理の手引」 の点検や見直し を

行う と と も に、 学校においては、 外部の専門家を 招いての実地訓練の実施、 警察や消防、 医

療機関など の関係機関と 連携する こ と によ る 危機管理体制の充実を図り ま す。  

○ 子ど も たちや保護者が安全点検に参加する こ と など によ り 、 身近な生活における 安全行動

の能力の向上に向けた取組を推進し ま す。  

○ 通学路等における 、 学校・ 警察・ 地域等と の連携によ る 危険箇所の把握や、 交通安全の取

組を推進し ま す。  

○ 校内における 相談体制の充実を図る と と も に、 必要に応じ てス ク ールカウ ンセラ ー等の専

門家と 連携し ながら 児童生徒や教職員の心のケアに努めま す。  

名称 学校危機管理対策 所属 教育庁総務課 

目的 対象 学校、 教育機関等 
目指す 

状態 
事案発生時の実動力を 確保する 。  

成果 

・ 島根原発30ｋ ｍ圏内の全ての学校が作成し た原子力災害発生時の対応を 定めたマニュ ア

ル（ 以下「 原子力災害対応マニュ アル」 と いう 。 ） の実効性を 高める ため、 各県立学校

及び関係４ 市教育委員会と 情報伝達訓練を 行った。  

課題 
・ 各学校が作成し た原子力災害対応マニュ アルに沿っ た手順で対応でき る よ う 、 実態に合

わせ見直し を 促す必要がある 。  

方向性 

・ 今後も 原子力災害対応マニュ アルの実効性を 担保する ため同様の訓練を 実施する と と も

に、 地域防災計画の変更等がある 場合には原子力災害対応マニュ アルの改訂作業の支援

を行う 。  

 

名称 学校安全確保推進事業 所属 学校教育課 

目的 対象 県内の公立学校児童生徒 
目指す 

状態 

学校（ 登・ 下校を 含む） での安全を 確

保する 。  

成果 

・ 毎年開催する 災害安全研修における アンケート 評価の結果から 学校安全についての理解

は進みつつあり 、 研修によ る 学校安全に対する 理解の深ま り は目標達成の水準にある 。  

・ 本県は、 他府県に比べて自然災害が少なく 、 教職員の災害安全、 防災教育に関する 意識

は、 他府県に比べて高いと は言い難い状況である 。 研修を 通し て国内の先進的な実践等

から 新たな災害安全に係る 知見を得る こ と は大き な意義がある 。  

課題 

・ 研修参加者が、 研修で得た学びを自校にど う 還元し 、 学校組織と し ての情報共有や体制

の見直し など を ど う 進めていく か検討する 必要がある 。 訓練や危機管理マニュ アルの見

直し を 進める 学校は増えてき ている が、 教職員の意識や業務への負担感等も あり 、 学校

の対応が進んでいない状況も 見受けら れる 。  

・ 登校時の交通事故や、 学校生活で救急搬送を 伴う 事故等も 発生し ている 。  

方向性 

・ 学校安全担当者への研修について、 児童生徒自身の安全に対する 意識の向上に向けた指

導方法など 、 内容を 充実さ せる 。  

・ 学校へ児童生徒の安全確保について、 通知等によ り 注意喚起を 行う 。  

・ 児童生徒が安全確保の方法について理解し 、 自ら 安全行動がと れる よ う 、 各学校におけ

る 安全教育の取組を 推進する 。  
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⑸ 学校施設の環境改善の推進 

○ 小中学校において、 耐震化など の防災対策や特別教室等へのエアコ ン設置など の必要な整

備が推進さ れる よ う 、 補助要件の緩和等の財政支援の充実について、 国への要望を 行う など

市町村の取組を支援し ま す。  

○ 県立学校において、 老朽化し た施設の改修に加え、 ト イ レ 洋式化や特別教室へのエアコ ン

設置、 照明器具のＬ Ｅ Ｄ 化など の環境改善を、 優先度を判断し ながら 計画的に実施し ま す。  

○ 浜田養護学校について、 校舎の老朽化や狭あい化の解消、 実習施設の充実に向けた施設整

備を実施し ま す。  

○ 宍道高校について、 教室不足の解消や多様な学びへの対応のための施設整備を 実施し ま

す。  

○ 江津地域の県立高校の設置に向け、 新設校開校準備委員会における 議論等を踏ま えた校舎

や寄宿舎の施設整備を実施し ま す。  

名称 高等学校校舎等整備事業 所属 教育施設課 

目的 

 
対象 県立高校の生徒 

目指す 

状態 
安全・ 安心な教育環境の確保 

成果 
・ 宍道高等学校のリ ース 校舎建設工事が予定通り 完了し 、 令和８ 年度から 供用開始と なる

こ と から 、 教室不足が解消さ れる 見込み。  

課題 

・ 宍道高等学校は、 日本語指導が必要な生徒や集団になじ めないなど 、 教育上の配慮が必

要な生徒の増加によ り 、 普通教室の不足や生徒の特性に配慮し たス ペース の狭あい化が

見込ま れる 。  

方向性 

・ 宍道高等学校の教室不足を解消し 、 生徒の特性に配慮し たス ペース の確保も 図る ため、

リ ース 校舎を 整備する 。 なお、 今回は生徒の急増対策と し て整備する も のであり 、 将来

には急速な少子化によ り 在籍者数が減少する こ と も 想定さ れる ため、 10年間のリ ース で

校舎を整備する 。  

 

名称 特別支援学校校舎等整備事業 所属 教育施設課 

目的 

 
対象 特別支援学校の児童生徒 

目指す 

状態 
安全・ 安心な教育環境の確保 

成果 

・ 浜田養護学校において、 新校舎完成ま での間に暫定的に使用する 仮設校舎を 建設し て供

用開始し たこ と によ り 、 現段階での教室不足、 狭あい化が解消し た。  

・ 浜田養護学校の新校舎建設に向けて、 敷地の造成工事等を実施し た。  

・ 出雲養護学校雲南分教室において運動場整備が完了し 、 教育環境の向上を 図っ た。 ま

た、 調査の結果、 周辺施設への工事の影響がないこ と を確認し た。  

課題 

・ 浜田養護学校の児童生徒数の増加については、 隣接する 浜田ろ う 学校と の教室等の共

用、 学校内での施設等の転用、 小規模改修等で対応し ている が、 慢性的な教室不足や狭

あい化が生じ ており 、 今後も 児童生徒数の増加によ る 教室不足が見込ま れる 。 ま た、 高

等部棟が建設から 55年以上経過し 老朽化し ている 。  

方向性 
・ 高等部棟の増改築や、 既存小中学部棟及び屋内運動場の改修工事等によ り 、 特別支援学

校設置基準への適合や、 教室不足・ 狭あい化の解消、 老朽化への対応を 図る 。  

 

名称 教育財産維持管理費 所属 教育施設課 

目的 対象 県立学校 
目指す 

状態 

児童・ 生徒等の生活環境の変化等に応

じ た教育環境の確保 

成果 

・ ト イ レ 洋式化は75％を目標と する 整備計画に基づき 、 計画的に整備を 推進し ている 。  

・ 普通教室のエアコ ン は令和元年度に100％設置済であ り 、 現在は「 県立学校のエアコ ン

設置方針」 に基づき 、 「 原則と し て公費で設置する 室」 （ 選択教室、 相談室等） に整備

を行っている 。  

課題 

・ 「 県立学校のエアコ ン 設置方針」 に基づき 、 必要性が高い室に順次エアコ ンを 設置し て

き たが、 年度間予算を 平準化さ せる ため単年度当たり の設置台数を 減ら し たこ と によ

り 、 完了見込みを 当初目標と し ていた令和７ 年度から 令和10年度に延期し た。  
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方向性 

・ ト イ レ 洋式化、 エアコ ン 設置と も それぞれの整備計画に基づき 整備する 。  

・ ト イ レ 洋式化第3期整備計画（ 令和５ 年度から ９ 年度、 目標整備率75％） において計画

的に整備する 。  

・ エアコ ン 設置計画（ 計180室程度設置） の全体事業費を 増額し 、 年度間予算の平準化を

図る ため、 完了年度を令和７ 年度から 10年度に見直し た上で、 優先度の高い部屋から 整

備する 。  

 

名称 産業教育設備整備事業 所属 教育施設課 

目的 対象 専門高校 
目指す 

状態 

産業に関する 高度な知識・ 技能の習得

のための環境整備 

成果 

・ 産業教育設備のう ち、 特別装置（ Ｃ Ａ Ｄ シス テムなど ） については、 機能要件の検証等

を行いながら 計画ど おり 更新し ている 。  

・ 近代化設備（ 旋盤など の単体設備） については、 限ら れた予算の中で、 優先順位を つけ

ながら 整備し ている 。  

課題 
・ 現有設備の更新や、 変化する 社会に求めら れる 人材を 育成する ための新たな設備の導入

を図っている が、 各学校から の要望に十分応えら れていない。  

方向性 
・ 変化する 社会に適切に対応し た設備整備や、 各学校の特色を生かし た設備更新が可能と

なる よ う 、 関係課と も 連携し ながら 優先順位をつけ、 工夫し て整備・ 更新を 行う 。  

 

名称 普通高校等情報教育機器整備事業 所属 教育施設課 

目的 対象 普通高校と 特別支援学校 
目指す 

状態 

情報化の進展に主体的に対応でき る 基

礎的な能力の習得のための環境整備 

成果 

・ Ｐ Ｃ 教室の教育用コ ンピ ュ ータ 機器については、 学校の要望等を 考慮し ながら 計画ど お

り 整備し てき た。  

・ タ ブレ ッ ト 型やノ ート 型の一人一台端末の導入によ り 、 情報教育を 普通教室で行う こ と

が可能と なり 、 よ り 柔軟な運用が可能と なっ た。  

課題 
・ 特別支援学校においても 、 生徒一人一台端末の導入が完了し たが、 導入さ れたタ ブレ ッ

ト Ｐ Ｃ では対応でき ないシス テム（ 点字編集シス テム・ Ｃ Ａ Ｄ 等） がある 。  

方向性 
・ 必要に応じ て、 点字編集シス テムやＣ Ａ Ｄ 等に対応可能なこ れま でリ ース し てき たＰ Ｃ

を買い取り 、 情報教育環境を維持する 。  

 

名称 理科教育設備整備事業 所属 教育施設課 

目的 対象 県立学校 
目指す 

状態 

観察・ 実験機器の整備によ る 理科教育

環境の充実 

成果 ・ 老朽化備品の更新等によ り 、 現有備品の一定の充実が図ら れた。  

課題 
・ 学校によ っ て備品の充足率に差がある 。  

・ 予算に限り があり 、 各学校から の要望に十分応えら れていない。  

方向性 

・ 夏季休業中など 、 教職員が備品の状況を 把握し やすい時期に要望調査を実施する 。  

・ 関係課と 連携し ながら 、 限ら れた予算の中で学校の特色を 考慮し つつ、 必要性や優先度

を踏ま えた整備を 行う 。  
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⑹ 部活動の地域連携・ 地域移行 

○ 将来にわたり 、 生徒がス ポーツ ・ 文化芸術に継続し て親し むこ と ができ る 機会を確保する

と と も に、 部活動における 教員の負担を 軽減する ために地域人材の活用を 進め、 「 部活動指

導員」 、 「 地域連携指導員」 、 「 地域指導者」 を 県立校へ配置する と と も に、 公立中学校に

配置する 市町村を支援し ま す。  

○ 島根県公立中学校における 部活動の地域連携・ 地域展開に係る 方針」 （ 令和７ 年３ 月策

定、 令和８ 年１ 月改訂） に基づいて、 具体的な検討や取組を 実施する 市町村を支援し ま す。  

名称 部活動改革支援事業 所属 保健体育課 

目的 対象 市町村立中学校・ 県立学校の生徒 
目指す 

状態 

教員の業務負担軽減を 図り 教育の質の

向上を 図る と と も に、 生徒が、 将来に

わたり 継続し てス ポーツ ・ 文化芸術活

動に親し むこ と がで き る 環境を 整え

る 。  

成果 

・ 将来にわたり 地域の中で子ど も たちの豊かなス ポーツ ・ 文化芸術活動の環境を 整えてい

く こ と を 目的と し て、 部活動地域移行検討委員会を 立ち上げ、 令和７ 年３ 月に「 島根県

公立中学校における 部活動の地域連携・ 地域展開に係る 方針」 を策定（ 令和８ 年１ 月改

訂） 。  

・ 適切な練習時間や休養日の設定など 部活動の適正化を進めている 市町村を 対象に、 部活

動指導員や地域指導者の配置に係る 経費の一部を 補助。 ま た、 県立学校においても 、 同

様に部活動指導員等の配置を行い教員の負担軽減を図った。  

・ 将来的に部活動指導員への移行を 想定する 地域連携指導員を 令和６ 年度よ り 新設し 、 配

置人数も 増えてき ている 。  

・ 部活動指導員等の総数は年々増えており 、 教員の負担軽減に繋がっている 。  

課題 

・ 学校現場では、 部活動指導員等の更なる 配置を 希望し ている が、 部活動の指導が可能な

地域人材が不足し ている 。  

・ 今後も 、 学校から の要望（ 配置人数及び指導時間） が増えていく こ と が予想さ れる 中で

予算の確保が求めら れる 。  

方向性 

・ 令和６ 年度から 、 単独で指導や引率ができ る 地域連携指導員（ 将来的に部活動指導員へ

の移行を 想定する ） の区分を設けたと こ ろ であり 、 こ の積極的な活用を 促すこ と で、 教

員に代わって指導ができ る 人材の養成を 図る 。  

・ 部活動指導員等を十分に確保する ための財政措置について、 高等学校を 含めて補助対象

の拡充を 行う よ う 、 国に対し 要望を 行う 。  

・ 学校現場において、 制度を効果的に活用する こ と ができ る よ う 、 市町村担当者会議や市

町村が開催する 検討委員会等において、 制度説明や意見交換を 行い地域での浸透を 図

る 。  

⑺ 図書館サービス の充実 

○ 市町村立図書館等と 連携し 、 多様化する 県民ニーズに対応し た情報提供によ り 、 地域や住

民が抱える 様々な課題を解決する ための支援の充実や、 知的財産の拠点と し て調査・ 研究を

支援し ま す。  

○ 身近な場所で多く の図書に触れる こ と ができ る よ う 、 市町村立図書館等の図書の貸出支援

や、 図書館職員の人材育成支援など によ る 読書環境の整備を 推進し ま す。  

○ 読書ボラ ンティ アと 連携し た乳幼児期から 本に親し む環境づく り や、 バリ アフ リ ー資料の

整備等によ り 、 県民の読書機会の充実を図り ま す。  

名称 図書館事業 所属 社会教育課 

目的 対象 県民（ 利用者）  
目指す 

状態 

県民の高度化・ 多様化する 学習ニーズ

に応え、 資料提供やレ フ ァ レ ン ス 等の

情報提供に努めながら 、 いつでも 、 ど

こ でも 、 だれでも 学ぶこ と が出来る 環

境の整備を図る 。  

成果 

・ 来館や電話以外にＷｅ ｂ を 活用し たレ フ ァ レ ンス サービス 等に取り 組んだが、 レ フ ァ レ

ンス の受付件数、 相互貸借冊数と も に令和６ 年度に比べ減少し た。  

・ ホームページ以外に様々なメ ディ アを 活用し 、 図書リ ス ト や書評など 子ど も の本に関す

る 情報提供を 行っ たが、 児童書の貸出冊数は令和６ 年度に比べ減少し た。  
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・ 一方、 遠隔地利用者図書貸出サービ ス の利用件数が年々増加する など 非来館によ る サー

ビス の利用は、 新たに開始し たサービス を 含め増加し た。  

課題 

・ 従来、 図書館は来館者に重点を 置いたサービ ス を 行っ てき たが、 Ｗｅ ｂ を用いた情報収

集が一般化し 、 図書館でのレ フ ァ レ ンス や紙の資料の閲覧、 貸出が伸び悩んでいる 。  

・ 幼稚園や保育所入所等児童数の減少に伴い、 １ 施設あ たり の貸出冊数が減っ ている た

め、 ト ータ ルの貸出冊数が減少し ている 。  

・ デイ ジー図書ダウ ンロ ード サービ ス のよ う な新規サービス など 、 多様な読書ニーズに十

分対応でき ていない。  

方向性 

・ 県民が利用でき る 様々な図書館サービ ス について、 サービ ス 対象に適し た方法、 媒体で

周知する 。 特に、 当館への来館だけではなく 、 相互貸借など 市町村の図書館等を 通じ て

も 図書館サービス を 受けら れる こ と を周知する 。  

・ 児童書の選書に役立つよ う 幼児教育施設に直接推薦図書リ ス ト を配布し て本の情報を 届

けたり 、 「 読み聞かせ」 や「 わら べう た」 と いっ た子ど も の読書に関わる テーマの研修

を 実施し たり する こ と で、 児童サービ ス に関わる 人の質的向上や、 多様なニーズに応え

ら れる よ う 児童書を 整備し 、 貸出の利用促進を図る 。  

・ 様々な読書のニーズに応える ため、 デイ ジー図書ダウ ンロ ード サービ ス によ る 資料の提

供や、 自館でのテキス ト デイ ジーの作成など 、 障がい者サービ ス への知識と 理解を 深め

る よ う 職員を 育成し 体制を 充実さ せる 。  

⑻ 文化財の保存・ 継承と 活用 

○ 歴史・ 文化への興味・ 関心や学びに向かう 意欲が高ま る よ う 、 体系的な調査研究を 進め、

その成果を展覧会や県内外での講演会開催・ オンラ イ ン配信などによ り 発信し ま す。  

○ 文化財の指定等によ り 保護を 図り 、 所有者等によ る 保存修理や伝統文化の継承活動を支援

する と と も に、 地域の文化財の価値を分かり やすく 伝える こ と によ り 、 学校での学びや地域

住民によ る 利活用を促進し ま す。  

○ 令和９ 年に発見500年・ 世界遺産登録20周年を 迎える 石見銀山について、 大田市等と 連携

し た魅力化や持続化の取組を推進し ま す。  

名称 指定文化財等保護事務 所属 文化財課 

目的 対象 県民、 文化財所有者・ 保持団体 
目指す 

状態 

県民が郷土への愛着や誇り を 持ち、 文

化財を 将来にわたっ て確実に継承し 、

活用でき る よ う に地域総がかり で取り

組む環境を 整備する 。  

成果 

・ 県にと っ て重要な文化財が、 国登録文化財に１ 件、 県指定文化財に１ 件、 それぞれ新規

に指定さ れた。  

・ 市町村や無形民俗文化財の保持団体等に対し 、 文化庁の補助事業を 周知し 、 ２ 件の活用

実績があった。  

課題 

・ 近代遺跡など 、 文化財の相対的な評価が定ま ら ない等の理由によ り 、 指定の可否が判断

でき ないも のがある 。  

・ 神楽等の無形民俗文化財の保持団体等の中には、 技術やノ ウ ハウ 等の継承が困難な団体

がある 。  

・ 市町村によ っては、 文化財の調査研究、 保存・ 継承、 活用が難し い状況にある 。  

方向性 

・ 文化財の基礎的な調査を 引き 続き 実施し 、 全体把握に努める 。  

・ 市町村や無形民俗文化財の保持団体等に対し 、 引き 続き 文化庁の補助事業（ 衣装等修

理、 後継者養成など ） を周知し 、 活用を 促す。  

・ 国や県文化財保護審議会委員等の専門家によ る 意見を踏ま え、 市町村の文化財管理を 支

援する 。  

・ 大綱の基本的な考え方を 市町村と 共有し 、 文化財保存活用地域計画を 策定する 市町村か

ら の求めに応じ 必要な助言、 協力を 行う 。  
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名称 歴史遺産保存整備事業 所属 文化財課 

目的 対象 県民、 文化財所有者・ 保持団体 
目指す 

状態 

文化財の損壊や滅失を 防ぎ、 将来へ確

実に継承し ていく  

成果 

・ 指定文化財を 維持継承し ていく ため、 所有者や市町村と 連携し 、 保存修理事業を計画的

に進めている 。  

・ 保存修理後は、 建造物を 一般向けに公開する など 、 地域資源と し ても 活用さ れている 。   

令和７ 年度で完了し た事業 

 ・ 重文旧大社駅本屋保存修理事業 

 ・ 重文雲樹寺四脚門保存修理事業 

 ・ 県指定須佐神社本殿保存修理事業  

 ・ 県指定明々庵保存修理事業 

 ・ 県指定旧大社駅鉄道施設旧鉄道敷地保存修理事業 

継続し て実施し ている 事業 

 ・ 重文八幡宮保存修理事業 

・ 重文木幡家住宅主屋ほか１ ０ 棟保存修理事業 

課題 
・ 指定文化財の保存修理や耐震対策等を 行う 場合、 所有者に多額の自己負担が生じ る 。  

・ 保存修理を 要する 文化財（ 建造物） が多数ある 。  

方向性 

・ 文化財の傷みが進行する と 保存修理費用がさ ら に増大する ため、 随時、 市町村や所有

者、 専門家で保存状態を 情報共有し 、 適切な時期に修理が行われる よ う 、 ま た、 修理実

施時に事業が円滑に進むよ う 市町村と 連携し て支援する 。  

・ 事業ス ケジュ ールや内容について、 市町村及び所有者と 綿密な協議を 行い、 概ね５ 年後

ま での中長期的な事業計画を把握し た上で、 適切に事業実施ができ る よ う 支援する 。  

 

名称 八雲立つ風土記の丘事業 所属 文化財課 

目的 対象 県民及び県外から の利用者 
目指す 

状態 

風土記の丘地内の史跡や文化財を 通し

て 県内の文化財への 興味・ 関心を 高

め、 文化財を 身近なも のと 感じ ても ら

う 。  

成果 

・ ５ 月に開催し た「 こ ど も ま つり 」 では地元絵本作家によ る 紙芝居や体験コ ーナーの実

施、 関連施設によ る 出展、 キッ チン カーの出店によ り 、 来館者増に繋がっ た。 （ 対前年

比７ ％増）  

・ 夏季企画展はス マート フ ォ ンを使用し たデジタ ルク イ ズラ リ ーを 初めて実施し た。  

・ 11月は特別展の開催、 団体受け入れ等によ り 、 過去10年間の同月で最も 多い入館者数と

なっ た。 （ 1, 741人）  

課題 ・ 周辺の史跡や文化財の魅力が県民に伝えき れていない。  

方向性 

・ ホームページやＳ Ｎ Ｓ での情報発信等によ り 、 八雲立つ風土記の丘が、 地内のガイ ダン

ス 機能を 持つ拠点施設である こ と を 引き 続き 周知し 、 来館者によ り 一層、 史跡に親し ん

でも ら える よ う 、 取組を行う 。  

・ 近隣市町と 連携し たイ ベント を実施し 、 入館者の増加を 図る 。  

 

名称 古墳の丘古曽志公園事業 所属 文化財課 

目的 対象 県民及び県外から の利用者 
目指す 

状態 

公園内の古墳に触れる こ と で、 島根の

古代の歴史文化に親し みを 持っ ても ら

う 。  

成果 ・ 野外ス テージド アや浄化槽の修繕を行い、 環境整備を 行った。  

課題 ・ 建築物や構造物の発錆劣化等、 全般的に老朽化が進行し ている 。  

方向性 
・ 定期的な園内の見回り や施設の保守点検によ り 、 利用者の安全確保を 図る 。  

・ 老朽化し た個別施設の安全性や費用対効果を 踏ま え、 今後の対応を検討する 。  
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名称 古代出雲歴史博物館管理運営事業 所属 文化財課 

目的 対象 
古代出雲歴史博物館の利用者及び

県内外の人々 

目指す 

状態 

島根の歴史文化に関する 研究成果の発

信、 学習・ 交流機会の提供によ り 、 県

内外の方々に島根の歴史文化の魅力を

発信し 、 理解し ても ら う 。  

成果 

・ 県内外施設でのＰ Ｒ イ ベント 、 出雲市内の幼保園・ 児童ク ラ ブでのワ ーク ショ ッ プを 実

施し 、 リ ニュ ーアルオープン後の来館につなげていく 取組を行っ た。  

・ 幅広い世代に、 歴史文化への関心を 深めても ら う ため、 学芸員によ る 連続講座（ ９ 回、

779人聴講) 、 石見西部の親子を タ ーゲッ ト にし た「 れき はく 体験バス ツ アー」 等を実施

し た。 ま た、 出前講座や講師派遣（ １ ７ 回） 、 学校団体の受入（ ３ ０ 校、 1, 034名） を

継続し て行い、 学習・ 交流の機会を 提供する こ と ができ た。  

・ 展示が年代順に並んでいないこ と によ り 、 児童生徒の社会科学習では利用し づら かっ た

ため、 教科書の内容に沿っ た通史方式の展示構成に改修を 行っ た。 ま た、 鷺舞等の展示

品を 取り 入れ、 出雲・ 石見・ 隠岐の３ 地域を 網羅し た展示内容と なる よ う に改善を図っ

た。  

・ 荒神谷博物館（ 出雲市） と 連携し 、 休館中に観覧でき ない青銅器等の展示を する こ と に

よ り 、 当館の認知度向上を 図っ た。  

課題 

・ 出雲大社入込客数はコ ロ ナ禍前（ Ｈ 30） よ り 大き く 回復し ている が、 当館の入館者数は

令和６ 年度においても コ ロ ナ禍前（ Ｈ30） の８ 割程度である 。 引き 続き 、 出雲大社の入

込客をど のよ う に取り 込むかが課題である 。  

・ コ ロ ナ禍後は、 団体の来館者の減少が大き く 、 個人（ 有料） の来館者は平成30年度の

122, 028人に対し 、 令和６ 年度の136, 897人であり 、 １ 割弱上回っている ため、 客層の変

化に応じ た誘客対策が課題である 。  

方向性 

・ 出雲大社を訪れる 個人客に対し 、 Ｘ （ 旧ツ イ ッ タ ー） の特徴を利用し た情報発信を 強化

する 。  

・ マイ カ ー客の割合が高く なっ たこ と から 、 道の駅、 主要Ｓ Ａ ・ Ｐ Ａ 等交通拠点での誘

客、 出雲大社入込客を 取り 込むための誘客を 積極的に実施する 。  

・ 県内外の観光業者に向け、 リ ニュ ーアルオープンと その後の企画展の広報を 行い、 入館

者数の増につなげる  

 

名称 埋蔵文化財保護事務 所属 文化財課 

目的 対象 県民及び開発事業者 
目指す 

状態 

開発に際し 貴重な文化財が破壊あ る い

は消失し ないよ う 、 計画段階で必要な

協議を 行い、 適切な対応が取ら れる よ

う にする  

成果 

・ 遺跡台帳における 遺跡情報について、 市町村と 連携する こ と で、 更新の作業効率を 上げ

た。  

・ 遺跡台帳確認の年次計画を作成し 、 埋蔵文化財セン タ ー職員が文化財課のＧ Ｉ Ｓ フ ォ ル

ダにアク セス でき る よ う に改善し 、 情報共有を進めた。  

・ 開発事業に係る 最初の窓口である 市町村に対し て、 担当者会議等の場を 活用し て、 改め

て開発事業者への周知徹底を依頼し 、 開発事業と 文化財保護の調整を進めた。  

課題 ・ 遺跡リ ス ト の基と なる 遺跡台帳の確認と 、 県統合型GI Sへの反映作業が滞っ ている 。  

方向性 ・ 遺跡情報を 更新する 埋蔵文化財調査センタ ーの統合型操作担当者が少ない。  

 

名称 文化財活用事業 所属 文化財課 

目的 対象 県民 
目指す 

状態 

島根の歴史文化を 学習する 機会を 積極

的に提供し 、 ふる さ と を 誇り に思う 心

を 醸成する こ と で、 児童生徒を 含む県

民の心の豊かさ の向上に寄与する 。  

成果 

・ 史跡指定さ れている 古墳の紹介パンフ レ ッ ト を 新規に２ 種作成し た。  

・ 夏休みの子ど も ・ 子育て世代を 対象と し た古代体験イ ベン ト 「 いにし え倶楽部夏ス ペシ

ャ ル 邪馬台国の女王・ 卑弥呼の鏡を作ろ う 」 を 開催し 、 親子で地域の文化財を 学ぶ機

会と し た。  

課題 

・ 県民が自ら 文化財を 学び、 利活用する 事例が少ない。  

・ 体験活動や出前授業について、 学校現場のニーズを十分に把握でき ていない。  
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方向性 

・ 引き 続き 、 県民に対し て歴史文化を学習でき る 機会を 提供する 。  

・ 歴史文化の情報に触れやすく する ため、 解説板の整備等を 順次実施し 、 デジタ ル化を 進

める 。  

・ 令和５ 年度に作成し た『 文化財活用のス ス メ 』 の利活用促進のため、 市町村文化財担当

部局や公民館に対し て再周知及び増補改訂等の希望聴取を 行う 。  

・ アン ケ ート 内容を 踏ま え、 学校や児童生徒のニーズに即し た学習内容・ 教材を 提供す

る 。  

・ 学校と 事前の打合せを行い、 学校側の意向に則し た計画を作成する 。  

 

名称 埋蔵文化財調査センタ ー事業 所属 文化財課 

目的 対象 県民・ 公共事業者 
目指す 

状態 

開発事業地内の埋蔵文化財発掘調査を

行い、 その価値を 明ら かにし 、 調査で

得た情報を 県民に還元する こ と で地域

の埋蔵文化財への理解と 興味関心を 高

める 。  

成果 

・ 発掘調査の成果について、 現地公開やパンフ レ ッ ト の作成・ 配布を 行い、 広く 情報発信

し た。  

 ① 発掘調査を 実施し た松江市内の５ 遺跡で現地公開を 行い、 約187名の参加を得た。  

 ②「 ド キ土器ま いぶん（ Ｗｅ ｂ 版） №５ 」 を埋蔵文化財調査センタ ーＨ Ｐ 上で公開し 、

発掘調査成果を広く 周知し た。  

 ③ 「 シリ ーズし ま ねの遺跡発掘調査パンフ レ ッ ト 15 松江市近郊・ 大橋川周辺の弥生

墓制」 を 公民館等に配布し た。  

④松江市内で講演会を 開催し 、 朝酌矢田Ⅱ遺跡や東百塚山20号墓の発掘調査成果につい

て発信し た。  

課題 ・ 現地公開に対する 事業者の理解と 日程調整の時間を要する 。  

方向性 

・ 引き 続き 、 国や県など 関係機関と 現地公開の重要性について情報共有し 、 緊密な連携を

図る 。  

・ 現地公開が開催不可の場合は、 公民館等での速報展や広報チラ シを 配布する など の代替

措置をと る 。  

 

名称 古代文化の郷「 出雲」 整備事業 所属 文化財課 

目的 対象 県内外の人々 
目指す 

状態 

八雲立つ風土記の丘地内の史跡等の魅

力向上を 図る と と も に、 出雲部に存在

する 多様な文化遺産を ネッ ト ワ ーク 化

し 、 歴史探訪ルート を 設定し て、 野外

博物館と し て活用し ても ら う  

成果 

・ 風土記の丘地内に所在する 古墳の理解を 図る ために、 史跡岡田山古墳、 御崎山古墳のパ

ンフ レ ッ ト を 作成し 配布し た。  

・ 史跡出雲国府跡のパン フ レ ッ ト を 最新の内容に更新し 、 増刷し て現地と 地内の各施設に

設置し た。  

課題 

・ 展示学習館など の施設から 周辺の史跡への周遊につながる 、 電動アシス ト 自転車の利用

実績が伸び悩んでいる 。  

・ 八雲立つ風土記の丘地内の解説板の情報が最新ではないこ と や、 多言語対応が不十分で

ある 。  

・ 八雲立つ風土記の丘地内の史跡の周知が不十分である 。  

方向性 

・ 八雲立つ風土記の丘地内の展示施設から 史跡への来訪に便利な周遊マッ プを 、 県文化財

課・ 風土記の丘ホームページで周知し 、 来訪者の史跡周遊の増加を 図る 。  

・ 八雲立つ風土記の丘と の連携を 強化し 、 電動アシス ト 自転車の利用について積極的な案

内を 行う と と も に、 共同で史跡を活用し たイ ベン ト を 開催する 。  

・ 引き 続き 、 八雲立つ風土記の丘地内の解説板を 最新に更新する と と も に多言語化を 図

る 。  
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名称 未来に引き 継ぐ 石見銀山保全事業 所属 文化財課 

目的 対象 県内外の人々 
目指す 

状態 

世界遺産「 石見銀山遺跡と その文化的

景観」 の価値を 高め、 その価値や魅力

についての情報発信によ る 認知度の向

上や、 適切な保存整備を 図る こ と で、

確実に未来へ継承する  

成果 

・ 調査研究の実施によ り 、 石見銀山の銀生産の実態を 明ら かにする 上で必要な情報の蓄積

が進んだ。  

・ 史跡地内（ ５ カ所） 、 伝統的建造物群保存地区内（ ８ カ所） の保存整備や安全対策が進

んだ。  

・ 大阪・ 関西万博にちなみ、 技術に焦点を 当てた内容の講演会を大阪で開催し 、 多く の人

の関心を 集めた。  

課題 

・ 基礎的調査研究は専門的である ため、 その成果は一般向けには分かり にく い情報と なっ

ている 。  

・ 保存整備を 行う 必要のある 個所が残っ ている 。  

方向性 

・ 学術的な調査研究を 推進し つつ、 その成果について、 引き 続き 幅広い世代の関心を 引く

よ う な親し みやすい情報発信に努める 。  

・ 史跡等の保存整備について、 引き 続き 今後の計画を 共有する など 所有者や関係機関等と

の連携を 進め、 支援を 継続し ていく 。  

・ 令和９ 年の石見銀山発見500年に向けて、 石見銀山の「 魅力化」 や「 持続化」 の取組を

大田市等と 連携し て進める 。  

 

名称 古代文化研究事業 所属 文化財課 

目的 対象 県内外の人々 
目指す 

状態 

し ま ねの特色あ る 歴史・ 文化に つい

て、 新たな視点から 調査研究を 行い、

学術的基盤を 構築する 。 研究成果を 広

く 公開し て、 歴史・ 文化の魅力を 向上

さ せる こ と を 通じ 、 人々の交流を 促

す。  

成果 

・ 令和７ 年度刊行の『 古代文化研究』 34号では、 考古学３ 本、 古代史（ 風土記の書誌学的

研究を 含む） ２ 本、 中世史２ 本、 近世史１ 本、 近代史２ 本、 民俗学１ 本、 美術史学１ 本

と 、 多分野にわたる 計12本の論文を 掲載し ている 。  

・ 島根県Ｈ Ｐ に加えてポータ ルサイ ト 上でも 「 古代文化研究」 バッ ク ナンバーのＷｅ ｂ 公

開を 開始し 、 利用者の閲覧に供し ている 。  

・ 堀部１ 号墳およ び東百塚山20号墓の現地説明会の開催や、 出雲国風土記のＰ Ｒ 動画であ

る 「 Ｅ Ｐ Ｉ Ｓ Ｏ Ｄ Ｅ  １  仁多郡ー恋山編ー」 の公開など 、 調査研究の成果を わかり やす

く 伝える 取り 組みを 行っている 。  

課題 
・ 「 古代文化研究」 バッ ク ナン バーの閲覧回数の目標値は達成し たが、 新設し たポータ ル

サイ ト での閲覧は伸び悩んでいる 。  

方向性 

・ 「 古代文化研究」 バッ ク ナン バーを 閲覧可能な３ つのＷｅ ｂ ページ（ 島根県Ｈ Ｐ ： ２ 、

ポータ ルサイ ト ： １ ） の公開内容を 整理し 、 し ま ねの歴史・ 文化に興味関心をも つ方が

アク セス する こ と の多いポータ ルサイ ト 上で、 各種情報が充足する よ う 改善を 行う 。  

・ 一般向けの刊行物（ ガイ ド ブッ ク など ） や講演会・ オンラ イ ン配信（ ポータ ルサイ ト ）

など を通じ て、 引き 続き 研究成果の公開を 進める 。  
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名称 島根の歴史文化活用推進事業 所属 文化財課 

目的 対象 県内外の人々 
目指す 

状態 

し ま ねの豊かな歴史・ 文化の魅力を 広

く 伝え、 県民の郷土への愛着を 養う 。

県外の方々には、 し ま ねの歴史・ 文化

に関心を も っ ても ら う こ と で、 人々の

交流を 促進する 。  

成果 

・ 講座やシンポジウ ム についてはYouTubeチャ ン ネル「 し ま こ だチャ ン ネル」 で動画配信

し 、 会場参加の60倍近く にあたる 23, 000名以上がオンラ イ ンで視聴し た。  

・ 「 石見国巡回講座」 「 隠岐国巡回講座」 を 継続開催し たほか、 「 し ま ねの古代文化連続

講座」 では中世石見の山城に関する オンラ イ ン講座を 公開し 、 出雲だけでなく 石見・ 隠

岐を 含む島根県全域の歴史・ 文化の魅力を 県内外に発信し た。  

・ 首都圏在住者を 対象と し たバス ツ アーでは、 古墳編に加えて山城編を 新設する こ と で、

青銅器や古墳、 風土記や神話、 神社と いっ た興味関心が集中する テーマ以外にも 魅力的

な歴史・ 文化がある こ と を 発信し 、 合計37名が参加し た。  

課題 

・ し ま ねの特色ある 歴史・ 文化と し て従来から よ く 知ら れている 青銅器や出雲神話など に

比し て、 民俗文化財や雪舟庭園など 、 し ま ねの多様な歴史・ 文化は広く 認知さ れていな

い。  

方向性 

・ 近年の研究青果を反映し たガイ ド ブッ ク など を 作成し 、 一般の方が手に取り やすいかた

ちで成果の公表を 行う 。  

・ 講座やシンポジウ ムにも 最新の調査研究成果を 反映し 、 特定のテーマに偏ら ない多様な

歴史・ 文化に対する 興味関心の高ま り につなげる 。  

・ 「 し ま こ だチャ ンネル」 における 講座・ シンポジウ ムのオンラ イ ン配信についても 継続

的に行う こ と で、 し ま ねの豊かな歴史・ 文化の魅力を 県内外へ広く 発信する 。  
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⑼ 私立学校への支援 

○ 私立学校に対し て、 子ど も たちに対する 教育環境・ 教育水準の維持向上など のための経常

費助成など を 支援し ま す。  

○ 私立高等学校や専修学校の経営健全化を確保する ために、 学校自ら が行う 魅力的な教育環

境の整備や生徒確保の取組に対し て支援し ま す。  

○ 私立高等学校等に在籍する 生徒の保護者負担を軽減する ための取組に対し て支援し ま す。  

名称 私立学校経営健全性確保事業 所属 総務部総務課 

目的 対象 私立学校、 学校法人 
目指す 

状態 

私立学校の教育条件の維持向上と 経営

の健全性を 高める 。  

成果 
・ 私立高等学校生、 専修学校生の県内就職率を 高める ため、 補助メ ニュ ーの見直し を 行っ

ている 。  

課題 

・ 県内から の入学生が減少傾向にあり 、 授業料収入が減少する こ と で、 経営の健全性が悪

化し ている 。  

・ 県内から の入学生の減少に対処する ため、 県外から の入学生の受け入れに注力し ている

が、 受け入れ環境整備など の経費が増加し ている 。  

方向性 

・ 経営健全性を 確保する ためには、 私立高等学校・ 専修学校自ら が魅力的な教育環境の整

備に取り 組むなど 生徒確保を 進めていく 必要があり 、 県はこ う し た取組を 引き 続き 支援

し ていく 。  

・ 私立高等学校・ 専修学校生の県内就職促進のために、 必要な支援を行っていく 。  

 

名称 私立学校就学支援事業 所属 総務部総務課 

目的 対象 
私立高等学校等に在籍する 生徒 

・ 私立専修学校 

目指す 

状態 

・ 保護者等の教育費負担を 軽減する た

めに高等学校等就学支援金を 交付す

る 。  

・ 低所得者であ っ ても 社会で自立し 、

活躍でき る 人材を 育成する 大学等に

おいて修学でき る よ う 高等教育の修

学に係る 経済的負担の軽減を図る 。  

成果 ・ 私立学校に対する 制度周知によ り 、 交付率を 100％にする こ と ができ た。  

課題 ・ 特になし  

方向性 ・ 引き 続き 交付漏れがないよ う 、 私立学校に対し て制度周知を 徹底する 。  

  



63 
 

【 資料】 各事業に係る Ｋ Ｐ Ｉ （ 重要業績評価指数） の状況 

 

 

１ 　 発達の段階に応じ た 学力の育成

　 ⑴　 基礎学力の育成

名称

　 ⑵　 幼小連携・ 接続の推進

名称

　 ⑷　 Ｉ Ｃ Ｔ を 活用し た 教育の推進

名称

単年

度値

---101.1-

90.087.0 88.5

-

１クラスあたりの学校図書館を活用した授業

時間数（高校）【当該年度４月～３月】

目標値

実績値

実績値

目標値 10.0 11.0

84.0 85.9

86.0

12.0

令和11年度

円滑な幼小連携・接続のためのカリキュラム

を幼児教育施設と協働で作成している小学

校の割合【当該年度10月時点】

ねらいに沿って指導を適切に展開し、改善す

る力を持っていると答えた保育者の割合【当

該年度10月時点】

75.0

2

3

１クラスあたりの学校図書館を活用した授業

時間数（小中学校）【当該年度４月～３月】

1

92.0 93.0

実績値

達成率

達成率 -

ＫＰＩの名称

4

10.8

新規採用教員

資質向上事業

85.0

-

-

目標値

未来の創り手

育成事業（授

業改善・ＩＣＴ）

情報を、勉強したことや知っていることと関連

づけて理解していると回答した高校３年生の

割合【当該年度７月時点】

達成率

実績値

達成率

目標値

2

地域の資源（ひと・もの・こと）を効果的に活

用する力があると答えた保育者の割合【当該

年度10月時点】 達成率 -

時
10.3

103.0 -

--

13.0

92.5 -

- -

14.0

-

-

単年度

値

90.489.8

27.0 27.5
時

26.2 24.5

- 99.4 - - ％

単年度

値

91.0

26.5 28.0

％

94.0
学習活動や学習内容について生徒同士で話

し合っていると回答した高校３年生の割合

【当該年度７月時点】

3

目標値 70.2

94.5 - -

令和８年度 令和９年度

2
園内研修・園外研修を実施した幼稚園の割

合【当該年度10月時点】
達成率 - 100.0 - -

実績値

122.7

4

1

研修を通じて新規採用職員に資質・能力が

一定程度身についたと答えた園長の割合

【当該年度10月時点】

100.0

達成率 - 53.5 - - -

達成率 - 91.5

実績値 73.5 76.2

達成率 -

71.4 72.6 73.8
％

単年度

値

令和10年度 単位
計上

分類

- - - ％-

令和11年度

目標値 70.2

実績値 67.4 69.2

1

授業で学んだことを、次の学習や実生活に結

びつけて考えたり、生かしたりすることができる

と思うと回答した中学３年生の割合【当該年

度４月時点】

1

保育者としての資質・能力が身についている

と答えた保育者の割合【当該年度10月時

点】 98.6

目標値

達成率 - 92.4

実績値 79.7 73.9

- - - ％

目標値 38.0 41.0 44.0 47.0
％

単年度

値実績値 35.7 46.6

50.0

％

- - - -

-

100.0

-

75.2

- - - ％

％
単年

度値

71.5 72.7 74.0

％

％
単年度

値実績値 92.5 94.5

目標値 100.0 100.0 100.0

-

学力育成推進

事業

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

80.0 80.5 81.0

100.0 100.0

目標値 100.0 100.0 100.0

幼児教育総合

推進事業

単年

度値実績値 23.7 32.1

目標値 60.0 80.0 100.0 100.0
％

％

達成率 --

100.0

100.0

-

-

％

％

％
単年度

値

100.0

-

％

28.5

95.0

-

％

計上

分類

％

単年

度値

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和10年度令和７年度

年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 単位

81.5 82.0
％

単年度

値

計上

分類

単位
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　 ⑸　 ふる さ と 教育や探究的な 学びの推進

名称

　 ⑹　 読書活動の推進

名称

　 ⑼　 望ま し い生活習慣の確立、 心身の健康づく り と 体力の向上

名称

79.0

単年度

値

500.0

-

達成率 －

％-

37.0

％
単年度

値78.2

79.0 80.0 81.0

38.0 39.0

－

89.5

40.0

達成率 - 100.2 - - - ％

実績値 73.8 75.2
％

単年度

値

実績値 75.2

500.0 500.0

達成率 － 73.0 － － － ％

種目
単年度

値実績値 32.0 26.0

目標値

達成率 － 103.1 － － － ％

％
単年度

値実績値 88.7 90.7

目標値 88.0 88.5 89.0

令和７年度全国高

等学校総合体育大

会開催事業
1

全国高等学校総合体育大会において入賞し

た種目数【当該年度９月時点】

1
体育の授業が「楽しい」と感じている中学生

の割合【当該年度７月時点】

達成率

実績値 92.3

体育・競技ス
ポーツ大会支

援事業
1

県中学校総体、県高等学校総体への参加

生徒の割合【当該年度４月～３月】

目標値 30.0

92.7

－ 98.2

学校体育指導

力向上事業

％

30.0
％

単年度

値実績値 26.6 27.8

－ － － ％

30.0 30.0

－ －

児童生徒の健

康管理実施事

業

子どもの健康づ

くり事業

食育推進事業

中学生の体力数値ピーク時と現在との体力

比較（昭和61年を100とした場合）【当該年

度７月時点】

1
朝食を毎日とる小学生の割合【当該年度７

月時点】

1

平日学習以外で１日２時間以上TVやDVD、

ゲーム機、スマホ、PCを見る小・中学生の割

合

1
県立学校における二次検診の受診率（心電

図）【当該年度４月～３月】

1

94.6
指数

単年度

値93.2

達成率

実績値 93.0

％

％
単年度

値93.0

96.0 97.0 98.0 99.0目標値

目標値 94.0 94.2 94.4

100.0

－

61.0 60.0 59.0 58.0 57.0

－

－ 96.9 － － －

100.0

－

達成率 － 87.3 － － － ％

％
単年度

値実績値 68.0 68.8

目標値

達成率 － 100.6 － － － ％

％
単年度

値実績値 91.9 92.5

目標値 92.0 94.0 96.0 98.0

達成率 － 68.8 － － － ％

％
単年度

値実績値 70.3 55.0

85.0 90.0 100.0

－

95.0健康教育推進

事業 1
心の健康問題に関する教職員研修を行って

いる学校の割合【当該年度４月～３月】

目標値 80.0

県内大学と連携・協働して行う、各学部の学

びの理解を深める放課後講座等に参加した

高校生の数【当該年度４月～３月】

達成率 - 95.2

【全国学力・学習状況調査】

地域や社会をよくするために何かしてみたい

と思うと肯定的回答をした中学３年生の割合

【当該年度７月時点】

2

ＫＰＩの名称 年 度

達成率 - 100.2

教育魅力化人

づくり推進事業

（探究学習）

1
市町村子ども読書活動推進計画の策定率

【当該年度４月～３月】

1
幼児児童生徒1人あたりの年間図書貸出数

【当該年度４月～３月】

24.0

達成率 - 86.4 - - -

1

将来、自分の住んでいる地域のために役立ち

たいという気持ちがあると回答した高校生の

割合【当該年度７月時点】

目標値

実績値

目標値 82.0

子ども読書活

動推進事業

特別支援学校
図書館教育推

進事業

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

630.0 432.0

目標値 500.0

教育魅力化人
づくり推進事業

ふるさと教育推

進事業 1

-

令和６年度

23.5

1

計上

分類

達成率 － 89.4 － － － ％

％
単年度

値実績値 84.2 89.4

目標値 100.0

達成率 － 75.2 － － － ％

冊
単年度

値実績値 18.2 16.9

目標値 24.522.5 23.0

単位
計上

分類

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 単位
計上

分類

－

100.0

－

100.0 100.0 100.0

子どもの体力

向上支援事業

ＫＰＩの名称 年 度

令和11年度

令和11年度

- -

83.0

75.1 76.4 77.7

令和６年度

- -

令和７年度 令和８年度 令和９年度

94.8

－

30.0

－

41.0

－

90.0

－

令和10年度

地域社会の魅力や課題について考える学習

に対して主体的に取り組んでいると回答した

高校生の割合【当該年度７月時点】

令和10年度

単位

％

500.0
人

- - ％

66.6 68.1
％

80.3

-

目標値 62.1 63.6 65.1 単年度

値実績値 60.6 62.2
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　 ⑽　 人権教育の推進

名称

回
単年度

値

－

目標値

年 度 令和６年度

30.0 30.0 30.0 30.0

25.0 25.0

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類
ＫＰＩの名称

達成率 － 84.7 － － － ％

人
単年度

値実績値 2,356.0 2,286.0

目標値 2,700.0 2,700.0 2,700.0人権教育推進

事業

53.0

1

学校・園（指定校・園）に対する訪問指導及

び出前講座研修の実施回数【当該年度４月

～３月】

1
県及び各種団体が実施した研修会の参加者

数【当該年度４月～３月】

2,700.0 2,700.0

人権教育行政

推進事業 1
会議（連絡調整会議等）または訪問を実施し

た回数【当該年度４月～３月】

56.0 59.0
回

単年度

値実績値 50.0 45.0

目標値 50.0 62.0人権教育研究

事業

達成率 － 90.0 － － － ％－

達成率 － 83.4 － － － ％

実績値

令和７年度 令和８年度

－

30.0

令和11年度
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２ 　 教育上の配慮が 必要な 子ど も の学びへの 支援

　 ⑴　 イ ン ク ルーシ ブ教育シ ス テ ム の 推進

名称

　 ⑵　 不登校児童生徒等への支援

名称 令和11年度

73.9

100.0

計上

分類

％
単年度

値

％

％
単年度

値

人
単年度

値

390.0

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 単位

達成率 － － － － － ％

達成率

不登校対策推

進事業 1

公立小・中・高校の不登校児童生徒のうち、

学校内・外で専門的な支援を受けている児

童生徒の割合【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 72.6

－ 63.0 － － － ％

195.0

「こころ・発達」
教育相談事業 1

心の悩みや発達の課題を持つ子どもや保護

者が「こころ・発達」教育相談室につながり、

相談を行った件数【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 262.0

達成率 － 94.9 － － － ％

実績値 16,623.0
件

単年度

値

19,000.0

16,124.0

達成率 － － － － － ％

悩みの相談事

業 1

公立小・中・高校の不登校児童生徒のうち、

学校内・外で専門的な支援を受けている児

童生徒の割合【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 72.6

73.3 73.5 73.7
％

単年度

値(R8.10予定)

73.9

2
学校いじめ防止基本方針の見直しをした学

校の割合【当該年度４月～３月】

目標値

学びの場を支

える非常勤講

師配置事業

生徒指導体制

充実強化事業 1

92.0

1

実績値 100.0

達成率 － － －

自学教室等で非常勤講師が指導に関わった

生徒数の割合【当該年度４月～３月】

生徒指導に関する専門的な校内研修を実

施した学校の割合【当該年度４月～３月】

73.1

目標値

2
スクールカウンセラーの総相談件数【当該年

度４月～３月】

達成率 － 90.2 － － － ％－

特別支援学校Ｉ

ＣＴ環境整備

事業
1

授業で端末を週２日以上使用した児童生徒

の割合（特支）【当該年度２月時点】

目標値

実績値 56.8

58.0 61.0 64.0 67.0
％

単年度

値52.3

70.0

達成率 － 90.0 － － － ％

カ所 累計値
実績値 93.0 99.0

110.0 115.0 120.0 125.0 130.0

インクルーシブ

教育システム
構築事業

2

特別支援学校における現場実習の受入先を

開拓した数(Ｒ２年度からの累計）【当該年度

４月～３月】

目標値

特別な支援の

ための非常勤

講師配置事業

特別支援学校
職業教育・就

業支援事業

73.1

100.0 100.0 100.0 100.0

73.3 73.5 73.7

(R8.10予定)

(R8.10予定)

－ － －

17,000.0 17,500.0 18,000.0 18,500.0

310.0 330.0 350.0 370.0

目標値

93.0 94.0

実績値 100.0

100.0

達成率 － －

(R8.10予定)

％

100.0 100.0 100.0
％

単年度

値

－ －

100.0

達成率 － 104.4 － － － ％

％
単年度

値実績値 90.0

目標値 91.0 95.0

95.0

達成率 － 84.8 － － － ％

％
単年度

値実績値 91.0 84.8

100.0100.0 100.0 100.0

2

公立小・中・高校の通常の学級に在籍する

特別な支援が必要な児童生徒の個別の教

育支援計画の作成率【小中：当該年度５月

時点　高：当該年度９月時点】

65.0 70.0

100.0

達成率 － 137.0 － － － ％

75.0
％

単年度

値実績値 － 82.2

目標値 60.0 80.0

82.0 83.0 84.0

達成率 － 100.0 － － － ％

％
単年度

値実績値 80.0 81.0

85.0

達成率 － 138.6 － － － ％

実績値 － 97.0

71.0 72.0 73.0
％

単年度

値

令和９年度 令和10年度 単位令和８年度 令和11年度
計上

分類

74.0

1

にこにこサポート事業（小学校等通常の学

級）による支援が必要な児童数のうち、ＴＴ

指導による個別支援や、別室で学習指導を

行った児童数の割合【当該年度４月～３月】

目標値

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度

70.0

令和７年度

1

特別支援学校高等部において、探究的な学

びを通して地域への関心・関わる意欲が高

まったと回答した生徒の割合【当該年度２月

時点】

目標値 81.0

1
特別支援学校における就労希望生徒の就

労割合【当該年度３月時点】

目標値



67 
 

 

 

　 ⑶　 学校と 福祉の連携の推進

名称

　 ⑷　 日本語指導が必要な 児童生徒等への支援

名称

令和11年度

令和11年度

100.0

100.0

100.0

100.0

50.0

単位

達成率 - 185.0 138.6 - - ％-

－ ％

進路保障推進
事業 1

県立学校におけるスクールソーシャルワー

カーへの相談のうち、生徒が抱える課題が解

決し、又は状況が好転した割合【当該年度４

月～３月】

目標値

実績値 24.0

26.0 44.0 46.0 48.0
％

単年度

値

特別支援教育

就学奨励事業

費
1 就学奨励費支給率【当該年度３月時点】

目標値

実績値 100.0

達成率 －

高等学校修学

奨励費（定時

制・通信制）

100.0 100.0

達成率 － 100.0 － － － ％

100.0 100.0 100.0 100.0
％

単年度

値

帰国・外国人児

童生徒等教育の

推進支援事業
1

日本語指導等特別な指導を受けている児

童生徒の割合（居所不明を除く）【当該年度

５月時点】

目標値

実績値 100.0

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

100.0 100.0

計上

分類

100.0 100.0 100.0 100.0
％

単年度

値

100.0 － －

達成率 － 100.0 － － － ％

％
単年度

値100.01
適格者に対する賞与、給与率【当該年度４

月～３月】

目標値

実績値 100.0

100.0

達成率 － 100.0 － － － ％

100.0

計上

分類

高等学校奨学

事業 1
適格者に対する貸与率【当該年度４月～３

月】

目標値 100.0 100.0 100.0

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 単位

100.0
％

単年度

値実績値

100.0

48.1

100.0
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３ 　 地域と の協働によ る 学びの充実

　 ⑴　 地域と の連携・ 協働の推進

名称

　 ⑵　 地域を 担う 人づく り

名称

　 ⑶　 社会教育におけ る 学びの充実

名称

62.2

- - ％

66.6 68.1
％

単年度

値
実績値 60.6

-

2.0

3.0

令和11年度

教育魅力化人

づくり推進事業

【再掲】

教育魅力化人

づくり推進事業

（探究学習）

【再掲】

1

地域社会の魅力や課題について考える学習

に対して主体的に取り組んでいると回答した

高校生の割合【当該年度７月時点】

目標値 62.1 63.6 65.1

達成率 - 100.2 - -

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類
令和７年度 令和８年度

500.0

令和11年度

77.7 79.0
％

単年度

値

80.376.475.1

500.0 500.0 500.0 500.0

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度

2

県内大学と連携・協働して行う、各学部の学

びの理解を深める放課後講座等に参加した

高校生の数【当該年度４月～３月】

73.8実績値

目標値

達成率 - 86.4 - - - ％-

500.0
人

単年度

値実績値 630.0

目標値 500.0 500.0500.0 500.0

432.0

単年度

値実績値 73.8

80.375.1 76.4 77.7 79.0
％

4,000.0

1

将来、自分の住んでいる地域のために役立

ちたいという気持ちがあると回答した高校生

の割合【当該年度７月時点】

目標値

達成率 - 100.2 - - -

3,000.0 3,500.0

1,963.0

75.2

％-

達成率 － 78.6 － － － ％

人
単年度

値実績値 2,206.0

目標値 2,500.0 4,500.0

計上

分類
令和７年度 令和８年度 令和11年度

70,000.0

－ － ％

単年度

値

93.4 －

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度

62,000.0 64,000.0 66,000.0 68,000.0
人

令和９年度 令和10年度 単位

実績値 60,267.0 57,878.0結集！しまね

の子育て協働

プロジェクト事業

1

「結集！しまねの子育て協働プロジェクト事

業」を活用して地域学校協働活動に参画す

る地域住民数（延べ数）【当該年度４月～３

月】

目標値

達成率 －

2

親としての役割や子どもとの関わり方につい

ての気づきを促す研修の延べ参加者数【当

該年度３月時点】

達成率 - 100.2 - - - ％-

75.2

-達成率 - 86.4 - - - ％

実績値
人

単年度

値432.0

目標値

630.0

- - - ％

62.21

地域社会の魅力や課題について考える学習

に対して主体的に取り組んでいると回答した

高校生の割合【当該年度７月時点】

66.6
％

単年度

値
実績値 60.6

目標値 62.1 63.6 65.1 68.1

社会教育総合

推進事業 1
社会教育に対する助言等の場の確保【当該

年度４月～３月】

目標値

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度

2.0 2.0 2.0 2.0
回

単年度

値

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類
令和７年度 令和８年度

達成率 － 100.0 － － － ％

実績値 2.0 2.0

2
優良少年団体（県教育長表彰）の被表彰団

体数【当該年度12月時点】

目標値

実績値 1.0

達成率 － 33.4 － － － ％

3.0 3.0 3.0 3.0
団体

単年度

値1.0

60.0 60.0 60.0 60.0
人

単年度

値

60.0

達成率 － 96.7 － － － ％

58.0実績値 51.0

2

しまね社会教育師認証制度及びしまね社会

教育サポーター登録制度の認証・登録者数

【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 114.0

社会教育士養

成・育成事業

 　【再掲】
1

社会教育士の称号取得者数【当該年度４月

～３月】

目標値

250.0 350.0 450.0 550.0
人 累計値

650.0

達成率 － 90.4 － － － ％

226.0

1
社会教育実践者の養成（延べ参加者）人数

【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 636.0

社会教育研修

センター事業
850.0 850.0 850.0 850.0

人
単年度

値

850.0

達成率 － 90.6 － － － ％

770.0

教育魅力化人

づくり推進事業

【再掲】

教育魅力化人
づくり推進事業

（探究学習）

　　【再掲】

社会教育士養

成・育成事業 1
社会教育士の称号取得者数【当該年度４月

～３月】

目標値 60.0

達成率 - 100.2

1

将来、自分の住んでいる地域のために役立

ちたいという気持ちがあると回答した高校生

の割合【当該年度７月時点】

2

県内大学と連携・協働して行う、各学部の学

びの理解を深める放課後講座等に参加した

高校生の数【当該年度４月～３月】

60.0 60.0 60.0 60.0
人

単年度

値実績値 51.0 58.0

達成率 － 96.7 － － － ％

2

しまね社会教育師認証制度及びしまね社会

教育サポーター登録制度の認証・登録者数

【当該年度４月～３月】

目標値 250.0 350.0 450.0 550.0 650.0
人 累計値

実績値 114.0 226.0

達成率 － 90.4 － － － ％
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　 ⑷　 家庭教育支援の推進

名称

　 ⑸　 体験活動の充実

名称

14,663.0

270.0

51.0

1
青少年の家年間利用者数【当該年度４月～

３月】

目標値

400.0

達成率 － 457.0

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度

達成率 － 72.9 － － － ％

70.0 70.0 70.0 70.0
件

単年度

値

70.0

1

青少年芸術文化表彰及び児童生徒学芸顕

彰の被表彰団体（個人）件数【当該年度４月

～３月】

目標値

実績値 62.0
青少年文化活

動推進事業

達成率 － 77.2 － － － ％

1
少年自然の家年間利用者数【当該年度４月

～３月】

目標値

実績値 13,590.0

19,000.0

300.0 300.0 300.0
人

19,000.0 19,000.0 19,000.0
人

単年度

値

19,000.0

達成率 － 98.8 － － － ％

実績値 27,843.0
人

単年度

値7,900.0

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類
令和７年度 令和８年度

8,000.0 43,000.0 43,000.0 43,000.0 43,000.0

令和11年度

家庭教育の支

援体制整備事

業

150.0 150.0 150.0 150.0

達成率 － 73.4 － － － ％

実績値 132.0 110.0
人

単年度

値

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類

1
県ＰＴＡ合同研修の参加者数【当該年度４

月～３月】

目標値

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

150.0

令和11年度

少年自然の家

事業
2

アウトリーチ型プログラムの参加者数（少年自

然の家）【当該年度４月～３月】

目標値 300.0 300.0

達成率 － 90.0 －

達成率 － 85.4 －

青少年の家事

業
2

アウトリーチ型プログラムの参加者数（青少年

の家）【当該年度４月～３月】

目標値

単年度

値実績値 314.0

3

目標値 81,000.0 120,000.0 124,000.0 128,000.0 132,000.0

実績値 91,110.0 69,110.0

－ － － ％

県立青少年社会教育施設及び国立三瓶青

少年交流の家年間利用者数【当該年度４月

～３月】

－ － ％

人
単年

度値

350.0 350.0 350.0 350.0
人

単年度

値実績値 151.0 1,828.0

－ － － ％

3

県立青少年社会教育施設及び国立三瓶青

少年交流の家年間利用者数【当該年度４月

～３月】

目標値 81,000.0 120,000.0 124,000.0 128,000.0

達成率 － 85.4 － － － － ％

132,000.0
人

単年

度値実績値 91,110.0 69,110.0
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４ 　 教育の基盤と な る 環境の整備と 充実

　 ⑴　 学びを 支え る 指導体制の充実

名称

　 ⑵　 教職員の人材育成

名称

　 ⑶　 働き 方改革の推進

名称 ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 単位
計上

分類

令和11年度

425,000.0

4.6

5.6

83.0

90.0

令和11年度

100.0

90.0

達成率 － 146.3 － － － ％

目標値 91.0 83.0 75.0 66.0 58.0

512.0

教職員研修事

業

1
研究成果を発表する教育研究発表会の視

聴回数【当該年度４月～３月】

350.0
回

単年度

値実績値 386.0

目標値 350.0 350.0 350.0

100.0

350.0

95.0 95.0 95.0
％

単年度

値実績値 -

95.0

達成率 － 104.6 － － － ％

1

研修後アンケート「ねらいをもって主体的に

研修に取り組むことができた。」に対する肯定

的回答の割合【当該年度４月～３月】

達成率 － － － － － ％

％
単年

度値実績値 76.8 （R8.11予定）3

目標値

目標値 95.0

1
資質及び指導力の向上が図られた教員の

割合【当該年度４月～３月】

達成率 － 71.4 － － － ％

％
単年度

値実績値 76.72
免許法認定講習の定員に対する受講者の

割合【当該年度４月～10月】

目標値

100.0

－ ％

計上

分類
令和７年度 令和８年度

136.0 － － －

年 度 令和６年度 令和７年度

％

実績値 396,533.0

単位
計上

分類

6.0 5.9 5.8 5.7

単位

人

単年度

値

％

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度

6.9

達成率 －

目標値

425,000.0 425,000.0 425,000.0 425,000.0

令和９年度 令和10年度

93.2 － － －

5.0 4.9 4.8 4.7

専門的知識習

得事業

ＫＰＩの名称

教育センター

調査研究事業

1
「しまね教育の日」にちなんだ活動への参加

者数（延べ数）【当該年度４月～３月】

目標値

79.0 80.0 81.0 82.0目標値

2

令和８年度 令和９年度

64.0 －

100.0 100.0 100.0

－

86.0 87.0 88.0

82.4

91.8

100.0

単年度

値実績値 100.0

目標値

単年度

値1
代替を受けた教員一人あたりが面談した県

内実企業数平均【当該年度４月～３月】
達成率 －

目標値 89.0

実績値 83.2

実績値 91.2

-15.0 － －

人

2
非常勤講師（ＣＳＴ）１人あたりの平均いじめ

認知件数【当該年度４月～３月】
実績値

1
非常勤講師（ＣＳＴ）１人あたりの平均不登校

生徒数【当該年度４月～３月】

目標値中学校クラス

サポート事業

達成率 －

「しまね教育の

日」推進事務

－ －達成率 －

実績値 6.1

％

395,778.0

6.8

12.9

社

単年度

値

％

件
単年度

値

「周りの大人は、じっくりと話を聞き、考える手

助けをしてくれる」と回答する生徒の割合【当

該年度４月～７月】

％

進路希望実現

のための講師

配置事業

達成率 － 106.8 － － － ％

％
単年度

値

令和10年度

80.0 82.5 85.0 87.5

達成率 － 100.0 － －

実績値 94.3
地域人材を活用した

指導力等向上事業

達成率 － － － － － ％

％
単年度

値1

月45時間を超える時間外労働を行った教職

員数（全校種の延べ人数）（対Ｒ５年度実績

比）【当該年度４月～３月】

単年度

値
件

135.0135.0

90.085.080.0

2

教職員の資質能力及び指導力向上を目的

とした校内研修に教育センターが出前講座

を実施した件数【当該年度４月～３月】

目標値

実績値

達成率

公立学校において授業でＩＣＴを活用した指

導ができていると回答した教員の割合【当該

年度３月時点】

57.1

99.3

104.0

％－－－77.1－

115.0

95.0

135.0135.0135.0

（R8.9予定）
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　 ⑷　 学校危機管理体制の充実

名称

　 ⑸　 学校施設の環境改善の推進

名称

　 ⑹　 部活動の地域連携・ 地域移行

名称

　 ⑺　 図書館サービ ス の充実

名称

達成率 － 100.8 － － － ％

％

理科教育設備

整備事業 1 理科備品等の充足率【当該年度３月時点】

目標値 14.2 14.4 14.7 15.0 15.2
％ 累計値

実績値 14.1 14.3

達成率 － 100.0 － － － ％

普通高校等情

報教育機器整

備事業
1

普通科高校・特別支援学校におけるパソコン

教室数【当該年度３月時点】

目標値 3.0 3.0 0.0 0.0 0.0
室

単年度

値実績値 100.0 3.0

産業教育設備

整備事業 1
専門高校における特別装置の設備更新率

【当該年度３月時点】

目標値 15.4 38.5 61.5 84.6 100.0
％ 累計値

実績値 100.0 15.4

94.1

6.0

8.0

59.6

86.1

5,464.0

4,688.0

令和７年度

100.0

達成率 － 100.0 － － － ％

特別支援学校

校舎等整備事

業

1

教室不足や狭あい化の解消に向けた普通

教室の整備数（特別支援学校）【当該年度３

月時点】

目標値 8.0 8.0 8.0 12.0 12.0
室 累計値

実績値 8.0

％

図書館事業

県立図書館と市町村立図書館等との間での

相互貸借冊数【当該年度４月～３月】

達成率 － 83.8 － － － ％

3

目標値 11,000.0 11,000.0 11,000.0 11,000.0 11,000.0
冊

単年

度値実績値

達成率

2
県立図書館から幼児教育施設への児童書

の貸出冊数【当該年度４月～３月】

目標値 5,600.0 5,700.0 5,800.0 5,900.0 5,900.0
冊

単年度

値実績値 5,281.0

－ 69.6 － － －

9,530.0 7,655.0

達成率 － － － －

計上

分類
ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 単位

10,000.0
件数

単年度

値

年 度 令和６年度

達成率 － 99.9 － － － ％

部活動改革支

援事業

650.0 700.0 750.0 800.0
人

単年度

値
649.01

公立中・高校における部活動の指導に携

わった外部指導者の数【当該年度３月時

点】

目標値

実績値 589.0

単位
計上

分類

教育財産維持

管理費

高等学校校舎

等整備事業

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類

1

学校安全計画及び危機管理マニュアルの見

直しを行った学校の割合【当該年度４月～３

月】

目標値 100.0

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

％

100.0 100.0 100.0
％

単年度

値実績値 95.3

学校安全確保

推進事業

令和８年度 令和９年度 令和10年度 単位ＫＰＩの名称
計上

分類

1
県立図書館のレファレンス年間受付件数

【当該年度４月～３月】

目標値

達成率 － 54.7 － － － ％

実績値 6,307.0

10,000.0 10,000.0 10,000.0

令和11年度

－ －94.1 －

年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

1

教室不足や狭あい化の解消に向けた普通

教室の整備数（高等学校）【当該年度３月時

点】

目標値

実績値 －

6.0 6.0 6.0 6.0

達成率 －

ＫＰＩの名称

室 累計値

達成率 － 100.0 － － － ％

1
校舎トイレの洋式化率７５％を達成した学校

の割合【当該年度３月時点】

目標値

実績値 36.2

67.6 83.8 100.0 100.0
％ 累計値

達成率 － 88.2 － － － ％

2
エアコン新設対象箇所の整備率（Ｒ２年度か

らの累計）【当該年度３月時点】

目標値

実績値 80.6

83.3 85.5 91.1 100.0
％ 累計値

達成率 － 103.4 － － － ％

令和11年度

100.0

令和11年度

6.0

100.0

100.0

令和11年度

850.0

10,000.0
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　 ⑻　 文化財の保存・ 継承と 活用

名称

　 ⑼　 私立学校への支援

名称

76.2

125.0

100.0

15.0

21,741.0

0.0

－

53.2

67.0

100.0

776,862.0

182,785.0

2.0

12.0

124.7

目標値

実績値 702,329.0

－ 100.0 － － －

実績値

100.0

実績値 100.0

68.0 70.0 72.0 74.0目標値

古墳の丘古曽

志公園事業

達成率 － 100.0 － － － ％

100.0 100.0 100.0 100.0
％

単年度

値2

授業料等減免制度の対象要件を満たす県

内私立専修学校に対する授業料等減免費

用の交付率【当該年度４月～３月】

目標値

達成率

実績値 100.0

％

100.0 100.0 100.0
％

単年度

値

私立学校就学

支援事業

達成率 － 95.2 － － － ％

％
単年度

値65.9

1
私立高等学校等就学支援金の支給対象者

に対する交付率【当該年度４月～３月】

目標値

私立専修学校生の県内就職率【当該年度３

月時点】
2 64.7

100.0

達成率 － 94.5 － － － ％

77.0 78.0 79.0 80.0
％

単年度

値72.7

私立学校経営

健全性確保事

業

令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類
ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

％
単年度

値1

講座等での参加者アンケートにおいて島根の

歴史・文化への興味・関心が高まったと感じ

た人の割合【当該年度４月～３月】

1
私立高等学校生の県内就職率【当該年度３

月時点】

目標値

実績値 71.8

島根の歴史文

化活用推進事

業

目標値

- 98.8

達成率 － 112.8 － － － ％

達成率 － 112.3 － － － ％

88.0 88.5 89.0 89.5

実績値

回
単年度

値

9,600.0 9,650.0

未来に引き継ぐ

石見銀山保全

事業

古代文化研究

事業 1
古代文化研究事業の成果としてＨＰで公表し

た論文の閲覧回数【当該年度４月～３月】

目標値 9,500.0 9,550.0

2

講座等での参加者アンケートにおいて石見

銀山遺跡への興味・関心が高まったと感じ

た人の割合【当該年度４月～３月】

1

石見銀山資料館、龍源寺間歩及び石見銀

山世界遺産センターの入込客延べ数【前年

度１月～当該年度12月】

目標値 96.0

実績値 9,443.0

96.6

10,709.0

％

目標値

実績値 178,157.0

180,000.0 190,000.0 200,000.0 200,000.0
人

単年度

値

200,000.0

達成率 － 101.6 － － － ％

達成率

達成率 － 100.7 － － －

96.5 97.0 97.5
％

単年度

値実績値 88.9

98.0

実績値 100.0

639,000.0

単年度

値
埋蔵文化財調

査センター事

業

達成率 － － － － ％

623,000.0 627,000.0 631,000.0 635,000.0
人

単年度

値

100.0 100.0 100.0 100.0
％

100.0

－ 100.0 － － － ％

古代文化の郷

「出雲」整備事

業

1

文化財活用度（出雲地域の代表的な史跡

等（松江城など８か所）の来訪者数）【当該

年度４月～３月】

1
発掘調査件数に対する現地公開の割合【当

該年度４月～３月】

目標値

77.0
％ 累計値

達成率 － － － － ％

実績値 ー

90.0

－ ％

％

人
単年度

値

埋蔵文化財保

護事務

1

子ども塾（小中学校の出前講座）でのアン

ケートにおいて、文化財への興味・関心が高

まったと感じた児童生徒の割合【当該年度４

月～３月】

目標値文化財活用事

業

88.0 88.5 89.0 89.5
％

単年度

値

53.0 61.0 69.0

1
県内における遺跡の位置情報の更新割合

【当該年度３月時点】

目標値

古代出雲歴史

博物館管理運

営事業

1

古代出雲歴史博物館入館者数【当該年度4

月～3月】※R7年4月～R8年9月は施設整

備を実施

目標値

実績値 200,130.0

0.0 130,000.0 260,000.0 260,000.0

実績値 45.0

達成率 － － － － － ％

85.0

達成率

1
古墳の丘古曽志公園事故発生件数【当該

年度４月～３月】

目標値

実績値 0.0

22,600.0 22,900.0 23,200.0 23,500.0
人

達成率 － 100.4 － －

－ － － － －

単年度

値

0.0 0.0

達成率 － － － － ％

達成率 － 96.2 － － － ％

件
単年度

値

0.0 0.0

八雲立つ風土

記の丘事業
1

八雲立つ風土記の丘展示学習館、ガイダン

ス山代の郷及び山代二子塚土層見学施設

の入館者数【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 22,910.0

歴史遺産保存

整備事業 1
国・県指定文化財（建造物）の保存修理が

完了した件数【当該年度４月～３月】

目標値

実績値 10.0

14.0 16.0 18.0
件 累計値

達成率 － 33.4 － － － ％

単年度

値実績値 2.0

6.0 6.0 6.0 6.0
件

令和８年度 令和９年度 令和10年度 単位
計上

分類

指定文化財等

保護事務 1
国・県指定等文化財の指定件数【当該年度

４月～３月】

目標値

ＫＰＩの名称 年 度 令和６年度 令和７年度 令和11年度

6.0

20.0

23,800.0

0.0

260,000.0

9,700.0

90.0

令和11年度

81.0

76.0

100.0

100.0
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Ⅳ 島根県総合教育審議会の主な意見（ 令和８ 年８ 月５ 日開催）  

１  令和７ 年度県教育委員会の特徴的な動き  

 

２  教育ビジョ ンの点検・ 評価 

 

３  その他 

 


